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１、開催年月日時刻及び場所 

  平成２８年９月９日 

自  午前１１時０２分 

至  午前１１時０７分 

於  第1別館第3会議室 
 
 

２、出席委員の氏名 

委 員 長 宅島 寿一 君

副 委 員 長 坂 本   君

委 員 宮内 雪夫 君

 〃   橋村松太郎 君

 〃   渡辺 敏勝 君

 〃   外間 雅広 君

 〃   堀江ひとみ 君

 〃   松 島 完 君

 〃   山本 啓介 君

 〃   ごうまなみ 君

 〃   近藤 智昭 君

   
 
 

３、欠席委員の氏名 

な  し
 

４、審査の経過次のとおり 
 

― 午前１１時０２分 開会 ― 
 

【宅島委員長】 おはようございます。 
 ただいまから、文教厚生委員会を開会いたし

ます。 
 これより、議事に入ります。 
 まず、会議録署名委員を慣例によりまして、

私から指名させていただきます。 
 会議録署名委員は、外間委員、松島委員のご

両人にお願いいたします。 

本日の委員会は、平成28年9月定例会におけ
る当委員会の審査内容を決定するための委員間

協議であります。 
 それでは、審査の方法について、お諮りいた

します。 
 審査の方法については、委員会を協議会に切

り替えて行いたいと思いますが、ご異議ござい

ませんか。 
〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【宅島委員長】ご異議なしと認めます。 
 それでは、ただいまから、委員会を協議会に

切り替えます。 
しばらく休憩します。 

 
― 午前１１時０２分 休憩 ― 

〔協議会〕 

― 午前１１時０７分 再開 ― 
 

【宅島委員長】委員会を再開いたします。 
 これをもって文教厚生委員会を終了いたしま

す。 
大変ご苦労さまでした。 

 
― 午前１１時０７分 散会 ― 

 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 １ 日 目 
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１、開催年月日時刻及び場所 

  平成２８年９月２６日 

自  午前１０時 ０分 

至  午後 ４時３０分 

於  第1別館第3会議室 
 
 

２、出席委員の氏名 

委員長(分科会長) 宅島 寿一 君

副委員長(副会長) 坂本  浩 君

委 員 宮内 雪夫 君

 〃   橋村松太郎 君

 〃   渡辺 敏勝 君

 〃   外間 雅広 君

 〃   堀江ひとみ 君

 〃   松島  完 君

 〃   山本 啓介 君

 〃   ごうまなみ 君

 〃   近藤 智昭 君
 
 

３、欠席委員の氏名 

な  し
 
 

４、委員外出席議員の氏名 

な  し
 
 

５、県側出席者の氏名 

総 務 部 長 上田 裕司 君

総 務 部 次 長 相川 一洋 君

学事振興課長(参事監) 小坂 哲也 君
 
 

教 育 長 池松 誠二 君

政 策 監 島村 秀世 君

教 育 次 長 渡川 正人 君

総 務 課 長 田渕 和也 君

県立学校改革推進室長 草野 悦郎 君

福 利 厚 生 室 長 前屋 信彦 君

教育環境整備課長 野口 充徳 君

教 職 員 課 長 栗原 正三 君

義 務 教 育 課 長 木村 国広 君

義務教育課人事管理監 川里 祥之 君

児童生徒支援室長 中小路和久 君

高 校 教 育 課 長 本田 道明 君

高校教育課人事管理監 鶴田 勝也 君

特別支援教育室長 前田 博志 君

生 涯 学 習 課 長 宮崎  誠 君

新県立図書館整備室長 山本 忠敬 君

学 芸 文 化 課 長 金子 眞二 君

体 育 保 健 課 長 森  栄二 君

体育保健課体育指導監 後藤 慶太 君
 
 

６、審査事件の件名 

○予算決算委員会（文教厚生分科会） 

    な し 
 
 

７、付託事件の件名 

○文教厚生委員会 

（1）議 案 
第126号議案 
長崎県子育て条例行動計画の変更について

（2）請 願 
    な し 
（3）陳 情 

・平成29年度 国政・県政に対する要望書 
・諫早市政策要望（諫早駅周辺整備事業への協

力と支援について 外） 
・要望書（幹線道路網の整備促進について 外）

・平成二十九年度離島振興の促進に関する要望

等の実現について 
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・要望書（「長崎の教会群とキリスト教関連遺

産」の構成資産候補であった資産の明確な位

置づけと支援について 外） 

・平成28年度 長崎県の施策に関する要望・提
案書 
・中国共産党政府による法輪功迫害の停止と、

臓器の強制摘出の停止のため日本政府の正

義の行動を求める意見書に係る陳情 

・長崎県難病相談・支援センターの指定管理者

の改善を求める要望書 

・要望書（「長崎と天草地方の潜伏キリスタン

関連遺産」の世界遺産登録について 外） 

・身体障害者福祉の充実に関する要望書 

・私学助成に関する意見書の提出について（要

望） 
 
 

８、審査の経過次のとおり 
 

― 午前１０時 ０分 開会 ― 
 

【宅島委員長】 おはようございます。 
 ただいまから、文教厚生委員会を開会いたし

ます。 
 なお、坂本(浩)副委員長から、本日の委員会
を欠席する旨の届け出が出ておりますので、ご

了承をお願いいたします。 
 念のため、仮委員長を選任しておきたいと存

じます。 
 仮委員長には、過去の例に従い、最年長委員

である宮内委員を指名したいと存じますが、ご

異議ございませんか。 
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【宅島委員長】 ご異議がないようですので、そ
のように進めることといたします。 
 宮内委員におかれましては、よろしくお願い

いたします。 

 それでは、議事に入ります。 
 今回、本委員会に付託されました案件は、第

126号議案「長崎県子育て条例行動計画の変更
について」の1件であります。 
 そのほか陳情11件の送付を受けております。 
 文教厚生分科会においては、今回、予算議案

がありませんので、分科会による審査は行わず、

委員会のみの審査を行うこととし、部局ごとに

お手元にお配りしております審査順序のとおり

行いたいと存じますが、ご異議ございませんか。 
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【宅島委員長】 ご異議がないようですので、そ
のように進めることといたします。 
 審査順序でございますが、委員間討議終了後、

総務部、教育委員会、福祉保健部の順に行うこ

とといたしたいと存じますが、ご異議ございま

せんか。 
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【宅島委員長】 ご異議がないようですので、そ
のように進めることといたします。 
 次に、理事者の出席範囲についてですが、お

手元に配付いたしております配席表のとおり決

定いたしたいと存じますが、ご異議ございませ

んか。 
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【宅島委員長】 ご異議がないようですので、そ
のように決定いたします。 
 それでは、これより審査内容等について協議

いたします。 
 各委員からの自由なご意見を賜りたく、委員

会を協議会に切り替えて行うことといたしたい

と存じますが、ご異議ございませんか。 
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【宅島委員長】 ご異議がないようですので、そ
のように進めることといたします。 
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 それでは、ただいまから委員会を協議会に切

り替えます。 
 しばらく休憩いたします。 
 

― 午前１０時 ２分 休憩 ― 

― 午前１０時 ４分 再開 ― 
 

【宅島委員長】 委員会を再開いたします。 
 以上をもちまして、審査内容に関する協議を

終了いたします。 
 ほかに何かご意見はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
【宅島委員長】 ほかにないようですので、これ
をもちまして委員間討議を終了いたします。 
 これより、総務部関係の審査を行います。 
 総務部においては、今回、委員会付託議案が

ないことから、総務部長から所管事項について

の説明を受けた後、提出資料について説明を受

け、その後、陳情審査を行い、「政策等決定過

程の透明性等の確保などに関する資料」につい

て質問、最後に議案外所管事務一般についての

質問を行うことといたします。 
 それでは、総務部長より、所管事項説明をお

願いいたします。 
【上田総務部長】 おはようございます。 
 総務部関係の議案外の主な所管事項について

ご説明いたします。 
 「文教厚生委員会関係議案説明資料」の「総

務部」をお開きください。 
 今回、ご報告いたしますのは、長崎県公立大

学法人の業務実績評価について、並びに総合教

育会議についてでございます。 
 まず、長崎県公立大学法人の業務実績評価に

ついてでありますが、長崎県公立大学法人の第

2期中期目標期間の5年目に当たる平成27事業
年度に係る業務実績について、地方独立行政法

人法の規定に基づき、長崎県公立大学法人評価

委員会により評価が行われ、去る8月29日に、
その結果が法人に対して通知されるとともに、

知事に対して報告がありました。 
 評価の内容につきましては、語学運用能力の

養成が達成水準を下回っていることや、大学院

の定員が未充足となっていることなど計画を十

分に達成できていない事項がある一方、学部学

科再編について、文部科学省へ申請を行い、開

設が認められるとともに、シラバス（授業計画）

の作成、海外ビジネス研修及び長期インターン

シップの試行など新たなカリキュラムに対応し

た準備を着実に進めたこと、『長崎県立大学が

変わる』という情報を積極的に発信した結果、

平成28年度一般入試の志願者が前年度より大
幅に伸びたこと、「しまのフィールドワーク」

が必修化され、602名の学生が参加して現地調
査や報告会を実施したこと、公開講座・学術講

演会等の参加者数、外部資金が増加したことな

ど、教育・研究の充実に成果を上げているとさ

れております。 
 県といたしましては、長崎県立大学の教育・

研究の質の着実な向上や地域貢献の一層の充実

が図られるよう、今後とも大学法人と一体とな

って取り組んでまいります。 
 また、大学法人が業務運営に関し平成29年度
からの6年間で達成すべき目標を、第3期中期目
標として今年度中に定める必要があることから、

第2期中期目標期間における評価結果や大学を
取り巻く社会・経済情勢などを踏まえるととも

に、県議会や評価委員会のご意見をお伺いしな

がら、策定を進めてまいります。 
 次に、総合教育会議についてであります。 
 知事と教育委員会が地域の教育の課題等を共

有し、相互の連携を図りながら教育行政を推進
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していくため、総合教育会議を去る8月8日に開
催いたしました。 
 会議では、「県内就職、県内定着の向上」及

び「貧困の連鎖を断ち切るための教育支援」の

二つのテーマについて意見交換を行い、「県内

就職、県内定着の向上」については、「Ｎなび」

の活用や県内企業等の情報発信、保護者の意識

改革の必要性など、「貧困の連鎖を断ち切るた

めの教育支援」については、スクールソーシャ

ルワーカーの活用や進路実現に向けた学習支援、

関係機関との横断的な連携の必要性などの意見

が出されました。 
 本県教育の課題やあるべき姿を共有しながら、

本県の教育行政を推進していくため、今後とも、

知事と教育委員会のより一層の意思疎通を図っ

てまいります。 
 以上をもちまして、総務部関係の説明を終わ

ります。 
 よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。 
【宅島委員長】 ありがとうございました。 
 次に、提出がありました「政策等決定過程の

透明性等の確保などに関する資料」につきまし

て説明をお願いいたします。 
【小坂学事振興課長】 「政策等決定過程の透明
性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づき、本委員会に提出いた

しました総務部関係の資料について、ご説明い

たします。 
 文教厚生委員会提出資料、「政策等決定過程

の透明性等の確保及び県議会・議員との協議等

の拡充に関する決議に基づく提出資料」をお開

きください。 
 附属機関等会議結果につきまして、本年5月
から8月の実績は、7月29日と8月17日に開催い

たしました長崎県公立大学法人評価委員会2件、
並びに8月30日に開催いたしました長崎県私立
学校審議会1件の合計3件となっております。そ
れぞれの会議の結果につきましては、資料の2
ページから4ページに記載のとおりでございま
す。 
 以上で資料の説明を終わらせていただきます。 
【宅島委員長】 ありがとうございました。 
 以上で説明が終わりましたので、陳情審査を

行います。 
 お手元に配付いたしております陳情書一覧表

のとおり、陳情書の送付を受けておりますので、

ご覧願います。 
 審査対象の陳情番号は37番でございますが、
陳情書につきまして、何か質問はありませんか。 
【堀江委員】 今、委員長が言われた37、長崎
県私立中学高等学校協会の「私学助成に関する

意見書の提出について」、お尋ねしたいと思い

ます。 
 私学助成の一層の強化をお願いしたいという

内容ですが、ここで述べられております学校の

耐震化の状況、公立の状況と私学の耐震化の状

況をまず教えてください。 
【小坂学事振興課長】 私立の小中高等学校の耐
震化率は、平成28年4月1日現在で76.9％でござ
います。 
 全国比較で申しますと、まだ統計が平成27年
の4月1日でしか出ておりません。その時の比較
で申しますと、全国で第39位ということで低い
方にあるということです。 
 公立の方は、高校が100％で、小中学校は90％
台と聞いております。 
【堀江委員】 その上で、この私学助成の充実に
関する陳情に対する見解をまず教えてください。 
【小坂学事振興課長】 基本的には政府施策要望
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を今年も行っておりますけれども、その内容に

沿ったものとなっていると理解をいたしており

ます。 
【堀江委員】 そうしますと、長崎県としては、
平成29年度の政府施策要望ということで、既に
この内容については出しているという認識をと

りましたけれど、それでいいんですか。 
【小坂学事振興課長】 内容としましては、国庫
補助制度の堅持・充実、耐震化への補助の拡充、

それから修学支援制度の拡充ということですの

で、いずれも本県の政府施策要望に盛り込んで

いる内容でございます。ほぼ一致しているとい

う理解をしております。 
【堀江委員】 国へ要望していただきたいという
陳情の内容と学事振興課の見解も同じであると

理解をしています。 
 それで、学事振興課として、いわば長崎県と

して、この立場で既に要望しているわけですけ

れども、動き、状況としてはどうなんですか。

特に重点項目として要望していると認識をいた

しているんですが、現状としてはどうですか。 
【小坂学事振興課長】 現状、国の動きで申しま
すと、概算要求の状況になるんですけれども、

一つは経常費補助金の国庫補助制度についてで

すが、これは今、要求では1.2％の増額で要求さ
れているというところです。 
 それから、耐震化の予算ですが、平成28年度
は当初45億円でございましたが、今回補正で
301億円予定されているということでございま
す。そういう中にありまして、平成29年度の概
算要求が402億円ということでございますので、
各県から出されている要望に沿った事業費に基

づいて概算要求されているものと理解をいたし

ております。 
【堀江委員】 今のやりとりで明らかなように、

学校の耐震化一つをとっても、公立ですと高校

が100％、小中学校でいうと90％台。それに対
して、私立の場合は、まだ80％にもいかないと
いう状況では、私としてはこの私立学校に対す

る助成制度の堅持も含めて、非常に重要な内容

だと思っております。 
 したがいまして、委員長、ぜひこれは意見書

を国へ出す方向で委員会としてもご検討いただ

けないかと思っています。 
【宅島委員長】 ご意見は承っておきたいと思い
ます。 
 ほかにございませんか。 
【近藤委員】 審議に当たって何点か学事振興課
長にお尋ねします。 
 公私立高校において、生徒一人当たりの教育

費はそれぞれ幾らかかっているのか、また、そ

のうち、公費負担はそれぞれ幾らかお尋ねしま

す。 
【小坂学事振興課長】 現在、公立の方で公表さ
れているのは平成26年度でございますので、平
成26年度で比較させていただきますと、公立高
校の方で生徒一人当たりにかかる教育費は116
万6,000円です。それに対しまして、私立学校の
高校生一人当たりにかかる教育費は103万円と
なっております。これは施設整備費等も案分し

て入っているという状況でございます。 
 そして、公費負担という観点で申しますと、

公立は116万円全てが公費です。私立の方は103
万円のうち55万5,000円を公費で賄っていると
いう状況です。そういう点で言いますと、概ね

公費負担は2対1ということになります。 
【近藤委員】 その上で保護者負担は、公・私立
それぞれ幾らかお尋ねします。 
【小坂学事振興課長】 保護者が納付している金
額ということで申しますと、公立は、実費は除
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きますが、入学金のみですので、入学金収入を

全生徒数で割りますと、1,870円ぐらいになりま
す。 
 私学の方は、授業料と入学金、施設整備費等

がありますので、31万8,700円が私学の保護者
が納付しているお金ということになります。 
【近藤委員】 耐震化率の問題は、先ほど堀江委
員から聞かれていましたけれども、もう一度。 
 その上で、私立学校の現在の耐震化率と全国

で順位的に大体どのくらいになっているのか教

えていただけますか。 
【小坂学事振興課長】 今年度当初が76.9％であ
り、これを国の方に報告はしているんですが、

この分の全国比較がまだ出ておりません。それ

で、先ほど申しましたけれども、平成27年4月1
日現在の比較で申しますと、その時点が70.6％
であり、そこの時点で比較をした結果としては

39位ということで、やはり低位にあるというこ
とでございます。 
【近藤委員】 4点目に、来年度にかかる文部科
学省の概算要求を見ますと、新しく私立小中学

校に対する授業料補助が上がっていますが、そ

の概要についてお答えください。 
【小坂学事振興課長】 文部科学省の概算要求で、
今回初めて小中学校に対する授業料負担の軽減

という項目が上がっております。 
 考え方としましては、私立の小中学校に行く

児童・生徒については、例えば公立になじめな

いために行っているとか、宗教上の保護者の考

え方、宗教上の方針で私立の小中学校に行かれ

ているということもあるので、そのあたりの選

択の幅を確保するという意味で、国の方として

も私立の小中学校に通う保護者に対して授業料

の支援をしたいということで、概算要求で項目

が今回初めて上がっているということでござい

ます。 
【近藤委員】 学事振興課長より説明いただきま
したが、今回の要望は基本的に今年5月の政府
施策要望の内容と同じであると思います。 
 また、各都道府県議会においても、各関係団

体から意見書提出の要望を同様になされている

と伺っております。 
 そこで、自由民主党・活正の会から、会派提

案として文教厚生委員会に「私学助成の充実強

化等に関する意見書（案）」を提出したいと考

えておりますが、その取扱いを委員長において

よろしくお願いします。 
【宅島委員長】 ただいま、近藤委員より意見書
提出の取扱いの依頼がありましたので、事務局

より皆様方に文案の配付をお願いいたします。 
 それでは、近藤委員から、改めて趣旨説明を

お願いしたいと存じます。 
【近藤委員】 意見書の内容としましては、1つ
が「私学助成に係る国庫補助制度の堅持と一層

の充実」、「私立学校施設耐震化への補助の拡

充」、また「私立学校生徒に対する就学支援金

制度の拡充強化」の3点となっております。 
 要望の背景としましては、私立学校は公立学

校とともに国民の教育を受ける権利を保障し、

教育の機会均等を実現する上で大きな役割を果

たしており、特色ある教育を展開しながら、公

教育の発展に寄与していることと思います。 
 しかしながら、公費負担に係る公私間格差や

少子化の進行に伴う生徒の大幅な減少により、

私学の経営は一層厳しい局面に立たされている

と思います。 
 また、本県の私立学校の耐震化率は全国平均

を下回っており、公立と比べても耐震化は遅れ

ており、災害時における安全性の確保が喫緊の

課題となっていることと考えております。 
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 要望が通れば、私学助成金が増額されること

により、私立学校の経営状況が改善され、教育

の質の維持向上が図られ、耐震化など学校施設

設備の整備が促進されます。また、就学支援金

の増額により、授業料値上げが抑制され、保護

者の経済的負担が軽減されます。それにより、

家庭の経済状況にかかわらず、意志ある高校生

等が安心して進路を選択することができるよう

になります。 
 このようなことから、全国の都道府県議会と

足並みを合わせ、各委員のご理解のもと、全会

派一致で意見書の提出をお願いいたします。 
【宅島委員長】 ただいま、陳情番号第37号を
受け、近藤委員からお手元に配付の意見書の提

案がありましたが、何かご意見はございません

か。 
【渡辺委員】 私立学校の充実強化に関する意見
書につきましては、毎年、同趣旨で意見書を出

していると思うんですが、趣旨については賛同

いたします。 
 ただ、真ん中あたりにあります「私立高等学

校就学支援金の充実強化及び私立中学校に学ぶ

生徒に対する公私間の負担格差」というこの文

章の中で、私立の小学校もあると思うんですが、

「私立の小中学校に学ぶ生徒に」という形で小

学校も加えるべきだと私は思いますが、皆さん

のご意見をいただきたいと思います。 
【宅島委員長】 ほかにご意見はございませんか。 
 暫時休憩いたします。 
 

― 午前１０時２６分 休憩 ― 

― 午前１０時２９分 再開 ― 
 

【宅島委員長】 委員会を再開いたします。 
 ほかにご意見はございませんか。 
【近藤委員】 意見書案は、私ども会派で作成し、

委員会に提出させていただきましたが、文面の

詳細については、修正を含め、正副委員長に一

任したいと思うのですが、いかがでしょうか。 
【宅島委員長】 今、近藤委員から文言について
は正副委員長に一任したらいかがかというご意

見がございましたが、いかがでしょうか。 
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【宅島委員長】 ご異議なしと認めます。 
 それでは、そうさせていただきたいと思いま

す。 
 しばらく休憩いたします。 
 

― 午前１０時３０分 休憩 ― 

― 午前１０時３１分 再開 ― 
 

【宅島委員長】 委員会を再開いたします。 
 意見書につきましては、ただいまのご意見を

踏まえ、一部修正の上、提出することにご異議

ございませんか。 
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【宅島委員長】 ご異議なしと認めます。 
 よって、「私学助成の充実強化等に関する意

見書」について、意見書を提出することに決定

いたします。 
 なお、文案の作成等についてはいかがいたし

ましょうか。 
〔「正副委員長一任」と呼ぶ者あり〕 

【宅島委員長】 では、正副委員長に一任させて
いただきます。 
 よって、「私学助成の充実強化等に関する意

見書」につきましては、意見書を提出すること

に決定されました。 
 次に、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」につきまして、ご質問はござ

いませんか。 
〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
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【宅島委員長】 質問がないようですので、次に、
議案外所管事項一般につきまして質問はござい

ませんか。 
【渡辺委員】 県立大学法人の業務実績の評価の
中に、評価として「しまのフィールドワーク」

が必修化され、602名の学生が参加して、こう
いうことで評価されておりますが、この「しま

のフィールドワーク」の中身としてどういうこ

とをされているのか。そして、どこの島に何人

行っているのか。トータルで602名行っている
わけですから、その中身を説明していただけま

せんか。 
【小坂学事振興課長】 県立大学の一つの特色と
して打ち出したものでありまして、地域を学ぶ、

長崎県を学ぶという中で、長崎には島がありま

すので、島の課題を事前にグループで検討して、

島の市役所等と連携し、また課題も少し洗い出

しをしてます。その後、時期を決めて4泊5日で
島に行きお話を聞いて、一定提案ができるもの

は提案するし、帰ってきて一旦整理をして発表

会をするということをやっています。それをそ

れぞれのグループごとにやって、トータルで

602名が島に行って研修をしているという状況
です。 
 以前のものでいいますと、例えば栄養健康学

科ですと、島の食事の中での課題、島の集落で

塩分を取り過ぎている状況があるとした場合に、

それをどう減らしていったらいいのかとかを行

ったということがあります。あとは、島の観光

をどうしたら浮揚できるかということをテーマ

に行ったグループもあります。 
 602名について、詳細は手元に資料がありま
せんが、島それぞれについての課題を見つけて

行ったということであり、自分たちの研鑽をす

るというのが第一目標になります。結果だけ見

ますと、市町役所の職員もいらっしゃいますし、

そういう中で抜本的な解決ができるというのは

なかなか難しいところではあるんですが、学生

なりに課題を捉えて、学生なりに一定の答えを

出してご提案するという勉強の仕方をやってい

るということでございます。 
【渡辺委員】 この「しまのフィールドワーク」
の中には、要するに経済学部の人だったら経済

的な物の流れとか、あるいは農業水産関係の学

部だったら漁獲高とか、あるいは環境関係の学

部だったらその島の環境がどうなっているのか

とか、いろいろ学ぶべきところはあると思うん

です。この「しまのフィールドワーク」の具体

的な中身としては、学部ごとにテーマを決めて

行っているわけですか。 
【小坂学事振興課長】 まず、グループ自体は、
今現在、学部学科再編前の経済学部でいいます

と、1学科で150人いますから、150人そのまま
というわけにはいかないので、やはりゼミ単位

でグループを小さく分けて、ゼミ単位で動くと

いうことになります。 
 それと、基本的に自分たちの学問の範囲内で

ということですけれども、農林水産はございま

せんので、経済学部で言えばそういう農林水産

をテーマにして、物流的なものは流通・経済学

科というのがありますので、そこでのテーマに

はなろうかと思います。 
【渡辺委員】 そういう学部ごとに、こういった
長崎県の実態を知ってもらうためにいろんな研

修に行っていると、こういうふうに受け止めて

おいていいですか。 
【小坂学事振興課長】 地域を知るということが
地元定着の一つの意識づけになりますので、勉

強をするということに加えて、やはり長崎県の

よさをわかっていただくという目的もあり実施
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しているわけでございます。 
【渡辺委員】 次に、1ページの下にあるように
総合教育会議というのが開かれているんですね。

このメンバー、人数はわかりませんか。 
【小坂学事振興課長】 メンバーは、知事と教育
委員会がメンバーでございまして、合計7人と
いうことでございます。 
【渡辺委員】 総合教育会議にしては、7人とい
うのは少ないんじゃないですか。この中身には、

会議では、「県内就職、県内定着の向上」とか、

「貧困の連鎖を断ち切るための教育支援」の2
つの大きなテーマを、たった教育委員会のメン

バー7人と知事を入れただけで総合会議と言え
るんですか。 
 具体的なことを担当している人たちを、現場

で働いている人とか、そういう人たちを入れて

総合会議を開かないと、絵に描いた餅になるん

じゃないかと私は思うものですから、もっとい

ろんな関係する人たちを入れた中で会議をする

のが総合会議ではないんですか。これは庁内の

打ち合わせ会議と一緒じゃないですか、知事と

教育委員会のメンバーでするなら。それが総合

会議と言えるんですか。 
 具体的に、今、貧困の子どもたちが県内に何

人いるのか。 
【小坂学事振興課長】 総合教育会議そのものが、
「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」

に基づいて設置されているものでございまして、

これは大津市のいじめ事件があった時に、市長

部局と教育委員会の連携がよくなかったという

反省に立って法律上規定されたもので、首長と

教育委員会で構成する会議という位置づけにな

っております。 
 ただし、おっしゃったように、そこだけでは

なかなかうまくいかないこともあるので、関係

者を呼ぶということもできます。今回、知事部

局の中で関係部局長等は会議のメンバーではご

ざいませんけれども、一緒に会議に入って意見

を言えるような形で進めたということでござい

ます。あくまでも知事と教育委員会の意思疎通、

連携をきっちりやりましょうということなので、

それぞれの施策の具体的な解決法は、それぞれ

の部局でやるような形になろうかと思います。 
【渡辺委員】 この2つのテーマというのは、長
崎県にとって非常に重要な問題です。「県内就

職、県内定着の向上」、この7人が受けて、今、
学事振興課長が言うように、ある程度の方向性

を出した上で、それぞれの部局でするのかもし

れないけれども、そのシステムは機能している

わけですか。例えば県内就職の実態は教育委員

会のメンバーも知らないだろうし、知事だって

知らないと思います。そういう具体的な取組の

関係をどうしていくのかという指針を出すのが

この会議かもしれないけれども、それに基づい

て本当に具体的な実効ある会議体制がとれてい

るんですか。 
【小坂学事振興課長】 県内就職推進で申します
と、産学官連携のコンソーシアムというのを産

業労働部が立ち上げておりまして、その中では

民間の方、それから労働局や、関係する学校も

入って、いかに若者の県内定着を進めていくか

ということもやっておりますので、そういう各

部局が知事や教育委員会の考え方をもとに、そ

れぞれの部局で事業を進めているということで

あります。 
【渡辺委員】 いま一つ、産学官で確かにコンソ
ーシアムか何かできていますね。しかし、これ

は総合教育会議の7人でしているわけでしょう。
それの方針のもとに、それぞれの部局がこれに

向かってそういう会議をしているんですかと聞
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いているわけです。 
【宅島委員長】 暫時休憩いたします。 
 

― 午前１０時４３分 休憩 ― 

― 午前１０時４３分 再開 ― 
 

【宅島委員長】 委員会を再開いたします。 
【上田総務部長】 この総合教育会議は、先ほど
担当課長が申し上げましたように、これまで教

育行政は教育委員会の専権事項ということで進

んでまいりましたけれども、自治体の長の考え

方、あるいは意向、こういったものを教育行政

に反映させていく、それの一つの大きなつなが

りとして総合教育会議の設置の義務化が法律的

になされたものであります。 
 昨年の4月から法律が施行され、昨年度は教
育行政にかかる知事の考え方として「長崎県教

育大綱」を策定いたしました。これは行政側と

しての知事の思いを教育委員の皆さん方と議論

をし、共通の課題設定ができた段階で、それを

大綱として取りまとめて教育行政に反映させる。

あるいは、知事部局、行政の中でも教育行政と

タイアップしてやっていくものとしてこういう

ものがあるというのをそこで押さえたところで

ございます。 
 今年度はそれの実行版という形になりますの

で、特に県内定着の促進、これは知事部局とし

ましても、産業労働部、それから各部局総出で、

今、総合計画、総合戦略の目玉として走ってい

るところでございます。 
 先ほど担当課長が申しましたのは、その中の

仕組みの一つとして産学官コンソーシアムで議

論を重ねて、それを施策に活かしていく。例え

ば「Ｎなび」という学生の皆さん方に企業情報

を提供し、そして、求人活動のマッチングにつ

なげる、そういう仕組みもコンソーシアムの議

論から出てきて、施策として現在行っているも

のでございます。 
 そこで、そういう知事部局の行っているやり

方が、教育行政側の方で「大丈夫ですか」、「使

い勝手はいいですか、悪いですか」、あるいは

「もっと付加する機能があった方がいいです

か」、そういった深掘りの議論をしながら、そ

の結果を行政側の政策にも反映させます。また、

現在、特に「暮らしやすさ指標」というのを県

の方で策定をいたしております。東京・関東地

区、あるいは福岡地区、当然ながら求人状況、

勤務条件、給料面でいくといいです。これは月

額10万円以上多いです。ただし、東京での生活
費を差し引きますと、その差はほとんど変わり

ません。長崎の場合は都市部への仕送り費が入

っておりますので、これを差し引きますと逆転

をいたします。一定今の生活水準で頑張れば、

東京で暮らすよりは暮らしやすいですと。ある

いは福岡も逆転いたしております。 
 こういった、行政側が、いわゆる県内定着の

ための意識改革として使いたい材料、これを、

では教育行政の中でどういうふうに活かしてい

くか。例えばＰＴＡ活動、あるいはキャリア教

育、そういった場面で、どういった形が使い勝

手がよく、啓発ができますか、こういった具体

議論を今回は行いつつ、さらに県内定着を先に

進めたいということで行ったものでありまして、

その結果はそれぞれが持ち帰り、担当部局の方

で活かしていく、そういう趣旨で今回開催した

ところでございます。 
【渡辺委員】 この教育会議そのものは、やっぱ
り行政と教育の分野の関係をこの会議の中で詰

めていくということで理解していていいですね。 
 あと、重要な就職の関係とか、産業労働部と

か、この辺について、この会議でする意味がわ
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からないんですよ。会議では、ここが基本方針

を出すんですか。県内の就職とか、県内定着の

向上に向けたテーマを論議しているわけでしょ

う。ここが基本方針を出すわけですか。それに

基づいて産業労働部とか、産学官のコンソーシ

アムで、その具体化に向けて具体的な対策を打

っていくわけですか。その辺の総合会議の位置

づけというのはどういう位置づけになりますか。 
【上田総務部長】 総合会議の位置づけは、あく
までも知事部局、行政側、いわゆる知事の政策

に対する意向、これを教育場面でどう発展をさ

せることができるか、そこの意思疎通を図って

いくというのが趣旨でございます。 
 でありますので、先ほど県内定着について、

ここで決めるのかというお尋ねだと思うんです

けれども、県内定着の推進というのは県政の一

番大きな課題として総合戦略、総合計画に位置

づけて行っております。それを進める中で、い

わゆる知事部局、行政側が行っている政策、事

業、これが有効に活用できるのか、できないの

か、そういった課題をこの総合教育会議の中で

議論し、より円滑に進むようにもっていくとい

うのが趣旨でございます。 
【渡辺委員】 あくまでも教育分野関係の会議に
位置づけていると、そういうことですね。 
 あと、貧困の連鎖を断ち切るための教育支援

ということでありますけれども、この辺につい

ては、意見交換を行った中身について、どうい

うあれですか。今の貧困、先ほどちょっと質問

しましたが、今の貧困は県内に何人ぐらいいる

わけですか。これは分野が違うからわからない

ですか。 
【上田総務部長】 この総合教育会議でもその議
論がございました。いわゆる貧困というのを所

得幾らからみなしていくのか、これがはっきり

言ってまだありません。現在、国の方でそれの

研究が進められておりますので、その結果を受

けて、整理していくべきではないのかという議

論がございました。 
 今回は、経済的水準といいますよりも、教育

現場での教育的支援として、経済的支援ではな

くて、教育的支援としてどういう貧困の連鎖を

断ち切るための取組が有効ですかという議論を

させていただいたところでございます。 
 そういった意味では、経済的議論は今回は行

っていないというふうに考えていただいて結構

かと思います。 
【渡辺委員】 経済的な貧困の基準がないという
ことで、教育の貧困という意味ですか。 
 そしたら、教育の貧困というのはどういう意

味なんですか、教育における貧困というのは。 
【上田総務部長】 この教育総合会議でありまし
た議論は、子どもたちが、例えば親が仕事で夕

方や夜にいない中で、子どもの居場所をしっか

り確保して勉強ができるような体制を整えるべ

きではないですか。あるいは、放課後こども教

室などそういう意味での教室の活用をもっとし

ていくべきではないですか。そういういわゆる

貧困と、それに伴って学習に向けての子どもた

ちの学びに関する意識が下がってくる可能性が、

環境があるのではないかと。であれば、教育現

場としては、教育が受けられるような居場所を

確保、あるいは教えていく体制づくり、そうい

ったものの取組が必要ではないかというふうな

議論が行われたところでございます。 
【渡辺委員】 わかりました。これは法律に基づ
いて総合教育会議というのが昨年からつくられ

て、行政と教育委員会とのマッチングのための

会議だということなので、そういう面では今後

とも、より有効に会議が機能するように、現場
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の声も聞くような体制も、今後は、会議体では

現場で働く人たちの声を十分取り入れていかな

いと、実になる会議体にならないと思いますの

で、その辺はよろしくお願いします。 
 それから、今、県立大学の改修がされている

んでしょう。このスケジュールはどうなってい

ますか。 
【小坂学事振興課長】 全体スケジュールとして
は、今年度、地質調査、測量、それから基本設

計、実施設計まで同時に発注するということに

なれば、もうそこも含めてということになりま

すが、設計で3年弱、それから建設に6年という
予定で今動いておりまして、現時点では事業規

模、面積の精査中ということでございます。 
【渡辺委員】 よく聞き取れなかったけれども、
もう一回、現段階のスケジュールでいいですか

ら示してください。 
【小坂学事振興課長】 期間として申しますと、
設計等に関しまして3年弱、建設にかかる期間
として6年。6年と申しますのは、まず空いてい
るスペースに建て、そこに移転をして、次を壊

して、そこにまた建ててという形で、現在の敷

地の中でやっていくということにいたしており

ます。仮設という考え方もあるんですが、それ

だとどうしても経費がかさむので、建てて壊し

てを繰り返すやり方を考えております。 
【渡辺委員】 そうしたら、ここに「Ｎなび」の
活用となっていますね。この「Ｎなび」という

のは、就職の情報を、私はインターネットを余

り使わないのでわからないんですが、インター

ネットで「Ｎなび」というのを検索すれば、そ

こにいろんな就職の関係が出ているわけですか。

この「Ｎなび」の中身がよくわからないので。 
【上田総務部長】 まず、「Ｎなび」の前に、先
ほどの県立大学佐世保校の建替えの件ですけれ

ども、大きなスケジュールは担当課長が申し上

げたとおりでございます。今年度、基本設計ま

でもっていきたいと思っております。ただ、こ

れは大きな投資規模になってまいりますので、

機能の確保、それと効率性を加味しながら、現

在、事業規模、面積、事業費の精査を行ってい

るところでございます。これが整いましたら、

また委員の皆様方にも別途ご報告をさせていた

だければと思っているところでございます。 
 それと「Ｎなび」ですけれども、これは現在、

県内企業情報が1,300社程度入っているサイト
でございます。そのうち、求人が行われている

企業が100社ぐらい入られていると思います。 
 これはいわゆる大学生の方がこのＮナビに登

録をしますと、希望の職種、あるいは希望の地

区、そういった観点で企業の検索ができる。そ

して、その中で求人があっているところがあれ

ばマッチング、登録までできていく、そういう

機能をねらったものでございます。 
 今回の総合教育会議では、「Ｎなび」を使う

に当たって、先ほど現場のお話ということもご

ざいました。各大学なり、学校の就職指導なり、

学生の方たちが使い勝手としてどういう形がも

っと使いやすいのかとか、非常に入り込みにく

いという意見もございましたので、そういった

具体論を出しながら、教育現場として一番扱い

やすい方法はどういうふうに改修すればいいか

というのを議論させていただいたところでござ

います。 
【宅島委員長】 ほかにご意見、ご質問はござい
ませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
【宅島委員長】 質問がないようですので、議案
外所管事務一般の質問を終わらせていただきま

す。 
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 しばらく休憩いたします。 
 

― 午前１０時５８分 休憩 ― 

― 午前１０時５９分 再開 ― 
 

【宅島委員長】 委員会を再開いたします。 
 これをもちまして総務部関係の審査を終了い

たします。 
 次に、教育委員会関係の審査を行いますが、

準備のため、しばらく休憩いたします。 
 午後は、1時30分から再開いたします。 
 

― 午前１１時 ０分 休憩 ― 

― 午後 １時３０分 再開 ― 
 

【宅島委員長】 委員会を再開いたします。 
 これより、教育委員会関係の審査を行います。 
 教育委員会においては、今回、委員会付託議

案がないことから、教育長から所管事項につい

ての説明を受けた後、提出資料について説明を

受け、その後、陳情審査を行い、「政策等決定

過程の透明性等の確保などに関する資料」につ

いての質問、最後に議案外所管事務一般につい

ての質問を行うことといたします。 
 それでは、教育長より、所管事項説明をお願

いいたします。 
【池松教育長】 はじめに、教育委員会関係の議
案外の報告事項についてご説明いたします。 
 「文教厚生委員会関係議案説明資料」の「教

育委員会」の1ページをお開きください。 
 損害賠償の額の決定について。 
 本案件は、県教育委員会が、元公立中学校教

諭に対して平成28年7月15日付で退職手当支給
制限処分を行いましたが、当該退職手当の支給

については、職員の退職手当に関する条例に規

定する期限内に支払わなかった事案であったこ

とから、その遅延損害金を支払うため、7月19

日付で専決処分をしたものであります。 
 なお、詳細につきましては、この後、担当課

長からご説明申し上げます。 
 続きまして、議案外の主な所管事項について

ご説明いたします。 
 教科書発行者による補助教材の無償提供事案

についてです。 
 先の6月定例県議会文教厚生委員会で報告い
たしました教科書発行者による補助教材の無償

提供事案については、その後、文部科学省が高

等学校用の教科書を発行している全ての教科書

発行者に類似の事案がなかったのか調査を行っ

ております。その結果を受けまして、文部科学

省は各都道府県に事実確認の調査依頼を行いま

した。 
 本県におきましては、先に報告いたしました

事案以外で、別の高校1校が教科書採択後に採
択した発行者から補助教材の無償提供を受けて

いたという事実が確認されました。この学校は、

教科書採択の翌年に、業者から「古い在庫があ

るので整理のために活用して欲しい」と補助教

材が送られてきたため、学校は生徒に配布し、

授業で使用しております。補助教材の受領は教

科書採択後であったため、採択への影響は認め

られないものの、補助教材を受領し使用したこ

とは、学校の認識の甘さがあったと考えており

ます。なお、当該校の管理職員及び関係職員に

対しては、今後、このようなことがないよう厳

重に指導したところです。 
 教科書採択の公平性・透明性の確保について

は、日頃から説明会や文書等で指導しておりま

すが、採択事務のみならず、業者から補助教材

等の物品を受領することも問題があることを、

改めて全ての県立学校長に指導いたしました。 
 今後も引き続き厳正な教科書採択に努めてま
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いります。 
 2ページをご覧ください。 
 新県立図書館の整備についてであります。 
 大村市に整備する県立・大村市立一体型図書

館（仮称）につきましては、昨年7月から行っ
ておりました設計業務が先般完了し、現在、土

木部建築課において、来年度からの建設工事着

手に向けて、発注手続きの諸準備を進めている

ところです。 
 今後とも、県・市一体となって、平成30年度
の完成を目指して取り組んでまいります。 
 なお、設計の詳細につきましては、この後、

担当室長がご説明申し上げます。 
 次に、「文教厚生委員会関係議案説明資料（追

加1）」の「教育委員会」1ページをお開きくだ
さい。 
 教科書発行者による物品提供事案についてで

あります。 
 去る8月23日、文部科学省より、県内市町教
育委員会教育長1名が、教科書発行者からお歳
暮を受け取っていたとの情報提供を受け、この

ことに関する調査を行いました。 
 物品授受の事実はあったものの、関係する採

択協議会、教育委員会議事録及び本人に対する

聞き取り調査からは、特定の教科書の採択を促

す疑義は一切認められませんでした。 
 今後とも、教科書採択について一切の疑念を

生じさせることがないよう、厳正な処理の指

導・啓発に努めてまいります。 
 次に、「文教厚生委員会関係議案説明資料（追

加2）」の「教育委員会」1ページをお開きくだ
さい。 
 長崎県立高等学校教育改革第8次実施計画に
ついてであります。 
 平成21年3月に策定した「第二期長崎県立高

等学校改革基本方針」に基づき、平成29年度か
ら31年度に実施する施策をまとめた「長崎県立
高等学校教育改革第8次実施計画」を策定いた
しました。 
 主な内容として、1点目は、小規模化が進む
しまの高校において実施しているアイランドチ

ャレンジ事業の先行モデルとして、五島南高校

と奈留高校に離島留学制度を平成30年度から
拡充しようとするものです。五島南高校におい

ては、全日制普通科単位制高校に改編して、不

登校生徒を受け入れ、しまの豊かな自然と温か

い地域住民の方々とのふれあいを通じて、生き

る力の更なる伸長を目指した「夢トライコース

（仮称）」（定員20名程度）を設置します。 
 また、奈留高校では、小中学校段階から「し

ま留学」してきた児童生徒を小中高一貫教育の

強みを生かして教育することや、これまでの英

語に重点を置いた教育を軸に、主として大学へ

の進学を目指している生徒を定員の枠内で受け

入れていきたいと考えております。 
 2点目は、時代が求める人材の育成に向けた
学科改編として、口加高校において、グローバ

ルな視点から地域の課題について考察できる人

材の育成を目指して「グローカルコース」を平

成29年度に設置するとともに、老年人口の割合
が高く、介護、福祉人材の育成が求められてい

ることから、口加高校に福祉科（仮称）を平成

31年度に設置しようとするものであります。 
 3点目は、発達障害などの多様な教育的支援
を要する生徒や、学習ニーズを有する生徒に対

し、柔軟な対応ができるよう、午後からの学習

にも対応できる「エンカレッジコース（仮称）」

を平成30年度から佐世保中央高等学校定時制
夜間部へ設置いたします。「エンカレッジ」と

は、「励ます」や「勇気付ける」という意味で、
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多様な学習環境等を要する生徒に対して、個に

応じたきめ細かな教育を実践してまいります。 
 そのほか、総合教育会議について、ＩＣＴを

活用した教育の推進について、外国語教育の充

実について、高校生の活躍について、長崎県社

会教育委員会からの答申について、「しま」に

おける体験活動について、文化財の指定につい

て、子どもたちの文化活動について、スポーツ

における活躍についての内容と所管事項の詳細

については、「文教厚生委員会関係議案説明資

料」に記載させていただいております。 
 以上をもちまして、教育委員会関係の説明を

終わります。 
 よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。 
【宅島委員長】 ありがとうございました。 
 次に、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、説明をお願いいた

します。 
【田渕総務課長】 「政策等決定過程の透明性等
の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に関

する決議」に基づき本委員会に提出いたしまし

た教育庁関係の資料についてご説明いたします。 
 対象期間は本年5月から8月までであります。 
 まず、1ページから4ページであります。これ
は県が箇所づけを行って実施いたします市町等

に対し内示を行った補助金についての実績であ

りまして、直接補助金が県立高等学校の寄宿舎

に対する助成など、計41件となってございます。 
 次に、5ページでございます。これは1,000万
円以上の契約案件についての実績でありまして、

計4件となっております。そのうち、競争入札
に付したものの結果については、6ページから8
ページに記載のとおりであります。 
 次に、9ページから30ページであります。こ

れは知事及び部局長等に対する陳情・要望のう

ち、県議会議長あてにも同様の要望が行われた

ものでありまして、内容は佐世保市の県に対す

る要望など計16件でございます。 
 次に、31ページから35ページでありますが、
これは附属機関等会議結果を記載しておりまし

て、長崎県教科用図書選定審議会など、計4件
の会議結果を掲載してございます。 
 以上で説明を終わります。 
【宅島委員長】 ありがとうございました。 
 次に、教職員課長より補足説明をお願いいた

します。 
【栗原教職員課長】 教育長からご説明いたしま
した損害賠償の額の決定について補足して説明

をいたします。お配りしております横長資料1
ページをご覧ください。 
 平成28年4月28日、長崎県教育委員会が、平
成24年2月20日付で公立中学校教諭に対して行
いました「退職手当支給制限処分（全額不支給）」

の取り消しを命ずる判決が確定いたしました。 
 これを受けて、県教育委員会は、判決結果を

踏まえ、他県や民間の類似事案、事例等の調査・

検討を行った上で、元教諭に対して、平成28年
7月15日付で退職手当支給制限処分（一部支給）
を行いました。 
 処分の内容としましては、元教諭の退職手当

の7割を制限し、3割を支給することといたしま
した。 
 退職手当の支払いについては、職員の退職手

当に関する条例第2条の3において、職員が退職
した日から起算して1カ月以内に支払わなけれ
ばならないと定められております。 
 そのため、元教諭が懲戒免職処分を受け退職

した平成24年2月20日の1月後となる平成24年
3月20日から、今回の退職手当支給制限処分一
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部支給の通知書を元教諭が受理した平成28年7
月17日までの期間について、年5％の遅延損害
金を支払う必要が生じたことから、7月19日付
で専決処分をさせていただいたものでございま

す。 
 以上で補足説明を終わります。 
【宅島委員長】 ありがとうございました。 
 次に、新県立図書館整備室長より、補足説明

をお願いいたします。 
【山本新県立図書館整備室長】 一体型図書館の
実施設計について補足説明をさせていただきま

す。 
 お手元には、本日公表いたします「長崎県立・

大村市立一体型図書館及び大村市歴史資料館」

（仮称）建設工事実施設計の概要と、本委員会

での説明に用います補足説明資料をお配りして

おります。なお、具体的な設計内容につきまし

ては、本年3月に建物の外観や構造、構成につ
いてご説明した中間報告の内容と同様でござい

ます。今回は、その後、整理ができた各フロア

の仕様や諸室の詳細等のうち、主なものについ

てご説明をいたします。 
 補足説明資料の1ページをお開きください。
右肩のところに補足説明資料と書いてあるＡ3
判の横長の資料でございます。ページ番号はペ

ージの下中央に付しております。 
 こちらのパース図は、ＪＲ大村駅側上空から

見た敷地全体のイメージでございます。下の方

が北になります。赤い矢印が建物入口で、北側

と南側の2カ所ございます。 
 2ページをご覧ください。来館者用の駐車場
は、北側と南側合わせて206台の駐車が可能で
す。駐輪場は、自転車など100台の駐輪が可能
となっております。 
 3ページをご覧ください。北側駐車場から見

た建物のイメージでございます。玄関手前には、

4台分の屋根をかけた身障者用駐車場がござい
ます。雨の日も濡れずに移動できるよう、玄関

まで屋根をかけております。 
 4ページをご覧ください。南西側から見た建
物イメージでございます。南側玄関近くにカフ

ェを配置し、カフェ専用の入り口も設けており

ます。 
 5ページをご覧ください。左手にございます
こどもしつは、約4万冊の本を配架し、約100席
の閲覧席のほか、座って本が読めるくつぬぎス

ペースや、読み聞かせなどを行うおはなしのへ

や、おむつ替えができる授乳室を設けておりま

す。 
 中央部には、200人収容できる多目的ホール
や多機能トイレを配置しております。特に、多

機能トイレにつきましては、1階から3階までの
各階中央部に配置し、車いすの方を介助できる

だけの広いスペースに大人用のベンチシートや

オストメイト、ベビーチェアなどの設備を設け

ております。 
 6ページをご覧ください。2階は、合計150席
ほどの学習スペースや、76人規模の研修室、ボ
ランティア室などを配置しております。また、

水色の部分の書庫は閉架書庫でございまして、

この階のほか、4階、5階に配置し、合計177万
冊の収蔵が可能でございます。 
 7ページをご覧ください。3階は一般資料・開
架資料閲覧スペースでございます。約21万冊を
開架し、閲覧席を240席、対面朗読室を2部屋設
けております。 
 2ページ飛ばしまして10ページをご覧くださ
い。メインエントランスの北側玄関から建物内

部を見たパース図です。ガラス壁を内部、外部

に多用することで、見通しのきく大規模空間と
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なっております。 
 エントランスから続く100メートルの通路の
途中には、随所にベンチやいすを設け、休憩・

談話ができるようにしております。 
 また、1階にこどもしつ、2階に学習スペース、
3階、4階に一般資料開架・資料閲覧スペースを
段上に連続的に配置することで図書館機能に一

体感を持たせております。 
 なお、上の方、大屋根の天井には、吸音効果

も持たせた木製ルーバーを使用しております。 
 11ページをご覧ください。1階こどもしつの
様子です。約700平米の面積に約4万冊を開架し、
書架の枠や床には木材を使用しております。 
 12ページをご覧ください。こちらは3階の一
般資料開架・資料閲覧スペースの状況でござい

ます。左手に入口があり、入ってすぐのところ

に貸し出しやレファレンスのカウンターを設け

ております。点字ブロックもエントランスから

カウンター前まで引き込んでおります。こちら

のスペースは、新聞や雑誌の閲覧のほか、パソ

コンによる蔵書検索などができるコーナーでご

ざいます。 
 13ページをご覧ください。同じく3階の状況
でございます。この階と上の4階を合わせた一
般資料開架・資料閲覧スペースは約2,600平米の
広さで、約21万冊を開架し、360席の閲覧席と
なります。これは、今の県立図書館と比較をい

たしますと、面積で約6倍、本の冊数で約2.3倍、
座席数で約3.5倍の規模となります。 
 そのほか、資料の中には示しておりませんが、

省エネルギー対策につきましては、断熱効果の

高い部材の使用や高効率の機器や制御システム

などの採用により、建物全体にわたって対処し

ております。特に、大規模空間がある本施設に

あっては、照明は全館ＬＥＤ照明にするととも

に、空間全体をくまなく照らす方法ではなく、

本を配架している書架面や閲覧席の手元など、

要所要所を特に明るくする方式を採用しており

ます。 
 加えて、空調につきましても、大規模空間は

空間全体を丸ごと空調する方式ではなく、床か

ら吹き出して居住域だけを空調する方式を採用

するなど、エネルギー効率の高い施設としてお

ります。 
 最後に、スケジュールでございます。今後、

県の土木部において入札・発注の手続きを進め、

建設工事は平成29年度当初から平成30年度ま
での約22カ月で行い、平成30年度末頃の開館を
目指しているところでございます。 
 以上が一体型図書館の実施設計概要でござい

ます。 
【宅島委員長】 ありがとうございました。 
 以上で説明が終わりましたので、次に、陳情

審査を行います。 
 お手元に配付いたしております陳情書一覧表

のとおり陳情書の送付を受けておりますので、

ご覧願います。陳情審査対象の番号は、17番、
18番、20番、21番、22番、24番、32番でござ
います。 
 陳情書につきまして、何かご質問はございま

せんか。 
【堀江委員】 陳情書の中の一つは、32番、長
崎市からの要望の中の6ページ、栄養教諭及び
学校栄養職員の配置・拡充について、同じくこ

の要望は、20番の島原市から出ている21ページ、
栄養教諭・学校栄養職員の配置についてという

ことでの要望が出されています。恐らく長崎市、

島原市にとどまらず、これは県内の自治体の栄

養教諭・学校栄養職員の配置の要望は同じだと

いうふうに思っておりますので、この点に関わ
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って質問したいと思います。 
 この20番の21ページ、島原市の栄養教諭・学
校栄養職員の配置についての中で、平成27年度
から、親子方式の調理場に栄養教諭または学校

栄養職員が配置できない状況があるというふう

になっていますが、これは平成26年度までは配
置していたということなのか。まず、配置基準

を簡潔にお示しいただきたいと思います。 
【宅島委員長】 暫時休憩いたします。 
 

― 午後 １時５３分 休憩 ― 

― 午後 １時５３分 再開 ― 
 

【宅島委員長】 委員会を再開いたします。 
【川里義務教育課人事管理監】 学校栄養職員等
の配置基準についてご説明いたします。 
 学校給食の単独実施校で児童生徒数が549人
以下の学校の総数の4分の1。それから、学校給
食の単独実施校で児童生徒数が550人以上の場
合、その学校に1人。それから、共同調理場の
場合になりますが、児童生徒数1,500人以下の共
同調理場につき1人。児童生徒数1,501人から
6,000人までの共同調理場については2人。
6,000人以上の共同調理場については3人とい
う配置基準となっております。 
【堀江委員】 先ほど示された政策等決定過程の
透明性等の決議の中の陳情・要望に対する対応

状況、この23ページに、栄養教諭・学校栄養職
員の配置について、島原市の要望に応えた内容

が示されています。そのことだというふうに理

解をいたしました。つまり、児童生徒数が550
人以上の学校は1校に1名が配置されるけれど
も、549人以下の学校は4校に1名の配置という
理解でいいんですね。 
 そうすると、私が質問した平成27年度から親
子方式の調理場ということで、これは島原市の

場合、平成26年までは配置されていたという理
解でいいですか。 
【川里義務教育課人事管理監】 恐らく基準に基
づいて配置しておりますのでそのようなことで

あったというふうに考えております。 
【堀江委員】 そこで、これは切実な要望だと思
っておりまして、これは県レベルではなくて、

市レベルですけれども、こういうところがあり

ますね。当市では、単独で給食を実施している

学校のうち、児童生徒数が549人以下の学校が
約9割であるため、市内88校に対し、県費の栄
養教員等の配置は30名になると。その中で、食
物アレルギーを持つ児童生徒が平成22年の時
には2.9％だったのに対し、平成27年度には
5.7％と5年間で倍増しているという実態を受け
て、市費で栄養士の配置を2校に1校行っている
という学校もあるんですね。そうなった時に、

もうストレートに県単独予算の配置は困難です

というふうに回答を島原市に対してされていま

すけれども、長崎県としての独自の配置の検討

というのはされた上での要望書に対する結論な

んでしょうか、見解をお示しください。 
【川里義務教育課人事管理監】 先ほど申し上げ
ましたとおり、配置につきましては国の基準を

もとにしているわけですが、その中で加配数と

いうのもございます。その加配を活用しながら、

市町教育委員会と相談をし、最善の策を図って

いるところでございます。今後、全国都道府県

教育長協議会等を通じて、国にさらなる加配の

要望をしてまいりたいと考えております。 
【堀江委員】 最後に確認しますが、学校給食室
の配置によって決まっているんだけれども、現

実としては、もう食物アレルギーやいろんなこ

とを含めて、さまざまな事情で教員の配置が必

要になってくるので、そこは同じように認識し
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ていると理解をしていいですか。 
【川里義務教育課人事管理監】 アレルギー等の
増に対応するということは非常に大切なことで

あると思います。体育保健課の方でアレルギー

対策のためのコンピューターのシステムをつく

っていると聞いておりますので、そのようなこ

とも含めて対応していきたいと考えております。 
【堀江委員】 国に要望するのと同時に、これは
長崎市からも要望が強く出されておりますので、

県独自の予算配分ということも含めて、加配と

いうことになるんでしょうけれども、ぜひご検

討いただきたいということをこの機会に私から

も強く要望しておきたいと思います。 
【宅島委員長】 ほかにご質問はございませんか。 
【松島委員】 南島原市から陳情が2点ほど上が
ってきている件です。 
 まず、1点目が、「長崎の教会群とキリスト
教関連遺産」から除外となった構成資産への支

援について陳情が上がってきております。ただ、

この内容は、こちら以外の管轄が大きい部分を

占めていますので、ここで私がお伝えしたいの

は、しっかり保存という役割を、皆さんは皆さ

んの役割をこれまでもしていただいていますが、

これからも南島原市と連携して保存の役割をし

っかりと担っていただきたいと思っています。 
 2点目、学校統合に伴う廃校施設の解体並び
に学校施設環境改善交付金について陳情が上が

っていまして、これは、要は解体の補助を何と

かならないかという点と、学校施設環境改善交

付金の財源確保をしっかりしてくれという南島

原市からの陳情でありますが、学校統廃合に伴

う廃校施設への解体補助というのは、これまで

同じような内容で他の市町から要望は出ている

か、それを皮切りにしたいと思います。 
【野口教育環境整備課長】 廃校に伴う解体につ

いて県からの補助をという要望というのは、こ

れまで出てきていることは把握しておりません。 
【松島委員】 そこで、この「政策等決定過程の
透明性等の確保及び県議会・議員との協議等の

拡充に関する決議」に基づく提出資料に県とし

ての対応が書いてありまして、そこには結局、

設置者の責任において適切に管理、処分をして

いただきたいと、そういうふうに記載されてい

ます。 
 また、その中に、平成27年度から学校施設環
境改善交付金の補助メニューの一つに学校統合

に伴う既存施設の改修が創設されたと。このこ

とが意味するところは、今後活用するであろう

廃校の解体費用にはお金が出るけれども、今後、

もう解体するだけのものには補助金は出ないと

いうことですか。 
【野口教育環境整備課長】 委員おっしゃるとお
りでありまして、平成27年度にこの制度ができ
ておりますが、平成27年度以降、統合に伴って
既存施設を改修する場合に、その改修する面積

と同等の面積については解体費用についても補

助の対象としますということであります。 
 したがいまして、統廃合に伴って、そういっ

た改修がない場合については、解体についても

対象とはならないということでございます。 
【松島委員】 県内の市や町で、これから、現在
もですが、こういう解体費用がかさんでくると

いうことは認識されていますか。 
【野口教育環境整備課長】 県内で統廃合に伴っ
ての校舎の利用について、さまざまな活用もさ

れておりますが、現在把握しているところでは、

既に解体したものが二十幾つございます。未利

用のところも、まだ活用の当てがないものも33
校ほどあるように認識しております。したがい

まして、こういったものが全て解体になってい
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くとなりますと、それぞれの設置者においては

その費用というものはかかってくるという認識

はございます。 
【松島委員】 そこで、少しいじわるな言い方を
しますけれども、県が言う言葉を使ったら、設

置者の責任というだけで、この解体がスムーズ

に進むと思われますか。 
【野口教育環境整備課長】 必要があっての統廃
合と思いますが、その統廃合されるに当たって

は、そういった解体費用などのことも含めての

検討となるかとも思っておりますので、その辺

のところについては設置者においてお願いした

いという認識でございます。 
【松島委員】 今、教育環境整備課長が言われた、
そこまで見越しているかと言ったら、なかなか

苦しい現実がありますので、もう少し視野を広

げて、単独の、これは南島原市に限らないと思

いますのでここで発言しているんですけれども、

県全体でこれを考えていくべき、「設置者の責

任」と言って終わりではなくて、考えていくべ

きことだと思います。どうぞその点もしっかり

と対応していただきたいと思います。 
 後段の方には、学校施設環境改善交付金の財

源確保ということも上げて、この中身は財源を

ちゃんと確保してくれということなので補助単

価の引き上げですね。これも、これまでよく見

てきたなという感じがします。国に対する施策

要望で、長崎県はこういうことをずっとやって

きていると私は認識しております。依然ここが

不十分だから、何年も国に対して要望している

んだと思います。理想は、このことを次の要望

に載せないことが理想。今、要望と言っている

のは国に対する県からの要望ですね。ですので、

国への働きかけをしっかりと強めてほしいと思

います。結果を出すというか、成果を出すとい

うか、なかなか苦しいことは重々わかった上で

このことを言っていますので、働きかけを強め

ていただきたいと思います。 
【野口教育環境整備課長】 先ほど補助単価のこ
とも委員のご意見の中にございましたけれども、

全国各地からのいろんな要望もあってのことと

思いますが、この補助単価、建築単価の増額に

つきましては、平成26年度から平成28年度まで、
それぞれ、少ない時で2,300円でございますが、
多い時には1万3,200円ほどの補助単価のアッ
プというものもこれまでなされてきております。

そういったこともございますので、今後もいろ

んな機会を通じて国には要望はしてまいりたい

と考えております。 
【松島委員】 引き続きよろしくお願いします。
以上です。 
【宅島委員長】 ほかに陳情に関しまして何かご
質問はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
【宅島委員長】 ほかに質問がないようですので、
陳情につきましては承っておくことといたしま

す。 
 次に、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」につきましてご質問はござい

ませんか。 
 暫時休憩いたします。 
 

― 午後 ２時 ８分 休憩 ― 

― 午後 ２時２２分 再開 ― 
 

【宅島委員長】 委員会を再開いたします。 
 ほかに「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、ご質問はございま

せんか。 
〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【宅島委員長】 ほかに質問がないようですので、
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次に、議案外所管事務一般について、質問はご

ざいませんか。 
 暫時休憩いたします。 
 

― 午後 ２時２３分 休憩 ― 

― 午後 ２時３５分 再開 ― 
 

【宅島委員長】 委員会を再開いたします。 
 引き続き、議案外所管事務一般について、質

問はございませんか。 
【堀江委員】 長崎県立高等学校教育改革第8次
実施計画について質問したいと思います。 
 計画の概略については教育長から説明があり

ました。離島留学制度を拡充する2つの高校に
ついて質問します。 
 実施計画が発表された後、私は五島市を訪ね

まして、実施計画についての住民の皆さんの声

を聞かせていただきました。そこで寄せられた

声をもとに質問したいと思います。 
 五島市の奈留島にあります県立奈留高校です

が、奈留高校として独立して51年目を数えます。
全校生徒が33名、来春15名が卒業します。新年
度何名の生徒が入学するかによりますが、30名
以下の生徒数は高校としての内容を維持できな

い、島外の生徒を受け入れないと奈留高校が存

続できない、高校の存続は島の浮き沈みを左右

すると、強い危機感が住民の皆さんにはありま

した。 
 これまでの島内での意見交換会は数回行われ

て、島外の子どもたちを受け入れることは大方

了承されたと住民の皆さんは言っているんです

けれども、県教育委員会としても、まずそのよ

うな認識を持っているのか。つまり、島外の子

どもたちを受け入れないと島の高校としては生

き残れないということを住民は思っているとい

うふうに県教育委員会も認識しているのか、こ

の点から伺いたいと思います。 
【草野県立学校改革推進室長】 島外の生徒を受
け入れないと今の高校が維持できないのかとい

うお尋ねですけれども、今の第二期の基本方針

におきましては、本県の地理的な状況を踏まえ、

小規模であっても、できるだけ維持する方向で

進めてまいりたいと考えておりまして、特に、

一島一高校の奈留、宇久・小値賀におきまして

は、1学年1学級の規模でもできるだけ維持して
いくという方向で考えております。そういった

点におきましては、生徒数が少なくなったので

高校の水準が維持できないというのではなく、

県教育委員会といたしましても、小中高一貫教

育というような取り組みを入れまして、教育水

準の維持向上を図ろうということで考えており

ます。 
【堀江委員】 その上に立って、島外の子どもた
ちを受け入れるという認識には立っているとい

うふうに理解していいんですね。 
【草野県立学校改革推進室長】 実際、今、小学
校1年生からの子どもさん方の数を見ますと、
一桁になってくる学年もございます。そういっ

た意味からも、島内の住民の皆さん方からは、

少しでも生徒に入っていただいて、地元の学校

が活性化するように、島外からの生徒も受け入

れたいというお話でございました。 
 そういったことも踏まえまして、五島市の方

では、奈留の方にも「しま留学」で小中学生も

受け入れていきたいというお話もあり、高校の

方でもそういった形で離島留学生を受け入れた

いと考えております。 
【堀江委員】 島外の子どもたちを受け入れる、
奈留高校だけでなく、奈留小中の校長先生とお

話をさせていただきましたが、小中の校長先生

は島外の子どもたちを受け入れるということに
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ついて、そういう方針を出されたということに

ついては非常にありがたいというお話がありま

した。 
 そこで問題は、受け入れ態勢だと思うんです

ね。離島留学制度を拡充するということですが、

私が聞き取りしたわずかな範囲でも、非常に温

度差があるように感じました。 
 どんなふうな温度差かというと、結局民泊で

もないんでしょう。いわゆる旅館でもないわけ

で、子どもたちを3年間、里親的に預かるとい
うところは、実際これから探すというふうにお

聞きしました。そうなった時に、里親的に預か

るという部分の受け入れ態勢をどのように考え

ているのか。長崎弁で言うと、「本当におると

やろうか」という不安な声もたくさん聞かれた

んですね。そういう意味で、民泊でもなく、旅

館でもなく、里親的に受け入れると、そこら辺

の受け入れ態勢をどのように考えているのか、

お聞かせください。 
【草野県立学校改革推進室長】 島外や県外の生
徒を受け入れるためには、やはり地元自治体や

地域の皆様の協力が不可欠だとは考えておりま

す。 
 生徒を受け入れる方法といたしましては、寮

や寄宿舎による受け入れのほか、保護者が帯同

して転居してこられる場合もありますので、空

き家の確保、そのほかに対馬高校、壱岐高校の

離島留学で実施しております下宿などの里親に

よる受け入れ、この3つの方法が考えられます。 
 寮や寄宿舎による受け入れについては、一定

数の確保ができなければ、やはり光熱水費や食

糧費等で寮の維持管理のために個人負担も大き

くなりますので、当面は里親による受け入れで

進めてまいりたいと考えております。 
 現在、奈留の小中に関しましては、しま留学

は来年29年度から、高校の離島留学については
平成30年度からを予定しておりまして、あと2
年ほどそういった確保の期間がございますので、

これから周知を始め、今のところ、まだ計画を

発表した段階ですので、まずは奈留高校の保護

者に対しましては学校だより等で計画の概要を

掲載するほか、公民館だよりや五島市の広報誌

への折り込み、そのほか町内各世帯への周知を

そういった広報誌でやるとともに、校長先生が

各団体、例えば奈留支所とか、まちづくり協議

会、商工会や漁協といった地元の関係団体にも

直接説明をされるほか、我々も説明会をしに行

きたいと考えております。そういった形で併せ

て里親の募集についても説明会をして進めてま

いりたいと考えております。 
【堀江委員】 選択肢の一つとして寮もあるけれ
ども、例えば奈留高校については里親を第一に

考えたいという答弁だと理解いたしました。 
 私が聞いた範囲では、寮にならないのかとい

う声が多く聞かれたんですね。例えば奈留は置

いておいても、五島南高校は岐宿にあるんです

けれども、岐宿にも行きました。岐宿で出たの

が、ちょっと遠いんだけれども、三井楽のユー

スホステルを活用できないか、それから五島海

陽高校の寮を活用できないかという声もありま

した。 
 今回、先ほど説明した補助金内示一覧表で、

いろいろな寄宿舎に、五島、諫早、国見という

ことで寄宿舎にこれだけ補助金を出しましたよ

という報告がありましたけれども、そうした寮

での検討ということでは、奈留高校を事例に挙

げたら、今のところ一定の人数が揃わないと難

しいということなので、当面はないのかどうか、

もう少し詳しく教えてください。 
【草野県立学校改革推進室長】 今のところ、五
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島南も奈留の方も寄宿舎の設置はございません。

建築費にそういった経費もかかりますけれども、

やはりそこを運営する中では一定の数が揃わな

いと、その寮費で運営を賄うということからす

ると、数が少ないと光熱水費や、先ほど言いま

したように食糧費等が多額になる可能性があり

ますので、一定数を確保するまでは、里親の形

で進めさせていただければと思っております。 
【堀江委員】 少なくとも、教育委員会のその見
解というのは地元に届いてないですね。それは

これから届けるんだと思いますけれども、発表

した段階なので、これから十分な説明をして、

まずは里親でやりたいということになっていく

と思うし、また、実際に里親的な役割をしてく

ださるところをこれから探して、実際にあの人

を、Ａさん、Ｂさん、Ｃさんと挙げていかない

といけないと思うので、これからだと思うんで

すが、現状としては、発表された段階では寮が

いいんじゃないのというのが地元の声としては

あったということをお伝えしておきたいと思い

ます。 
 そこで、遠距離通学補助、正式な名前はもっ

と違うと思うんですが、自分の地域に高校がな

くて遠くまで通うという時に、この遠距離通学

補助があると理解をしているんですが、例えば

五島南高校の場合、福江島の中で自分の近くに

は高校があるんだけれども、五島南高校に通う

となった時に通学補助が適用できるようになら

ないと、なかなか岐宿まで遠いんじゃないかと、

同じ島であっても遠いんじゃないかという意見

が出されました。 
 つまり、島外だけではなく、島内からも行く

には、やはり交通費というのが大変な問題にな

ってくるので、奈留島の場合は小さなところだ

からいいですけれども、福江島の中での高校を

選ぶという時に、特徴ある「夢トライコース」

を掲げ、そこに子どもたちが通いたいと言った

時に、この遠距離通学制度という補助制度の中

身そのもの、今は自分の地域に高校がないと使

えない制度なんだけれども、例えば島内でも遠

くから通えるという制度に切り替えるというか、

そういう制度の変更がないと、新たに五島南高

校にまたコースをつくってとなった時も、なか

なか生徒が来ないのではないかという不安があ

るという声もあったんですが、その点について

の見解を求めます。 
【野口教育環境整備課長】 遠距離通学の補助の
制度といいますのは、一定の距離、一定の額以

上の負担に対して補助をするという制度でござ

います。そういった中での現在の制度でござい

ますので、離島につきましては片道8キロ以上
で、その8キロ相当分のバスの定期券額を除い
た金額の4分の1の額が1,500円以上のものに対
して補助をしております。それに該当する場合

については補助の対象になろうかと思いますが、

離島においてはバス会社への運営費の補助等が

出ておりまして、実際のところ保護者がそこま

での負担自体をされておりませんので、今のと

ころ補助の対象になっていないというところで

ございます。 
【堀江委員】 今、ちょっと具体例を示すことは
できないんですけれども、住民の皆さんの声と

してそういう不安な声があると。要は、遠くの

子どもたちを受け入れたいという気持ちはある

んだけれども、実際にそういう問題が起きた時

にどうなるのかということでもあるんだと理解

いたします。 
 そういう意味では、島の高校を存続させるた

めにどうするかということで、やはり住民の皆

さんも強い危機感があります。だから、島外の
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子どもたちを受け入れるということについても、

その方向でやろうじゃないかという気持ちは私

も理解をいたしました。 
 ですが、そうなった時に、実際さまざまな、

壱岐や対馬の経験ももちろん活かした上で、ど

うやって今回提案された計画が具体的に住民の

皆さんと一緒に推進できるかということでは、

きめ細やかな対応が求められていると私は思う

ので、そういう立場に立って対応を求めていた

だきたいと思うんですが、これは教育次長の答

弁を求めたいと思います。 
【渡川教育次長】 堀江委員ご指摘のとおり、こ
の離島留学制度を推進するに当たっては、やは

り寄宿舎の確保というのは一番今から私たちが

進めていかなければならないものの一つと思っ

ております。 
 今まで地元の方々とこの計画を進める中で、

協議会の中で、地元の方々もこれについてはぜ

ひ進めたいということでお互い共通理解を図っ

てまいりました。 
 先日公表したばかりでございますので、まだ

住民の皆様には十分に浸透してない点もあろう

かと思いますので、今後、また地元としっかり

話を進めて、寄宿舎の確保に努めてまいりたい

と考えております。 
【堀江委員】 最後にしますが、岐宿に行った時
も、「どなたが来たんですか」と言ったら、室

長の名刺を出されて、「この人が来て説明をし

ていただきました」というふうに住民の方、誰

からどういう説明を受けたかというのはもちろ

ん十分理解いたしておりましたけれども、では

多くの人がその説明を十分に聞けたかというと、

まだまだこれから認識をしていくんだなという

ふうに思いました。そういう意味では、不安が

大きいというのが私の率直な感想でしたので、

ぜひ十分住民の声を聞いていただいて、私も高

校の存続を強く望んでおりますので、対処して

いただきたいということを強く要望して質問を

終わりたいと思います。 
【松島委員】 私は、耐震化関連で質問したいと
思います。 
 私は子どもの頃、体育館の天井につり下がっ

ている照明がいつか落ちそうで、子ども心に怖

かったのを今でもはっきり覚えています。 
 なぜこういうことを話すかといったら、耐震

化について、公立の高校が100％終わりました。
公立の小中学校が90％進みました。私立は
70.6％で、これからさらに耐震化を進めましょ
うということで国に施策要望をした。その一連

の流れは賛同するべきものであり、100％に向
けてしっかりとまず頑張っていかなきゃいけな

いと思っています。 
 この耐震化を調べていくうちに、私の知識が

なくて大変恐縮なんですけれども、そもそも私

が冒頭に上げた照明だったり、つり天井だった

り、窓だったり、外壁だったりというのは、こ

の耐震化に入っていない。入っていないという

のは、もともと箱もの的なものの耐震化であっ

て、部分、部分という言葉はちょっとおかしい

ですけれども、設備に関する耐震化はなかなか

まだ進んでいないという現状を知りまして、今

日取り上げたいと思います。 
 調べるうちに、いわゆるこれまで耐震化とい

う言葉で議論されてきたのは構造体であると。

体育館や校舎、それを構造体と表現されている

ようです。一方で、設備関連のものを非構造部

材と皆さんが表現されているようなので、以後、

この「非構造部材」という言葉で話したいと思

います。 
 改めて、この非構造部材というものを県議会
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の議事録に入れて調べたら、さすが堀江委員に

引っかかりまして、堀江委員が3年前に非構造
部材について発言されていました。この時、一

応非構造部材の定義を、当時の金子課長が「天

井材、照明器具、窓ガラス、外壁、内壁、設備、

家具については全て非構造部材ということにな

っている」という発言をされています。これら

が耐震化されてないというのは、いよいよ恐ろ

しいなという思いでいます。今、長崎県の非構

造部材の耐震化の対策の実施率というのがわか

れば教えていただきたい、そして、全国的に見

たらどんな位置にあるのか、お聞きします。 
【野口教育環境整備課長】 お尋ねの非構造部材
についての整備の状況ということですが、小中

学校における整備といたしましては、学校数で

申し上げますと、全体512校ある中で、耐震の
対策を実施しておりますのが173校であります。
33.8％という状況でございます。 
【松島委員】 答弁漏れがありますね。続けてく
ださい。 
【野口教育環境整備課長】 全国につきましては、
この耐震対策の実施率は71.1％という状況でご
ざいます。これは平成27年度末ということであ
ります。 
【松島委員】 今おっしゃったのは、全国平均が
71.1％で、長崎県はその半分にも満たない
33.8％であるということですか。 
【野口教育環境整備課長】 文部科学省が取りま
とめた調査の結果ということでありますが、そ

のとおりでございます。 
【松島委員】 改めて驚き。そして、これは、恐
らく非構造部材の対策の実施率は全国最下位ぐ

らいじゃないですか。進んでいないんじゃない

ですか。 
【野口教育環境整備課長】 全国の順位で申し上

げますと、44番目ということであります。 
【松島委員】 この数値をここでお聞きして驚き、
そして、やはり対策が必要だなという思いを改

めて強くしました。 
 先ほど取り上げた堀江委員の議事録の中でも、

当時、3年前の課長答弁ですが、文部科学省が2
つの方策を出していると。1つ目が点検をしま
す、2つ目が非構造部材の耐震化を平成27年度
までに完了するようにという要請がきていると。

実際、平成27年度までに文部科学省としては完
了したかったが、うまくいかず、現状であるん

ですか。 
【野口教育環境整備課長】 委員おっしゃるとお
り、文部科学省から平成27年度までの完了を目
指すというような通知というのは出ておりまし

て、県教委としても市町教育委員会に対して、

その旨のことは通知をしております。 
 先ほど、点検と実施のことも出てまいりまし

たが、点検について申し上げますと、512校中
406校は点検をしておりまして、これが79.3％
でございます。全国の点検の実施率で言います

と94.4％という状況であります。 
 これまで構造体の耐震化について、まずはや

ってきたというところで、今年度末には98％ぐ
らいになる見込みでありますが、次には非構造

部材の耐震化というものに取り組んでいこうと

いう考えを持っております。 
 そういうことでありまして、この8月に全て
の市町に対しまして、改めてまた点検をしてい

ただき、その上で今後の整備の計画まで立てて

いただいて、今月中にその報告をいただくこと

としております。 
 そこを取りまとめたところで、また県といた

しましても、市町と十分連携をとりまして、目

標年度を決めるなり、数値目標を決めるなりと
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いうところを市町とも話をして、できるだけ早

い間に完了していきたいという考えを持ってお

ります。 
【松島委員】 数値目標まで言っていただけると
は思わず、喜びますが、そもそもこの非構造部

材の耐震化の話が出てきたのは、多分文部科学

省としたら、東日本大震災を受けて、どうも構

造体だけの耐震化では命が危ないということで

文部科学省が非構造部材の耐震化を打ち出した

のだろうと思います。 
 同様に、今、熊本で地震が起きて、私が昼休

みに調べただけでも、熊本県内でも同じような

課題が浮き彫りになっているみたいでして、こ

れからは非構造部材の耐震化を進めていかなけ

れば、子どもの命、もちろん先生の命もかかっ

ていますので、熊本の地震を受けて、いつまた

長崎県もこうなるかわかりませんので、一刻も

早く100％を目指していただきたいと。 
 今発言があったように、8月中に点検をして、
9月中に、９月中といったら、あと4～5日しか
ないですが、報告を全市町から上げてもらって、

整備計画をつくってもらって、そして長崎県の

対策実施率を100％にするための先導を県がし
っかりとしていただきたいと思っています。 
 できれば、これを100％にすると、皆さんに
公式に言っていただきたいなと、100％にする
ために頑張るんだと言っていただきたいと思い

ますが、いかがですか。 
【野口教育環境整備課長】 実施については、各
市町においてやっていただくこととなりますが、

当然ながら目指すものは完了ということだろう

と考えております。 
【山本(啓)委員】 2つほど質問をしたいと思い
ます。 
 一つは、先ほど、偶然にも堀江委員とやりと

りがなされていました離島の教育環境について、

私の方からも質問させていただきたい思います。 
 一般質問やそのほかでも、産業労働の観点に

おいてもあっているんだと思いますけれども、

キャリア教育というのか、職業につながる取組

というのか、離島においては教育の現場、教育

の環境を維持する、そして、そのためには生徒

の数というお話があっていました。 
 別の切り口で、離島振興という取組において、

地域振興の観点で言えば、やはり働く場所がな

ければ人はそこに住むことが困難であると。ま

た、その離島にゆかりのある子どもさんやお孫

さんたちが帰ってくるにしても、働く場所がな

ければ暮らしていくというのは非常に困難だと、

そういう形があります。 
 そこで、要するに働く場所を増やしていこう

という取組を本県の政策の真ん中で離島政策の

一つとしてやっていただいているわけですけれ

ども、そうすると、働く場所をどんどんつくっ

ていく。一つには一定評価をいただいた島のも

のを日本全国や、また世界に対してどんどん販

路を拡大していくと。そうすると、内には生産

量というか、生産力が求められるものですから、

そこに雇用が生まれていくという仕組みもあれ

ば、もしくは島外から一定のしっかりとした企

業なり事業所が島内に誘致された際に、そこに

その企業が人材を求めていくというような2つ
が私の中では整理されているんですけれども、

小中はまだあれですけれども、高校という機関

において、そういった地域振興の観点において、

生産力の一つとして、もしくは企業に対する人

材として、こういった部分の考えというものを

まず前段としてお聞きしたいと思います。 
【草野県立学校改革推進室長】 島や半島部にお
いては、高校は地域の教育文化の拠点の役割を
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果たしていると考えておりまして、地域の活性

化にも大きく貢献しているものと考えておりま

す。また、地方創生の観点からも、18歳までは
地元の高校に通わせるということで地元就職な

どの人口定着にも効果があると。あと、義務教

育段階から人口が流出していくことも防いでい

るのではないかと考えておりますので、そうい

った意味では高校が地元にあって、活性化がな

されているということは非常に大事なことだと

考えております。 
【山本(啓)委員】 ということで、今、ご認識を
ご説明いただいたと思っています。 
 この離島における教育や地域振興においての

課題というのは、長崎県がもうずっと何十年も

抱えている課題なわけですよね。そこにおいて、

私の角度というのは、現状に対する認識ではな

くて、今後の対策を行っていく時に、産業労働

というもの、地域振興というものとは別に、そ

の一翼を担う教育という立場において、その人

口減少について、先ほど、切り口を2つ私は言
いましたけれども、そういった部分において、

今取り組んでいることでどういったものがそれ

につながるのか、それを説明してください。 
【草野県立学校改革推進室長】 直接雇用につな
がるものではないかもしれませんけれども、や

はり高校の魅力、活性化、そういったもので学

校が元気になると地域も元気になるというよう

なことで、今、県としましてはアイランドチャ

レンジ事業というものを、1学年2学級以下の規
模の学校ですけれども、地域に地元協議会とい

うのをつくって、そこで地域の皆さん方とどう

いった取組ができるのかというのを協議しなが

ら進めているところです。 
 そういったことで取組をすることによって地

元の雇用が生まれるような魅力化が図れればと

いうことを考えております。 
【山本(啓)委員】 なかなか高校教育という枠組
みから離れるというか、突き破るような雰囲気

は出てこないんですけれども、地域から求めら

れている部分においては、ひょっとすると中学

校の次のステージが高校というだけではなくて、

離島においては、恐らく高等教育というもの、

もしくはその企業誘致からなる人材というもの、

もしくは島内における生産力の向上に伴う生産

力としてのもの、そういった部分においても高

校教育の枠組みの中で人材として育成の場が求

められてくる、もしくはそういった場をこちら

側からつくることによって、本県が抱える離島

や半島という部分における地域の振興、人材育

成、それと教育というのが一体的な取組がなさ

れるのではないかという認識で質問しておりま

すが、お願いします。 
【本田高校教育課長】 各離島地区、特に壱岐の
方でご説明を申し上げますけれども、壱岐高校

においてＩプロジェクトいうことで、壱岐の問

題点とその解決法を探って発表する、例えば市

役所、あるいは地元関係事業者の方へ提言を行

うということを行っています。それによって子

どもたちの地元への愛着、あるいは地元の課題

を知るということで、その地域の活性化につな

げていくということを考えております。 
【山本(啓)委員】 例えば、国が地方創生を打ち
出した際に、県庁内においてもそうですが、全

ての部局にこの地方創生を考えたならば教育で

はどうなるんだと、国の地方創生のどういった

部分を担うんだというのが全部当てはまってい

ったと思うんですよね。 
 私が言っているのは、地域、離島や半島とい

うのは狭いんでしょうけれども、そういった部

分においては、教育という機関においても振興
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の一端を担うべきだと。その部分に対するとん

がり方というか、突き抜け方というか、物事の

発想がこれまでの常識にとらわれずにやってい

くこと、それが外から教育関係者にアプローチ

があるんじゃなくて、離島や半島においては教

育機関からもそういった地域振興や人口減少に

歯止めをかけるような取組の一翼を担うと、そ

ういった部分にアプローチしていく姿勢が必要

ではないかと、結局、全部言ってしまったので、

その辺はどうかという答えを聞くしかなくなっ

てしまったんですけれども、教育長、どうです

か。 
【池松教育長】 離島留学制度に関連してのご質
問だったんですけれども、まず一義的には、先

ほどからご答弁申し上げているように、高校を

そこに存続させるというのは、当然教育の場と

して活性化を図らなければいけない。その時、

あまりにも地元の子どもたちの生徒数が少なく

なると、やはり人間関係とか、刺激とかという

意味で教育の質の維持というのが難しいので、

外からの風を入れるという意味でも離島留学制

度というのは有益ではないかと考えております。 
 そうなった時に、高校として、今申し上げた

地域、産業も含めた人材を育成するという役割

は十分認識をしております。その一例として、

勉強の仕方として、先ほど高校教育課長が直接

地域の課題を自分たちで抽出をして、地元の商

工会とか、そういう関係の大人の方々と議論を

するということによって、改めて自分のふるさ

とのよさ、それから産業の特性などを理解する

ことによって、自分の住んでいる場所を再認識

することによって、やっぱり自分が頑張ってい

かなければいけない、自分が実際の産業を支え

ていかなければいけないという意識づけをする

というのが高校の役割ではないかと考えており

ます。 
 直接的に、例えば離島の場合、工業高校とか、

実業高校がないので、専門の職種の人間を育成

するということはできませんけれども、やはり

自分がそこに残っていろんな仕事をすることに

よって、また次の世代に自分が生まれ育ったふ

るさとを引き継ぐことができるという意識をま

ず植えつけるといいますか、育むことが高校教

育の役割ではないかと思っております。 
 そうすることによって、今、山本(啓)委員が
言われたように、いろんな地域での産業の人材

として、担い手として自ら手を挙げて、そこに

働くような子どもたちが生まれてくれれば大変

うれしいかなと思っているところです。 
【山本(啓)委員】 ありがとうございました。ぜ
ひ離島・半島地域の人づくりについて、縦割り

のものではない、全庁挙げての取組を期待した

いと思います。 
 それから、少し時間がありますのでもう一点

だけお尋ねします。 
 昨年度、総務委員会で視察した内容ですけれ

ども、味の素ナショナルトレーニングセンター

といった部分についても勉強させていただく機

会がございました。これは国がオリンピック

等々に向けて、しっかりとした育成プログラム

等を踏まえて、施設も構え、地域と連携を行い

ながらしている機関、施設であります。 
 その中で、その時にちょっと話を聞かせてい

ただくと、地域によって取組に差があるという

言い方ではなかったと思うんですけれども、特

色があるのが福岡県だと。福岡県については、

ある種目について選考し、能力のある若い人材

を引き上げるという中において、福岡県の場合

は若い世代を対象にどんな競技でも、一定その

適用能力とか、適性をテストして、そしてその
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子がどのような種目をしていても、その子の適

性が高い種目に対してどうですかと、オリンピ

ックへの道というような話になっていくんだと

思うんですけれども、そういう特色ある取組を

福岡県がしています。ゆえに、あのトレーニン

グセンターにおいても福岡県の人材が多いとい

うことを聞かせてもらいました。 
 一通り聞いた時に思ったのは、明確な目的と

してオリンピックというのがあるものですから、

そういう世界レベルの競技というものがあるも

のですから、一定そこで理解するんですけれど

も、そういう時期に対して一部の競技に対する

ものを公的に支援するという切り口もあるのか

もしれない。もしくは、その子が柔道をしたい

と言っているのに、サッカーの方に適性がある

よと言われた時に、その子がどう判断するかと

いうのが道としてどうなのかと、いろいろ考え

るべきです。しかしながら、それはもうオリン

ピックとか、世界レベルの大会に出るというこ

とがあるから、一定そこで整理されるんだと思

うんです。 
 ちょっと前振りを長々としゃべりましたけれ

ども、本県についてのことをお尋ねしたいんで

すが、オリンピックがあったからとか、国体が

あったからとか、そういう時じゃない今、こう

いうお尋ねをするのは、やはり地方においてど

こでもあるんでしょうけれども、親御さんが少

し過剰になっていると。夢や希望というものを

子どもたちに対して抱かせる雰囲気をつくると

いうのは大事だと思うし、子どもたちが望む環

境を、指導者だけでなく、家族がみんなでとい

うのは大変すばらしい雰囲気ではあると思いま

すが、どこまでそのそばにいる大人たちが、そ

の指導の能力や目先というものよりも遠くを見

て、そういった環境を子どもたちに与えている

のかというところは少し疑問符もあります。 
 そういった部分も背景にしながら、まず、福

岡県の取組について、そして九州、国の取組に

ついて、把握している部分をご説明いただきた

いと思います。 
【森体育保健課長】 まず、国の取組ですけれど
も、これはＪОＣ（ジャパンオリンピックセン

ター）が味の素のトレーニングセンターの機能

を活用しまして、長期にわたり集中的な指導を

行い、オリンピックで活躍できるトップアスリ

ートを育成するということで、中学校1年生か
ら高校3年生まで、中央競技団体が推薦する子
どもを集めてやっているというのが国の取組で

ございます。 
 続きまして、九州の取組ですが、まず福岡県

のお話が出ましたけれども、福岡県は平成16年
度から全国に先駆けて1次から3次選考をして、
合格した生徒児童に対しまして、能力開発育成

プログラムを実施しまして、その子の身体能力、

知的能力に応じた適切な種目を選択するととも

に、それらの種目を実施できる環境の整備とア

スリートとしての自己の能力を開発できる道筋

をつくるという形で先行しておりました。これ

を、福岡県を中心としまして、九州で育成強化

された発掘育成コンソーシアムを立ち上げまし

て、今、九州各県が入っておりますけれども、

特定の競技、カヌー、アーチェリーをはじめと

しまして各県の優秀な選手を集めて、オリンピ

ックにつながるように強化をしていくというこ

とになり、長崎県も参加しております。 
 それから、長崎県の状況でございますが、平

成19年から2年間、国体があります関係で発掘
育成という形で行いました。これはなぜかとい

うと、その当時、競技団体が発掘育成を呼びか

けても、なかなか小学生、中学生で来てくれな
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い。どうやればいいかということで県が声をか

けまして、県央、県北、県南の3カ所に競技団
体の優秀な子どもたちが約300人集まりました。
そこで、一つの競技に限らず、いろいろな体の

動かし方とか、それから保護者も一緒について

きてもらって、保護者には栄養、テーピングと

か、今後どういうふうにするかということも話

をしました。それが徐々に、2年、3年経つと、
その子どもたちがターゲットエイジとなりまし

て、国体の場で活躍してくれております。 
 そこまで道筋を立てて、長崎国体が終わった

後どうしたかということについては、現在、な

がさきスポーツ塾を開催しておりまして、これ

は各競技団体の方で、例えばカヌーだったらカ

ヌーフェスティバルというのを喜々津でやって

おります。アーチェリーであれば、佐世保市体

育協会が子どもたちを集めてやっております。

県が集めてスポーツテストをしてということは、

残念ながら今のところは行っておりません。 
【山本(啓)委員】 今の国の取組、そして九州の
取組に参画する長崎県の取組と。しかしながら、

平成26年度から九州の取組はしているけれど
も、それに先駆けて10年前から福岡は既にやっ
ていたと。福岡については、一定の結果を出し

ているというところが認識として今わかりまし

た。 
 また、長崎県内においては、アナウンスをし

ても参加者が声をかけてもなかなか来てくれな

かったと。そういった部分で各競技ごとの呼び

かけをしながら強力にやってきたということで

すけれども、まず、10年も先にやっていた福岡
県について調べたとか、勉強したとか、そうい

った取組があったんだとは思います。しかしな

がら、今回、福岡県よりも長崎県はそれを利用

しないとか、使ってないというところに、果た

してどれだけの分析があったのかなというのが

一つ疑問があります。 
 そして、アナウンスしたけれども、なかなか

来てくれなかった。果たしてそれがしっかり下

まで本当にアナウンスされているのかどうか、

その部分もしっかりと確認をしていただきたい。 
 最後に何を言いたいかといったら、こういう

ふうに福岡県が先駆けてやっていることのよし

あしを分析をしてほしいということと、特に、

多くの競技が存在するのが難しい離島や半島を

抱える本県においては、こういう多種多様な競

技があって、子どもたちの目線が広がったり、

上がったりすることを展開する機会だと思うん

ですよね、福岡が取り組んでいるようないろん

な適性を確認する作業というのは。 
 私は、全ての人がオリンピック選手になるわ

けじゃないということは理解していますけれど

も、そういった適性のテストをするとか、こう

いうイベント形式に参加をするという機会を設

けることというのは、離島・半島の多い本県だ

からこそやる意義のある取組であると思ってお

りますので、福岡の取組をもう一度しっかり洗

っていただいて、本県になじむ部分があれば取

り入れていただきたいということを要望して終

わりたいと思います。 
【ごう委員】 まず、1点目にお尋ねをさせてい
ただきたいのが、今非常に問題となっている子

どもの貧困対策について、公立学校の取組がど

のようになされているかということについて、

お尋ねをさせてください。 
 貧困や虐待などを見つける一番の場所は、や

はり学校ではないかと思っております。家庭、

そして地域ともつながりがある学校の中で見つ

けていくことが、これからは非常に重要になっ

ていくと思っております。 
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 そんな中、今、9月も後半になりましたけれ
ども、長期休暇、夏休みが明けて、9月の新学
期の体重測定において、虐待や貧困の問題のあ

る子どもたちの体重減少がある、そこから見つ

かるケースがあると言われております。 
 そんな中で、今現在、長崎県の公立学校は、

身体検査などから支援の必要な子どもたちを見

つけていくような取組を行っているのか。そし

て、行っているとするならば、どのような形で

行っているのかということをお聞かせいただき

たいと思います。 
【木村義務教育課長】 虐待の発見をする上で、
保健室の役割は大変大きいものです。委員ご指

摘のとおりでございまして、定期の健康診断、

また、子どもたちが保健室を利用した際に体の

傷などの状況を確認し、もしそのようなおそれ

がある場合は、学校は積極的に通告することに

なっておりますので、そういう機会はあります

し、努めてもおります。 
【ごう委員】 今のご答弁は虐待のお話でしたけ
れども、貧困についてはそういった観点で見て

いらっしゃるんでしょうか。 
【木村義務教育課長】 貧困というものが、子ど
もの姿等についてどのような形で現れるかとい

うのは様々あると思いますが、私の経験から言

うと、例えば衣服が変わらないとか、お風呂に

入っている様子がないとか、または空腹感を持

っている等の状況がある場合には、これも同様

に、家庭と連携をとりながら、発見次第必要な

措置をとっており、同じような内容になると思

います。このことは保健室だけではなくて、教

室全てが対象の場所になると思います。 
【ごう委員】 今、国が報告している中で、6人
に1人が貧困だと言われていて、その子どもた
ちが1日1食しか食事がとれていない、そういっ

た現状もあると聞いております。 
 その1日1食というのが学校給食で賄われて
いて、そうなると、長期休暇になった際に学校

給食がとれない子どもたちというのが出てきて

いるので、新学期の身体測定でかなりの体重減

少が見られるのではないかというような報告も

されておりますので、そのあたりはまた一つ貧

困を見つける方法の一つとして、学校の方でも

何かマニュアル化といいますか、していただけ

るとありがたいなと思っているんです。 
 ただし、学校現場というのは、基本的に教員

の先生方は勉強を教えることが仕事ですので、

その部分に注意をしていくというのはなかなか

難しいと思います。 
 そんな中で、やはり一番中心となっていただ

くのが保健室の養護教諭ではないかと思うんで

す。しかしながら、今日、要望書などを見てお

りましても、養護教諭の配置についてもなかな

か本県は厳しい状態ということでございますが、

このあたり、今後、養護教諭の配置等をもっと

拡充していくような方向でお考えとかがありま

すでしょうか。 
【川里義務教育課人事管理監】 養護教諭の配置
につきましては、先ほどの栄養教諭等と同じで

ございまして、国の基準によって配置を進めて

いるところでございます。現在のところ、大部

分の学校に養護教諭が配置されておりまして、

一部配置されてない学校がございますけれども、

その点につきましてはスクールヘルスリーダー

と養護教諭の職に準ずるような職の者を派遣し

て対応しているところでございます。 
【森体育保健課長】 関連ですけれども、養護教
諭の未配置校は、平成28年度、小学校9校、中
学校1校の10校でございます。 
 未配置校に対しては、平成20年度から文部科
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学省の委託事業、100％国庫事業でスクールヘ
ルスリーダー事業というのがございまして、こ

れを活用して職員へ指導、助言等を行っており

ます。確かに正規の方を入れるのが一番いいの

かもしれませんけれども、その辺はここで補っ

ているという形で、養護教諭が全く存在しない

ということはないということでございます。 
【ごう委員】 ありがとうございます。全く存在
しないわけではないということを聞いて少し安

心いたしました。 
 プラスして、今後、貧困問題を解決していく

ためには学校と家庭をつなぐスクールソーシャ

ルワーカーの役割というのも重要になってくる

かと思います。長崎県につきましては、どんど

んと人員を増やしていただいているところでご

ざいますので、その点は非常にありがたいなと

私は思っておりますけれども、今現在でスクー

ルソーシャルワーカーが活動している中で、活

動の中から見えてきた課題とか、例えば現状こ

ういった大きな問題がありましたとかというこ

とがあるようであればお聞かせいただきたいと

思いますが、いかがでしょうか。 
【中小路児童生徒支援室長】 ご質問がありまし
たスクールソーシャルワーカーですけれども、

その事業は、児童生徒が置かれた環境に働きか

け生活支援や福祉制度につなげるということに

なっております。その中で家庭の経済状況を見

て準要保護につなげてみたり、生活保護の申請

を勧めたり、またはネグレクト等も発見される

場合がありますので、そういう場合は児童相談

所へ通告したり、児童養護施設へ入所という事

例が上がってきております。 
【ごう委員】 恐らく、この貧困対策などを解決
していく上では、ソーシャルワーカーの位置づ

けというのは非常に重要になってくると思いま

すので、今後、また人員の拡充などには長崎県

として積極的に取り組んでいただければと思っ

ております。 
 もう一点、学校とＮＰОとの協働というのが

今少しずつ他県で始まっている状況がありまし

て、一例を挙げますと、学校とＮＰОのフード

バングが協働をいたしまして、学校の中でフー

ドバンクが実施している子ども支援プロジェク

ト、子どもの食料支援プロジェクトの申し込み

用紙を学校が各家庭に配布をして、例えば長期

休暇とかに経済的な理由でなかなか食材が十分

に買えないような家庭に、食材をフードバンク

から宅配便で送るようなシステムを利用してい

るところがございます。これは私は非常にいい

事例ではないかと思っております。 
 学校がどこまで家庭の中に踏み込むのかとい

うのは非常に難しい問題ではあるかと思うんで

すけれども、この自治体が、その実施につなが

る一つのきっかけが校長会だったそうです。各

学校の校長先生の会の中でこの提案がなされて、

それを教育長がオーケーを出して実施したとこ

ろ、予想をはるかに超える、6倍の家庭からの
申請があったと。家庭訪問等も行っていまして、

家庭訪問ではなかなか目に見えてこない深刻な

状況がこのような形から見えてきたということ

があるんですが、県としまして、こういったＮ

ＰＯと今後協働していくようなお考え等はあり

ますでしょうか。 
【木村義務教育課長】 私もそのような情報をい
ただいたところであります。 
 本県、私が知っているところでありますけれ

ども、そういうＮＰОが一つ立ち上がったとこ

ろだと伺っています。また、教育委員会だけで

はなくて、そもそもフードバンクというシステ

ム自体を運営するかということも、今から検討
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していかなければなりません。先ほどお話があ

ったとおり、他県他市での先行事例や、長崎県

としての動きを見ながら、私どもも教育委員会、

学校として何ができるのかということについて

は、そのような動きと連動していきながら考え

させていただければと思います。 
【ごう委員】 ありがとうございます。今後、前
向きにどうぞよろしくお願いいたします。 
 続きまして、主権者教育について一つお尋ね

をさせていただきます。 
 18歳選挙権がスタートいたしまして、主権者
教育をこの長崎県でも積極的に取り組んでいら

っしゃることと思いますが、県立高校の中では

大村市にあります大村工業高校が、5月にＮＰ
Оを招いて票育という取組をされました。長崎

県内の公立の高校ではこの1校だけだと聞いて
おりますが、内容としては全校生徒を対象に、

ＮＰОの大学生が来て模擬投票などを行うとい

うことだったんですけれども、この件で県の方

には、大村工業高校から実施についてのいろん

な成果等、何か報告が上がっていれば教えてく

ださい。 
【本田高校教育課長】 5月19日に行われたこと
かと思っております。架空の町のおほ村という

村をつくりまして、そこでのいろんな課題を想

定しながら模擬投票を行ったということで、学

校の方から我々が直接聞きとりました時には、

やはりそういう意味での投票行為への啓発行為

が、意思が高まったというような子どもたちの

アンケートが出てきたということです。 
【ごう委員】 選挙管理委員会もこういった模擬
投票の活動は行っていると思うんですが、これ

は年齢の近い大学生がやるということに多分意

味があったと思います。そのことですごく親近

感を持った高校生たちが、自分のこととして取

り組むことができたのではないかと思っており

ます。 
 大村市の18歳の投票率が48.15％だったとい
うことで、かなり高いという結果も出ておりま

すので、ひとつ成果があったのではないかと思

っております。 
 それから、校長先生に、なぜこの活動をやろ

うと思ったのかということでお話をお伺いしま

したところ、工業高校は専門的なものを学ぶ時

間が多いので、なかなかこういった主権者教育

に時間がとれてなかったからやってみようと思

われたということだったんですね。ということ

は、県内にはほかにも工業高校、また農業高校

とか、専門的なことを学ぶ学校がありますので、

今後、そういったところでもこういったニーズ

が出てくるのではないかと思っておりますが、

県としてはこういった、それこそＮＰＯとのま

た協働について、どのようにお考えでしょうか。 
【本田高校教育課長】 いわゆる主権者教育、私
どもも県として研究指定校を2校つくりまして、
現在、五島高校、川棚高校で取組を行っており

ます。 
 この民間の、例えばそういう若い力をおかり

して、参考にして指定させていただきながら、

私どもなりの主権者教育の計画の立て直し、見

直しをしていきたいと考えております。 
【ごう委員】 とにかく若い世代にどうすれば投
票に行っていただけるのかというのは、これか

らの非常に大きな課題だと思いますので、いろ

んな事例を参考にしていただいて取り組んでい

ただければと思います。 
【渡辺委員】 専決処分の損害賠償の額の決定に
ついて質問させていただきます。 
 今回の事案は、この人がいつ、どういった事

件を起こして懲戒免職処分になったのか。結局、
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裁判の関係で3割支払わなければいけなくなっ
て、その遅延の損害賠償金として約55万円きて
いるわけですね。 
 ここについて、時系列といいますか、いつか

らいつまでの分の遅延損害金なのかわからない

ので、どういう事件があって、どういう決定が

されたのか、示してください。 
【栗原教職員課長】 まず、事件の概要でござい
ますけれども、平成24年1月21日、土曜日でご
ざいます。時津町の遊技場、パチンコ店だった

と思いますけれども、遊技場において女性従業

員のスカートの中をカメラ機能付きの携帯電話

において撮影した、盗撮行為をしたということ

で、長崎県の迷惑防止条例等違反の容疑で同月

24日に逮捕、同年の2月３日に略式起訴、50万
円の罰金というような事件の概要でございます。 
 その後、知事の方に、退職手当につきまして

は審査請求があり、懲戒免職処分については人

事委員会に審査請求が行われております。その

審査請求につきましては、議会にお諮りしまし

て、棄却という形で戻しておりますけれども、

その後、その措置に不服があったということで

訴訟になっております。 
 訴訟が長崎地裁に平成26年4月16日に起こさ
れておりまして、平成27年5月18日にその判決
があっておりますが、これが控訴されておりま

す。福岡高等裁判所の方で平成27年11月27日に
判決が下され、福岡高裁の判決に不服というこ

とで、双方、最高裁に上告しております。先ほ

ども申しましたけれども、平成28年4月28日に
最高裁は棄却という状況でございます。 
 流れといたしましては、「全部不支給という

のは、その盗撮行為という非違行為が勤続等を

全て抹消するほど重大なものであるとは言えず、

その処分が社会通念上著しく妥当を欠き、裁量

を濫用したものと認められる」という裁判所の

最終的な判断でございましたので、新たに今度、

7割を制限して3割を支給するという処分を行
ったところでございます。 
 その処分の損害賠償金でございますけれども、

この損害賠償金が要するに退職手当と申します

金銭債権の債務不履行にかかわるものでござい

まして、民法でいうところの404条の遅延損害
金の利息を適用させるということで5％の適用
をさせていただいております。 
 この方が、この退職の時点で100％の退職手
当をもらわれたら1,198万540円という金額に
なるところなんですけれども、これを3割とし
ますと、359万4,162円というのが3割支給の金
額でございます。 
 ただ、この方が退職された時点で、失業者の

退職手当、雇用保険相当の部分について退職手

当で支払いをしておりますので、その部分（発

言する者あり） 
【宅島委員長】 暫時休憩いたします。 
 

― 午後 ３時３６分 休憩 ― 

― 午後 ３時３６分 再開 ― 
 

【宅島委員長】 委員会を再開いたします。 
【教職員課長】 まず、平成24年2月20日に懲戒
免職になっておりますので、1カ月後の平成24
年3月20日からでございます。起点がそこにな
ります。 
 そこから本人に通知文が届いた平成28年7月
17日までの部分につきまして、失業者の退職手
当を払った分を減額しながら、その日数に応じ

て5％の損害保証金を積み上げた数字が55万
1,751円という形になります。 
【渡辺委員】 いろいろ説明してくれたけれども、
よくわからない。 
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 要するに、平成24年2月20日に懲戒免職処分
になって、退職金はゼロですよということだっ

たでしょう。それを本人は不服として地裁に提

訴して、裁判をして最高裁で決まったのが平成

28年7月28日。判決で3割払いなさいという判決
が出たわけですか。7割払いなさいだったんで
すか。 
【栗原教職員課長】 判決では、何割を払えとい
うことを示されたものではございません。民間

の裁判におきましては、裁判所の方で何割支払

いなさいという判決が出るわけでございますけ

れども、こういった地方自治体につきましては

何割を支払えというような判決が出ません。全

額不支給であった場合については著しく不当だ

という判決が出ております。 
 そこで、先ほどもご説明をさせていただきま

したけれども、民間の事例とか、盗撮事例は自

治体で初めての事例だったものですから、飲酒

運転の裁判の事例などを参考にしながら総合的

に考えまして3割の支給、7割の支給停止をかけ
るという処分をしたところでございます。 
【渡辺委員】 3割支給となったものだから、そ
の期間がどれくらいあったんですか。その約55
万円というのが出てきた基準があるんでしょう、

それをお尋ねします。 
【栗原教職員課長】 一番面倒なのは、失業者の
退職手当というのを雇用保険相当額と同じよう

な形で毎月支払いをしております。 
 その部分を減額（発言する者あり） 
【宅島委員長】 暫時休憩いたします。 
 

― 午後 ３時４０分 休憩 ― 

― 午後 ３時４１分 再開 ― 
 

【宅島委員長】 委員会を再開いたします。 
【渡辺委員】 おおよそわかってきました。 

 要するに、今回の判決によって、こういう遅

延金というのが発生したと。県が最初から3割
払っておけば、本当は払わんでよかったわけで

すね。そういうことでしょう。裁判費用もかか

ったわけでしょう。裁判費用は幾らかかったの

ですか。 
【栗原教職員課長】 手元に裁判費用に関する資
料を持っておりませんので、後ほどということ

でよろしいでしょうか。 
【渡辺委員】 要するに、処罰をこんなに厳しく
しなかったら、裁判費用が50万円か100万円が
知らないけれども、要らぬ税金を使わなくてよ

かったわけですね。 
 こういう基準を設けたのは、どういう根拠で

こういう処分をしたんですか。 
【木村義務教育課長】 本県の教育委員会には、
懲戒処分の基準例があります。その教育委員会

の基準例にのっとって、教育委員会で審議をし

て決定しています。 
【渡辺委員】 そうしたら、今後、こういう事例
が出てきた時は、また要らぬ税金を使わなけれ

ばいけないわけだから、その基準を見直す考え

はないんですか。 
【栗原教職員課長】 まず、今回の裁判は、ある
特定の個人が犯した犯罪に対して処分をして、

その部分についての判決結果が出たということ

でございまして、委員がおっしゃるとおり、そ

ういうお考えもあるとは思っております。 
 ただ、裁判である以上は1対1の関係でござい
ますので、当分の間はとにかく退職手当の条例

にのっとって、退職手当の12条の1項というの
がございまして、その12条の1項では、基本的
に懲戒免職をされた方については退職手当は不

支給ですよという形になっております。ただし、

その一部支給をしなければいけないという事例
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が4項目ほどございまして、その4項目に合致す
るか否かによって、その退職手当の一部を制限

して一部を支給するということができるような

システムが平成21年4月から実施されておりま
す。その部分について、今後もしっかりと精査

しながら、判断をしていきたいとは思っている

ところでございます。 
【渡辺委員】 要するに、今回のはあまりにも厳
し過ぎたものだから、こういう判決が出て要ら

ぬお金を使ったわけだから、その辺は、今の条

例か何か知らんけど、基準があるのならその見

直しも含めて検討してください。 
【栗原教職員課長】 この条例を所管しておりま
すのが人事委員会でございまして、この判決が

出た時点で、さまざまな問い合わせをさせてい

ただいたところでございます。まだ、この内容

だけをもって、現在の退職手当条例の12条の1
項と、その運用というので先ほど4項目と申し
上げましたが、その4項目の内容を、現在のと
ころではまだ見直す予定はないという回答をい

ただいております。 
【渡辺委員】 そうしたら、今回は学校の先生だ
ったけど、県の職員が今のように盗撮をしたら

懲戒免職になるわけでしょう。そういう懲戒処

分のルールは人事委員会で決めているわけです

か。 
【池松教育長】 まず、懲戒処分の処分自体は、
先ほど申し上げたとおり教育委員会で、例えば

こういう事例を起こしたら懲戒処分、こういう

事例を起こしたら停職という処分基準を持って

おります。それは教育委員会で持っています。

今回の盗撮という行為はそれに該当したわけで

す。ですから、懲戒処分しました。判決も、懲

戒処分そのものが重かったとは言われていない

んです。懲戒処分に伴って、退職金をゼロにす

ることが重かったと言われています。 
 そうすると、さっき言ったみたいに、我々は

その判決を受けて検討して3割支給をすること
にしました。それは3割なのか、7割なのかは、
これはもう誰も正解は持っていない状態です。 
 今後の話ですが、退職条例の中で、基本的に

懲戒処分があったら、もう退職金を支給しない

という原則があります。その中で、今度は一部

支給できる場合というのを人事委員会が決めて

いる4項目があります。それに該当すれば、当
然ゼロじゃなくて、何割かを支給するというの

が今の形式になっております。今回の場合、我々

はその4項目に該当しなかったということでゼ
ロにしました。 
 ちなみに、知事部局でも、万引きで窃盗事案

があって、それでは今度は県が裁判で勝ってい

るんですね。そういうことなので、司法の判断

も個々で判断をすることになると思いますので、

我々としては、まず懲戒については当然厳正に

やっていかなければいけないと思っています。

その後の退職金をゼロにするかどうかというの

は、先ほど申し上げた人事委員会の通知に基づ

いて、それに合致すれば当然一部支給というこ

とになりますけれども、合致しなければゼロと

いう対応をしていかざるを得ないという状況で

す。 
【渡辺委員】 司法によって万引きは認められて、
今回の盗撮は認められなかったと、そういう事

例が出ているということですね。わかりました。

それは、こういう事例も参考にしながら、今後

検討してください。 
 あと、教科書の補助教材の無償提供の事案に

ついて確認したいんですが、高校生の教科書は

県の教育委員会、小学校、中学校については市

町の教育委員会ということで理解していいです
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か。 
【本田高校教育課長】 県立学校につきましては
県の教育委員会で採択を決定いたします。 
【木村義務教育課長】 義務教育につきましては、
市町の教育委員会でございます。 
【渡辺委員】 今回、この高校の1校に対して補
助教材の無償提供を受けていたということで、

これは教科書検定の採用後だから影響はなかっ

たということだけれども、教科書会社に対する

ペナルティーはないんですか。 
【本田高校教育課長】 文部科学省からペナルテ
ィーをするような話を聞いておりますけれども、

私どもの方ではできないところでございます。 
【渡辺委員】 できない。そうしたら、文部科学
省からどういうペナルティーがその教科書会社

にくるわけですか。わかりませんか。 
【本田高校教育課長】 まだ詳細な報告を私ども
は受けておりません。ただ、教科書会社の方が、

いわゆる教科書の発行者行動規範というものの

見直しをしていると。それに従って、今後、ま

た、教科書の発行をしていくということで決ま

りをつくったようでございます。 
【渡辺委員】 結局、教科書会社としてみれば、
検定前はあまりにも露骨だろうけれども、検定

後に、次の検定に向けて、こういった補助教材

を無償でうちがやりますから、どうぞ使ってく

ださい言ってきているんだろうから、この辺に

ついては、文部科学省とよく連携をとっていた

だいて、そういうことをしていれば次は選定か

ら外すよと、そういうペナルティーも含めてや

っておかないと、今後、またこういうことが出

てくる可能性があるわけですので、その辺は十

分文部科学省と連携をとってください。いいで

すか。 
【本田高校教育課長】 そうさせていただきます。 

【渡辺委員】 それと、外国語教育の充実につい
てということでお尋ねしますが、「長崎県立高

等学校教育改革第8次実施計画」でも、今回、
普通科のグローカルコースの設置のほかと、こ

うなっているんですね。これは造語でしょう。

グローバルとローカルを混ぜているんでしょう。

これは県の教育委員会がつくっているのか、そ

れとも全国的に普通科の中にグローカルコース

を設けていいですよということで文部科学省が

認定しているんですか、その辺をお聞かせくだ

さい。 
【草野県立学校改革推進室長】 グローバルとロ
ーカルを合わせた造語でございます。地球規模

の視野で考え、地域の視点で行動するという考

え方から、近年、一般的に使われておりまして、

文部科学省の方もグローカルな人材育成という

ことで、「トビタテ！留学ＪＡＰＡＮ」という

ような名目でグローカルな人材の育成というこ

とを打ち出しておられます。 
【渡辺委員】 確認ですが、文部科学省もいいよ
ということになっているわけですね。（発言す

る者あり）わかりました。 
 3ページにイングリッシュ・キャンプという
のを9月7日から開始しましたとなっています
ね。平成28年度から30年度までの3年間で、県
内の中学1年生を対象にイングリッシュ・キャ
ンプを9月7日から開始しましたと。これの取組
が何日間ぐらい、中学1年生を公募でしている
のか、あるいはどこかの中学校の1学級をその
ままするのか。どういう形でイングリッシュ・

キャンプというものが実施されているのか。こ

の中身をもう少し説明してもらえませんか。 
【木村義務教育課長】 委員からお話があったと
おり、3カ年間で21市町、全市町を対象にしま
す。 
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 本年度は、13市町を対象にします。スタート
が9月7日でございました。最終が12月15日であ
りますけれども、1校1日のメニューであります。
今回は13市町、全部で70校、全ての中学1年生、
3,659名を対象に実施いたします。 
【渡辺委員】 全部の中学1年生を対象に、9月7
日から、1日1校、何時間ですか。1日中全部英
語ですか。もう少しゆっくり説明してください。 
【木村義務教育課長】 期間は、9月7日がスタ
ートで12月25日までです。1日1校、1校のプロ
グラムは午前と午後に分かれまして、午前、午

後それぞれ約2時間のプログラムであります。 
 本年度は13市町の学校を対象とします。対象
とするのは、13市町の全ての学校、70校であり
ます。そして、人数はその学校の中学校1年生
全てでありまして、3,659名であります。 
 3カ年をかけまして、今年13市町と申し上げ
ましたので、あと8市町残ります。8市町をあと
2年間で行うわけですけれども、その年に中学
校1年生になった子どもたちを対象に、対象と
なった市町の全ての中学1年生をイングリッシ
ュ・キャンプに招いて、先ほど説明した1日の
プログラムで実践をいたします。 
【渡辺委員】 イングリッシュ・キャンプに招い
てというのは、どこかに集めてくるんですか。

どこに集めるんですか。具体的にこういうこと

で英語教育をしているんですよというのをもう

少し教えてください。 
【木村義務教育課長】 それでは、場所と内容を
ご説明いたします。 
 場所は、主にハウステンボスで行います。 
 内容ですが、午前中に街頭英語と申しまして、

外国人のコーディネーター、講師をたくさん呼

びまして、何人もの講師とお話をしながら、例

えば自己紹介とか、好きな物などを話題に英語

でコミュニケーションをとります。午後になり

ましたら、今度はハウステンボスの中で1グル
ープ5～6名の中学生が、一人の外国人とグルー
プをつくりまして、散策をして行います。その

中でアトラクションを利用したり、また、色々

なやりとりをしながら、一日の暮らしをする中

でいろんなコミュニケーションをとるというこ

と、これはフィールドイングリッシュという言

い方をしているのですが、そのような活動をし

ます。 
 ただ、県内は広うございますので、全てがハ

ウステンボスに集まると、日程的に2日かかる
ところがございます。例えば離島、または島原

半島部につきましては、そういう活動の場所を

その地域に置きまして、その地域の史跡とか、

特徴的な場所を使って、先ほど行った外国人と

の交流をしたり、フィールドイングリッシュを

したりします。 
 外国人につきましては、私どもが民間会社と

協力をしており、島原半島や離島部に一緒に来

ていただきまして、ハウステンボスと同じ活動

ができるような工夫をしているところでありま

す。 
【渡辺委員】 そうしたら、ハウステンボスに来
られる学校については来させて、そのほかのと

ころは学校の近くの歴史文化施設のようなとこ

ろに外国人を呼んで、学校の生徒と英語で会話

するわけですか。そういう勉強をさせようとい

うことですね。わかりました。 
 もう一つは、3ページの一番下にあります、
いろいろ外国に研修に行っていますね、シンガ

ポールとオーストラリアとか、中国の上海とか、

韓国の釜山とか。この定数は、例えばシンガポ

ールとオーストラリアは15日間で20名の高校
生を対象にとなっているんですが、これは学校
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から選んでいるんですか。それとも、個人が応

募してくるのか、あるいは個人の参加費用の負

担はどうなっているんですか。 
【本田高校教育課長】 シンガポール・オースト
ラリア英語研修でございますけれども、個人が

申し込みをしまして、その中で校長の推薦を受

けて参加する制度でございます。10万円ほどの
個人負担がかかってまいります。 
【渡辺委員】 そうしたら、これは各高校に割り
当てか何かあるんですか。それとも、一つの高

校に固まらないようにするんですか。 
【本田高校教育課長】 割り当ては基本的に行っ
ておりません。今回も公私立合わせまして17校
から参加をしております。 
【渡辺委員】 この辺の英語の取組は、グローバ
ルな人材育成のために必要だと思っております。 
 最後に、埋蔵文化財の調査についてお尋ねし

ます。 
 お盆に、妻のふるさとの南島原市の深江に帰

りましたら、深江で区画整理事業があっている

んですよ。そこで埋蔵文化財の調査があるとい

うことで、その実行組合の委員長さんが、どの

くらいかかるのかと言ったら何年もかかると、

こう言うわけですね。区画整理事業としてみれ

ば、そこの畑で作物がとれないわけですから、

早くしてもらいたいと言っているわけです。一

般的な埋蔵調査はそのくらいかけてもいいんだ

ろうけれども、区画整理事業の中の埋蔵文化財

というのは、人を増やしてでも早くできないか

という要望をされたんですが、そういう取組は

できないんですか。 
【金子学芸文化課長】 区画整理事業の埋蔵文化
財調査については、恐らく南島原市なり市町村

の方で担当していると思います。 
 ただ、基本的には市町でやりますけれども、

ある程度面積が広域であるということでしたら、

私たちに相談をしていただければ、お手伝いで

きないこともないと思います。直接的にその話

を私どもは聞いておりませんので、また聞いて

みたいと思います。 
【渡辺委員】 そうしたら、南島原市の教育委員
会にまず相談した方がいいわけですね。要する

に、区画整理事業組合としてみれば、早く区画

整理をしないと作物がとれないものだから急い

でもらいたいと言っているんです。これに何年

もかかると言われたというものだから。県じゃ

ないけれども、県は指導できますか。 
【金子学芸文化課長】 私たちがやっていますの
は、基本的には、国、県の国道事業等、大きな

事業を県の方でやっておりますけれども、恐ら

く区画整理事業でありましたら、各振興局の方

が窓口になってやっていると思いますので、そ

ちらの方に相談をしていただければと思ってお

ります。 
【堀江委員】 まず、教科書発行者による補助教
材の無償提供事案について質問します。 
 教育長説明の1ページの、6月議会で報告した
後、別の高校の事実が確認されたということで

すが、これは6月議会後と理解していいのか、
自ら申し出たのか、事実が確認されたという部

分をもう少し詳しく説明してください。 
【本田高校教育課長】 6月議会でご報告申し上
げましたのが、平成28年度、本年度採択の際に
起こりました事案を1件報告いたしました。 
 これは、大修館書店の事案がありました時に、

本県独自で調査をしてご報告申し上げたもので

ございます。 
 その後、文部科学省とのやりとりをしており

ます。その中で、文部科学省が年度を過去3年
さかのぼりまして採択の状況を確認したと。そ
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の中で大修館書店からの聞き取りの中で1校出
てまいりました。その報告を受けて、私どもの

方で事実確認をして、今回ご報告申し上げたと

いうことでございます。 
【堀江委員】 つまり、自ら申し出はなくて、改
めてそういう情報があったので確認をしてとい

うふうに理解いたしました。 
 そうしますと、6月議会に高校教育課長はこ
う言われました。「提供物については、受け取

ってはならないというようなことを言っている

わけでございますが、補助教材についても同じ

ことということをきちんとお伝えしていくとい

うことを考えている」というふうに言われまし

た。 
 そこで私が指摘したのは、認識の甘さですね。

要するに無償で物を受け取るというのはどうな

のかと。それが結果として教科書選定にどうこ

うではなかったにしても、これは厳しくするべ

きではないかと言ったんですが、結局この時点

でさえも認識の甘さがあったわけですよね。例

えば、そういうのは報道でもあっているわけで

すから、実際に受け取っていたのであれば、該

当する期間でなくても、本来であれば、自ら申

し出るということも必要ではなかったのかと思

うんですが、その点はどのように考えています

か。 
【本田高校教育課長】 時間的な問題も一つあり
ました。教科書の説明会等でその認識について

改めてまた指導してまいりますということでご

ざいましたけれども、6月の議会の時点ではも
う説明会は終了しておったということもござい

ます。 
 いろんな報道等を受けて、学校の方から、報

告が出てこなかったことについては非常に残念

でございました。ただ、聞き取りの際に、我々

も学校に参りまして、その採択の過程、事務の

書類等を確認し事情を聞きながら指導してまい

ったところでございます。 
【堀江委員】 そして、同じく部長説明の追加1
で、今度はお歳暮を受け取っていたという情報

提供がありましたね。これはどういう内容です

か、簡潔に説明してください。 
【木村義務教育課長】 これは本県内の市町教育
長1名が、平成24年、25年、26年、27年と4カ
年にわたって、12月に5,600円相当のりんごを
受け取っていたという事実であります。 
【堀江委員】 そのりんごは食べたのか、捨てた
のか。受け取って、結局それはどうしたんです

か。 
【木村義務教育課長】 りんごの措置につきまし
ては、本人からの聴取内容、聞き取りによりま

すと、3年目、つまり平成26年12月に送ってき
た時に、もう送らないでくれという旨の話を業

者の方にしております。そして、平成27年度、
また来ましたので、それに対しては回収してく

れという旨の話をしています。このことは教科

書会社からも事実を確認することができました。

ただ、教科書会社はそういう申し出があったに

もかかわらず、失念と申しましょうか、対応し

ていなかったとのことであります。 
【堀江委員】 でも、結果としてはりんごは返し
ていないんですよね。 
【木村義務教育課長】 りんごは返しておりませ
んが、本年の7月、先ほど5,600円相当という話
をしましたが、金額で4年分返金したというこ
とで確認させていただいております。 
【堀江委員】 私が細かくこういうことをお尋ね
するのは、結局、6月議会でも提供物について
受け取ってはならないというのを徹底するんだ

と言ってきた。そして、次から次にと言っては
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失礼ですけれども、でもそれだけじゃなかった

と。実は教材もあったし、お歳暮もあったんだ

と。確かに該当する人は一人であったかもしれ

ないけれども、県民から見た時に、要するに利

便性、利便を図るよう求められて、それを受け

たのではないかという疑惑を持たれかねません

よね、こういう事例というのは。そういう意味

では、認識の甘さ、要するに代価を払わないも

のを受け取るということはあり得ないんだと。

しかも、むしろ教科書に関わる業者からそうい

うのがあれば、お歳暮であれ何であれ、それは

もうきっぱりと取りに来てくださいではなくて、

なんで返さないの。送り返すという方法もある

でしょうというふうに普通の家庭では思います

よ。取りに来てくださいと言って取りに来ませ

んでした、それが理由になりますか。それも教

育長でしょう。そうであれば、ちゃんと返すな

りすべきです。返品なり、どこから送ってきた

かというのはわかっているんだから、それは送

り返せばいいことでしょう。そういう認識の甘

さが問われているのではないかと思って、6月
議会でも報告したのに、また9月議会でも報告
すると。これは、私はすごく考えなければいけ

ないというふうに思うんですが、その点はどう

考えていますか。 
【木村義務教育課長】 委員ご指摘のことにつき
ましては、私どもも同様な認識をいたしました。

よって、調査の段階でどのような経緯だったの

かというのを聞き取りました。念のためであり

ますが、そこで確認した内容であります。 
 昨年度から話題になっていたのは、検定申請

本を検定年度に見てはいけないというのが一つ。

そのことについて、本人からの聞き取りによる

と、そういう事実がなかったということ。 
 もう一つは、先ほどから話題になっているよ

うに、教科書採択に対して何らかの関与をした

事実もなかったということで、本人としては、

前年度から話題になっている内容については直

接関係がないという判断のもとに申し出をしな

かったと聞いております。 
 ただし、そこが今、委員がおっしゃったとこ

ろであります。 
 今、振り返ってみれば、非常に軽率な行為を

した。一つは受け取ったという事実。もう一つ

は受け取ったにもかかわらず、これを県教委に

申し出をしていなかったということであります。

このことについては、大変軽率な行為で反省を

しているということで話を伺っています。私ど

もも同様に思っております。 
 調査が終わった後、今回の調査におきまして

は、事実としては本人の聞き取りと併せて、会

議の記録等からも疑義はありませんでしたが、

今後の対応につきましては、一切の疑念を生じ

させることが決してないようお伝えしたところ

であります。 
【堀江委員】 教科書の採択に関わるようなこと
があってはもちろんいけないことですよ。です

が、6月議会でも私は申し上げましたが、県民
から疑念を持たれるような行動なり、対応をし

てはいけないと。これは6月議会でも言いまし
たので、また同じことをこの9月議会でも言う
ということは、非常に私はどうかなと思ってお

りますので、認識の甘さが徹底しますと言われ

ても、なかなかそういうふうに思っていない実

情があるということを私は改めて認識していた

だいて、徹底していただきたいということを申

し上げておきたいと思います。 
 続けてもう一つ就学援助制度における支給時

期について質問いたします。 
 この就学援助制度は、私が申し上げるまでも
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なく、経済的に困窮している就学が困難な小中

の児童生徒の保護者に学用品などの経費の一部

を補助する制度というふうに理解をしています

が、事前に県内自治体の支給時期を調べていた

だくように私は依頼をいたしておりましたが、

支給時期はどのようになっているのか。特に、

新入生に限ってご説明をいただけますか。 
【木村義務教育課長】 新入生に限ってお答えし
ます。 
 平成28年度は、五島市、島原市、雲仙市、対
馬市、そして長崎市の5市で4月に学用品費を支
給しております。昨年度との比較では、対馬市

と長崎市が加わり、3市から5市に増えておりま
す。 
【堀江委員】 4月の支給がそれだけで、あとは
5月、6月と、遅いところでは7月、8月ですけれ
ども、支給時期がなっているという状況なんで

すね。 
 私に寄せられた情報の中で、北九州市が来年

は新入学前の3月にこの就学援助制度の準備金
を支給する見通しという情報をいただきまして、

実際にそのための補正予算をこの9月議会に上
げて準備をするという流れになっていると聞き

ました。 
 また、東京の八王子市教育委員会も3月に支
給をするということで、「新入学準備金支給の

流れ」という資料もいただきましたが、この八

王子市教育委員会は、この28年9月の中旬に入
学準備金受給申請書を送付して、これは就学時

の健康診断の案内と同封と聞いております。そ

れから、来年の1月の上旬にこの申請書を締め
切って、2月の中旬に支給決定、あるいは決定
しないという通知をご家庭に発送させて、平成

29年の3月1日に新入学準備金を支給するとい
うふうに伺っております。 

 こういうふうに、今、全国では、4月ではな
くて、もう4月は入学しますからね。経済的に
困窮するということは、借金をして後で返すと

いう形になろうかと思いますので、3月に支給
する動きで出てきたということについては、ど

ういう見解を持っているのか、あるいは、県内

の自治体でそうした動きはないのかということ

も、この機会に教えてください。 
【木村義務教育課長】 まず、県内の動きであり
ますけれども、五島市において、これは9月議
会の一般質問の中で同様の質問、今、委員から

ありました3月支給についてのお尋ねがあると
いう情報をいただいております。ただ、3月支
給への動きがある市町は、今のところはありま

せん。 
 一方、先ほどのお話でありますけれども、ご

承知のとおりこの事務自体は市町の手続のもと

で行われていることであります。ただ、この案

件につきましては、私が知っている限りでは平

成24年度でしょうか、お話があって以来、各市
町の学校教育課の課長が集まった会議等で、五

島市の早期支給の取組等を紹介するなどの活動

もしながら、最も必要な時期である4月当初に
おいて、認定後速やかに支給ができるようにと

いうことでお願いをしているところであります。 
 ただ、市町のお話を聞いていると、例えば認

定額の決定を、1月の国の生活保護の予算の段
階で決めるところと、6月に確定してから決め
るところ、そのような自治体の判断の時期のず

れがありますものですから、一様に早くなって

はおりません。お話の趣旨は十分理解できるこ

とでありますので、速やかな支給手続について

は引き続きお願いをしていこうと思います。 
【堀江委員】 もちろん、それぞれの自治体の事
務判断と私も理解しておりますが、住民にとっ
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ていわばプラスになる内容については大いに共

有をしながら、県内の自治体で進められるとこ

ろは事務の部分でもお互い共有して進めるとい

うことは大事なことだと思っておりますし、県

教育委員会としても、そういう情報を提供する

ということは、私はすべきだと思うし、してほ

しいと思っておりますので、文部科学省として

も国会の答弁に答えて、これは支給時期をでき

るだけ速やかにという方向であると理解をして

おりますので、今後もこの就学援助制度の支給

時期については先進事例があれば情報提供とし

てお願いをしたいと、この機会に要望しておき

たいと思います。 
【橋村委員】 教職員の人事異動についてお尋ね
したいんです。人事管理監ですか、義務教育課

長ですか。 
 義務教育の先生たちの異動ですけれども、市

町村合併する前は、例えばＡ、Ｂ、Ｃという地

区、我々、北高来郡のときには教育事務所があ

って、そして教育事務所でかなり人事異動の調

整をやられていました。その実行に当たっては、

恐らく各市町村の教育委員会とやりとりをやり

ながら調整をしたかと思っております。 
 ところが、合併してしまうと教育事務所が廃

止されて、各市が教育事務所の肩代わりをやる

ようになっているかと思うんです。だとすれば、

その辺で最終的な人事異動の決定権はどこが行

使されているのか、そこを確認したいと思いま

す。 
【川里義務教育課人事管理監】 今のお話ですが、
現在におきましては、市町教育委員会と県が協

議をしながら人事作業を進めているところでご

ざいます。 
 今の法令によりますと、市町教育委員会の内

申を待って、県の方が人事の結果を決定すると

いう形になっております。その中で十分な情報

交換をしながら、最終的には県の権限で人事配

置をしていくことになります。 
【橋村委員】 なぜ私がこういうことを尋ねるか
というと、非常に疑問な点があるんですよ。私

は、広域人事交流の時から、あの頃は本土と離

島との兼ね合い、あるいは市部と郡部の兼ね合

いということで、Ａ地区、Ｂ地区、Ｃ地区とい

うことでそれぞれ人事交流をしていました。1
校に6年から9年ぐらい、あるいは1地区に12年
ぐらいといった制限を設けて、そして、とにか

くほかの地区との交流を図ろうということで人

事の流動化をやろうというようなことでありま

した。しかし、それが、ある程度抵抗がありま

したけれども、それを乗り越えて実施されて、

ある程度定着してきたんです。 
 そういう折に、私は、それ以前には新卒の新

規採用職員を離島にまずやってみてというよう

なことが定着していたわけですね。だから、あ

んまり言うと当たり障りがあるかもしれないけ

れど、なじみのないところに行くから、自制心

もなくというようなことで。だから、私はその

折に、新規採用職員は自分の母校にできるだけ

近いところに、出身地に配置をするべしという

ようなことを提言してきたんです。また、それ

もある程度採用されてきました。 
 なんとなれば、私は教職員の皆さんたち、こ

うやって森山町に異動して来られた時には、4
月1日に辞令交付式をやって、そしてまた、私
は町長として教育者に対する、今では教育会議

で提言ができるように保障されたけれども、そ

のころは制度的にはそういう保障制度はなかっ

たわけです。しかし、行政の最高責任者は私な

んだと、教育部門に過剰な、あるいは越権行為

としては慎まなければならないけれど、一定の
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行政上の教育行政への我々の求めるところは、

一応こうやってお話を聞いてもらおうというよ

うなことで話をしてきました。 
 そういう折に絶えず言ってきたのは、まず、

先生たち、我々はもう皆さんたちに頼る以外に

ありません、手の施しようがないんだからと。

しかし、先生たち、どうかそれぞれの地域性と

いうのはあるだろうと、漁村部では漁村部、山

村部では山村部、農村部では農村部と。あるい

は保護者の考え方とか、いろんなバックボーン

があるはずだから、とにもかくにも地域に根差

した教育者としての生活を送りながら教育に対

応してほしいということをずっと言い続けてき

たわけなんです。そして、地域の皆さん、ＰＴ

Ａの皆さん方、そして地域社会と三位一体とな

って教育に取り組む必要があると思っていたん

です。 
 だから、そういう意味で、広域人事交流でよ

そのＡ地区からとか、Ｃ地区から来られること

もありました。それはそれとして一定の勉強を

してもらう。あるいは、うちの地域の出身の皆

さんたちも内地留学みたいな感じでそういうと

ころに行って、そして、ますます教育力を高め

られるということは必要だと思っておったんで

す。 
 しかし、できる限り、バックボーンを知り得

るということと地の利を得た教育をやるべきと

いう思いがございました。したがって、できる

だけ地元出身の人は、数ではそうとばかりは言

えないけれども、そこに配慮した人事対応はや

っておくべしだと私は思っているんです。 
 そういうことで、今、教育委員会の人事異動

に当たって、どういう考え方で対応されている

のか、そのあたりを承っておきたいと思います。 
【川里義務教育課人事管理監】 今、小中学校に

おきましては、新規採用されますと、主たる勤

務地というのをその時に定めることになります。

そこを中心として人事異動をしていくわけです

が、一生のうちに一回は他地域に主勤地を離れ

て転居して、例えば島部に異動してそこで勤務

するということになるわけですが、私どもとし

ては主勤地を中心として地域に根差した教育が

できるような、そのような人事異動のルールを

定めて運用をしているところでございます。 
 例えば、今年度ですと、小学校の新規採用が

180名、中学校は50名程度を予定しております。
これだけの数になりますと、全ての者が主勤地

に近いところに勤めるということは難しい現状

もございますので、なるべく本来の趣旨に沿っ

たような人事配置ができるように努めてまいり

たいと考えております。 
【橋村委員】 主たる勤務地というのはわかるん
ですよ。ところが、今回、合併しましたね。例

えば、諫早市と郡部、北高来郡というような感

じで、Ａ地区とＢ地区ですからね、もうここで

主たる勤務地もおのずから変わっておったろう

と思うんです。ところが、今度合併すると、主

たる勤務地は諫早エリアということで、14校、
小学校では28校ですね。それ全部がそうなって
くるんですよ。そうすると、そこが主たる勤務

地になってくるから、今までは諫早市は諫早市

内の異動に限定されていた。あるいは、北高来

郡ならば主たる勤務地が4カ町に限定されてい
たけれども、今度、合併によって主たる勤務地

が拡大されたわけですね。そうするならば、移

動距離が多くなってしまうんですよ。ここを私

は言っているんですよ。 
 というのは、具体的に、はっきり言って森山

町出身の校長は何人もいるんですよ。全部中学

校、小学校2校、3校、全部に散らばしているん
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です。だから、何のために定年間際の人間をそ

うするのか、将棋の駒じゃあるまいし。何の目

的で、どういう理由、必要性でそういう人事異

動をしたのかということなんです。 
 だから、あなたたちが最終決定権者であるな

らば、市町の教育委員会の意見を聞くというけ

れど、きちっとしたチェックを入れておいてほ

しいと思います。最初に申し上げたように、地

の利を得た教育をやるべしと基本的には思う。

だから、そういう意味で、あなたたちの考えが

本当に徹底して実行されているかどうかという

ことなんです。したがって、私はこういうこと

はあんまり言うのはなと思っていたけれど、一

回だけは公式の場できちっと指摘するべしと思

ったから、あえて申し上げました。 
 教育長、義務教育課長、人事管理監、それぞ

けのご意見を伺っておきたいと思います。 
【木村義務教育課長】 市町村合併につきまして
は、橋村委員がおっしゃったとおり、大きくな

り過ぎましたので、実は昨年度の主勤地を絞り

込みました。例えば、それまでは市町村合併と

同時に、諫早で言えば諫早・大村を大きな主勤

地としていましたので、昨年度から諫早を主勤

地として小さくして、委員がお話しされたよう

に、地元でも十分活躍できるようなシステムに

しているところであります。 
 一方で、人事配置につきましては、委員から

ご指摘があったように、地元出身者が多いとこ

ろもあれば少ないところもございます。県下地

域で言えば、離島部と本土部で、今、かなり格

差が出ております。そのバランスをとっている

ところであります。 
 もう一つは、教育事務所がなくなって以来、

今、市町教育委員会がその役割をするために一

生懸命努めてくださっています。このことにつ

きましては、人事の責任は私どもにありますの

で、十分に話をしながら、お話のあったことも

考慮に入れながら適切に、県内全域の、また市

町の、またその地域、地域のバランスを考えた

人事になるように全力で努めていきたいと思い

ます。また、本年度の人事もそのように進めて

いきたいと思っております。 
【橋村委員】 言うまでもなく、学校教育という
のは教育現場の学校と教職員の皆さん方、そし

て、地域の皆さん方、そして保護者の皆さんた

ち、こういう三位一体というか、地域が総合力

を結集して最大の教育を施すべきだと思うんで

す。だから、地の利を得た、ＰＴＡをこうやっ

て引き出して、あるいは運動会とか何とかとい

う時にも、あの校長先生だったら、もう加勢せ

にゃというような形に盛り上がってくるんです

よ。なんか転勤族がこうやってきたような、難

も知らん、なじみもない人が来られたら、それ

は2～3年経てば、ある程度、その人柄なり、人
となりもわかってくるから、またそれはそれな

りにですけれども、時間がかかるんです。 
 それと、先生たちもわざわざ遠くに通勤する

と、そういうロスタイムをつくらないで、有効

に時間を活用するようにということも含めて、

総合的に、できるだけ近くの方で活躍できるよ

うにということを配慮しておくべしと思ったも

のだから、最後に教育長、どうぞ。 
【池松教育長】 委員おっしゃるように、地域と
ともにある学校というのを我々は目指していま

すので、そういった意味では地域の方々とのつ

ながりというのは十分大事にしていかなければ

いけないと思っております。 
 委員のご提案といいますか、ご意見の趣旨は

よくわかります。実際、物理的に全員が、人数

が多い場合、最終的にそうなるかということは、
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当然バランスを考えなければいけませんので、

あると思います。先ほど申し上げたとおり、や

はり地域とともに、どう学校が子どもたちを育

んでいくかということを主題にして人事異動を

やっていきたいと思っております。 
【橋村委員】 配置が十分可能かどうかというの
はわかっての質問なんです。したがって、そこ

のところを十分踏まえて人事異動には当たって

いただきたいということを重ねてご要望して終

わりたいと思います。どうもありがとうござい

ました。 
【宅島委員長】 ほかにございませんか。 
 しばらく休憩いたします。 
 

― 午後 ４時２９分 休憩 ― 

― 午後 ４時２９分 再開 ― 
 

【宅島委員長】 委員会を再開いたします。 
 本日は、これをもって散会いたします。 
 お疲れさまでした。 
 

― 午後 ４時３０分 散会 ― 
 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 ２ 日 目 
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１、開催年月日時刻及び場所 

  平成２８年９月２７日 

自  午前１０時 ０分 

至  午後 ４時３６分 

於  議 会 会 議 室 
 
 
２、出席委員の氏名 

委員長(分科会長) 宅島 寿一 君 

副委員長(副会長) 坂本  浩 君 

委 員 宮内 雪夫 君 

 〃   橋村松太郎 君 

 〃   渡辺 敏勝 君 

 〃   外間 雅広 君 

 〃   堀江ひとみ 君 

 〃   松島  完 君 

 〃   山本 啓介 君 

 〃   ごうまなみ 君 

 〃   近藤 智昭 君 
 
 

３、欠席委員の氏名 

な  し  
 
 

４、委員外出席議員の氏名 

 麻生  隆 君 
 
 

５、県側出席者の氏名 

教 育 長 池松 誠二 君 

政 策 監 島村 秀世 君 

教 育 次 長 渡川 正人 君 

総 務 課 長 田渕 和也 君 

総 務 課

県立学校改革推進室長  
草野 悦郎 君 

福 利 厚 生 室 長 前屋 信彦 君 

教育環境整備課長 野口 充徳 君 

教 職 員 課 長 栗原 正三 君 

義 務 教 育 課 長 木村 国広 君 
義 務 教 育 課 
人 事 管 理 監 川里 祥之 君 

義 務 教 育 課 
児童生徒支援室長 中小路和久 君 

高 校 教 育 課 長 本田 道明 君 
高 校 教 育 課 
人 事 管 理 監 鶴田 勝也 君 

特別支援教育室長 前田 博志 君 

生 涯 学 習 課 長 宮崎  誠 君 
生 涯 学 習 課 
新県立図書館整備室長  山本 忠敬 君 

学 芸 文 化 課 長 金子 眞二 君 

体 育 保 健 課 長 森  栄二 君 
体 育 保 健 課 
体 育 指 導 監 後藤 慶太 君 

 
福 祉 保 健 部 長 沢水 清明 君 

福祉保健部次長  園田 俊輔 君 

福 祉 保 健 課 長 上田 彰二 君 
監 査 指 導 課 長 
（ 参 事 監 ） 鳥山 秀朝 君 

医 療 政 策 課 長 村田  誠 君 
医 療 人 材 
対 策 室 長 太田 勝也 君 

薬 務 行 政 室 長 古賀 浩光 君 

国保・健康増進課長 安永 留隆 君 

長 寿 社 会 課 長 小村 利之 君
ねんりんピック
推 進 課 長 磯本 憲壮 君 

障 害 福 祉 課 長 柴田 昌造 君
原 爆 被 爆 者 
援 護 課 長 林  洋一 君 

 
こども政策局長 永松 和人 君 

こども未来課長 中野 嘉仁 君 

こども家庭課長 吉田 弘毅 君 
 
 
６、審査の経過次のとおり 

 
― 午前１０時 ０分 開会 ― 
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【宅島委員長】 おはようございます。 

 委員会を再開いたします。 

 昨日に引き続き、教育委員会の審査を行いま

す。 

 まず、新県立図書館整備室長より資料の説明

をお願いいたします。 

【山本新県立図書館整備室長】 お手元に配付し

ております「長崎県立・大村市立一体型図書館

（仮称）整備に関するこれまでの経過」の資料

をごらんください。 

 まず、平成18年3月、本会議におきまして、

長崎市立図書館の開館が予定される中、今後の

県立図書館のあり方について検討を行うための

有識者会議を設置する旨をご報告させていただ

いております。 

 同年6月、県教育委員会におきましては、長

崎県立図書館在り方懇話会を設置いたしました。

委員は15名でございます。中身につきましては、

県立図書館の役割、機能等について検討してい

ただくということになっておりました。 

 同年7月、文教厚生委員会で、長崎県立図書

館在り方懇話会において今後の県立図書館の在

り方について検討をしていただくことをご報告

をしております。 

 翌平成19年3月、長崎県立図書館在り方懇話

会から教育長に対して答申をいただいておりま

す。中身は、県立図書館の用地が狭隘であるの

で、建て替えにあっては移転をすることという

答申でございます。 

 平成21年11月に文教厚生委員会において県

立図書館の再整備に向けた検討を行うため、有

識者や市町の代表者で構成する長崎県立図書館

再整備検討会議を設置する旨を報告させていた

だいております。この検討会議は、設置場所、

建設場所をどこにするかということをご議論し

ていただく内容でございました。 

平成22年2月にその検討会議を設置し、3月に

ご報告をさせていただいております。 

同年6月、文教厚生委員会において、長崎県

立図書館再整備検討会議の審議経過をご報告し

ております。 

同年11月も同じでございます。 

平成23年2月も、文教厚生委員会において、

長崎県立図書館再整備検討会議の審議経過をご

報告しております。 

平成23年3月、長崎県立図書館再整備検討会

議から県教育長に対し、県立図書館再整備に関

する答申がなされました。建設場所は一つに絞

り切れず、長崎市、大村市いずれかという答申

でございます。 

同年6月、この内容を文教厚生委員会におい

てご報告をさせていただいております。 

裏面をごらんください。平成25年3月、文教

厚生委員会において、整備基本方針（案）の説

明をさせていただいております。この整備基本

方針（案）は、平成24年度に県教育委員会にお

いて検討を重ねた内容でございまして、新県立

図書館の建設地を大村市とし、大村市立図書館

との合築をすること。郷土資料センターを長崎

市に建設することをお示ししております。県教

育委員会では、文教厚生委員の皆様からいただ

いたご意見等も踏まえ、さらに議論を重ね、同

3月の県教育委員会の臨時教育委員会において、

整備基本方針を決定した次第でございます。 

平成25年6月、議会の本会議及び委員会にお

いて、整備基本方針策定のご報告とともに、今

後、新しい図書館の基本的事項や施設概要、運

営サービスなどを内容とする整備基本計画の策

定に向けた検討を始める旨をご報告させていた

だきました。 
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平成25年9月の本会議では、整備基本計画策

定に向けた作業着手のご報告と、委員会におい

ては、整備基本計画策定に必要な業務委託、専

門家会議や地区別説明会の開催等に関する経費

について予算審議をしていただきました。 

平成25年11月、整備基本計画策定のための専

門家会議を設置いたしました。 

平成26年3月、文教厚生委員会において、整

備基本計画策定状況と専門家会議開催をした旨

をご報告しており、また、整備基本計画の素案

についてもご説明いたしました。 

同年3月から4月にかけては、整備基本計画に

対する地区別説明会の開催やパブリックコメン

トを実施しております。この状況についても、

同じく3月の文教厚生委員会でご報告をしてい

るところでございます。 

平成26年6月、文教厚生委員会において、整

備基本計画（案）をご説明しております。 

県教育委員会では、いただいたご意見等を踏

まえて、さらに議論を重ね、翌7月の定例教育

委員会において、整備基本計画を策定した次第

でございます。 

平成26年11月議会の本会議と委員会におい

ては、整備基本計画の策定のご報告と、設計者

選定のためのプロポーザル関係経費の予算審議

をしていただきました。 

平成27年2月、文教厚生委員会において、設

計業者選定のためのプロポーザル実施状況をご

報告しております。 

平成27年6月議会の文教厚生委員会において、

設計プロポーザル審査の結果、佐藤総合計画・

INTERMEDIA特定建設関連業務委託共同企業

体を設計候補者として決定したことをご報告し

ております。 

なお、この設計業務委託につきましては、県

土木部建築課において、平成27年7月2日付で契

約をさせていただきました。 

平成28年2月議会の文教厚生委員会では、設

計概要の中間報告として、建物の外観や構造、

各フロアや各部屋の構成などについてご説明を

させていただきました。 

平成28年6月議会の委員会では、建設工事に

関する債務負担行為の設定について予算審議を

していただきました。 

最下段が、今議会においてご説明した実施設

計概要でございます。 

【宅島委員長】 ありがとうございました。 

 ただいまの説明につきまして、昨日提出いた

だきました実施設計の概要とともに何かご質問

はございませんでしょうか。 

【堀江委員】 平成25年3月の臨時教育委員会に

おいて整備基本方針が策定され、平成26年7月

の定例教育委員会において整備基本計画が策定

された。この整備基本計画は、もちろん長崎県

教育委員会と大村市教育委員会の整備基本計画

ということになるわけですが、この整備基本計

画に基づいて実施設計の概要が出されたので、

今回説明があったというふうに経過としては理

解をいたします。 

 そこで、昨日、補足説明資料に基づいて説明

がありました。1階はこういうふうになる、そ

れぞれの階はこういうふうですよということで

したけれども、実施設計の概要のところに、「「知

の拠点として県民市民を支える図書館」「未来

へつながる出逢いの場となる図書館」をつくり

ます」というふうにるる説明がありますが、要

するに、今回の長崎県立・大村市立一体型図書

館は、一言で言えば何を特徴としているのかと

いうことが、県民に説明するとしたらどういう

ふうになるのか。 
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例えば、これは何をモデルにして実施設計を

されたのか。あるいは、独自の発想であるとす

れば、過去、例えば近年の図書館と比較してど

うなのかといった、要するに、これだけ出され

ても比較対象となるものが何もないので、何と

もどうとも見れないところもあるものですから、

こうした整備基本計画に基づいて策定されてい

るということは十分承知の上ですけれども、今

回のこの実施設計の概要、要するに何が特徴な

のかというふうに県民に聞かれたら、どのよう

に説明をいたしますか。 

【山本新県立図書館整備室長】 長崎県立・大村

市立一体型図書館の特徴といたしましては、県

と大村市が共同で運営をする一体型図書館とい

うことがまず一つ特徴でございます。 

 これによって、県立図書館と市立図書館の機

能と役割をそれぞれ明確にすることで、一般貸

出等の市民サービスについては大村市立図書館

が、各市町立図書館への協力貸出、あるいは協

力レファレンスといった市町支援については県

が重点的に役割を担う。そうすることによって、

それぞれがお互い得意とする責務を担う分野に

おいて、まずは仕事ができて、補完することで、

よりよい一つの図書館として運営がなされてい

くということがまず一つ特徴でございます。 

 施設的には、資料保存能力ということで、202

万冊の収蔵能力を持っております。これは、今

後30年間の蔵書の増加を見越したところで、蔵

書の増加によって貸し出しや市町支援の充実、

県民の皆様への図書館サービスの充実が図れる

というふうに考えております。 

 また、今の県立図書館が狭隘でございました

ので、駐車場についても200台を整備すると

いった施設面の特徴、あるいはにぎわいを持た

せる、図書館に来ていただくことのまずはきっ

かけにということで、多目的ホールやギャラ

リー、交流スペース、そういったものを1階に

設けまして、図書館に来ていただくきっかけを

つくって、図書資料の活用につなげていきたい

と考えております。 

【堀江委員】 私が質問した、どこか参考とした

ところはあったのか、あるいは独自の発想であ

れば、例えば、ここ近年のこの図書館よりも、

ここが今度の県立図書館はすごいんだと、そう

いうものがあるんですか。 

【山本新県立図書館整備室長】 モデルとしてと

いいますか、整備基本計画を策定する中にあっ

て施設概要というものを定めていった経緯がご

ざいます。その中で近年建った図書館であると

か、他の都道府県立図書館の施設の状況という

のは調査をしております。 

今でも100万冊を超える蔵書がございますの

で、まずは資料保存機能を確保しよう、あるい

は駐車場についても、今23台しかございません

ので、一定200台規模の車が止められる駐車場

を確保しようということで、他県の図書館の特

徴であるとか必要とされる機能については、本

県独自の理由、事情等を盛り込んだところで施

設設計についてはさせていただきました。特に

これというモデルにしたところはございません

が、他県等の図書館の状況については把握をし、

設計等にも反映をしていったところでございま

す。 

 もう一つ、特徴でほかの県と比較をしてとい

うことについてでございます。資料の収蔵能力

については202万冊ございます。これは全国の

都道府県立図書館、今現在で見越したところで

ございますが、5番目の規模になる図書館でご

ざいます。 

【堀江委員】 今度の新しい長崎県立・大村市立
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一体型図書館は、資料保存、収蔵能力がすごい

んだよと、現県立図書館よりももちろん広くな

りましたと。具体的なモデルというのはないけ

れども、近年の県立図書館は、一定情報として

はキャッチいたしましたと。何より一体型図書

館なので、まずは来てくださる人たちについて

は大村市立図書館が請け負いながら、県立図書

館としては市町立図書館への貸し出しに力点を

置きますということでしたね。そういう理解を

いたしました。 

 そこで、言われるように、市立図書館の代理

を県立図書館が果たすということではだめだと

いうふうにもちろん思っています。先ほど、室

長が述べられた平成25年3月の臨時教育委員会

で策定された整備基本方針の中の新県立図書館

の最も重要な役割は何かということの中で、「全

ての県民に図書館サービスを行き届かせるため

に、住民に一番近いところで図書館サービスを

行っている市町立図書館に対して十分に支援す

ることである」ということが、当時、新県立図

書館の基本理念として最も重要な役割というふ

うに述べています。 

 そういう目線でこの実施設計の概要を見てみ

ますと、補足説明資料はページ数が多いので、

実施設計の概要の部分の1階です。3ページの右

側の下の方に、「建物の中心的な部分は、資料

保存の核となる資料保管スペースと、運営の核

となる事務・管理スペースを配置します」とい

うふうに述べられて、1階の平面図で、配送作

業・執務室を1階に置きますよと。ここで各市

町立の図書館や公民館の図書館室に資料を配送

するんですよというふうにありますけど、全体

的に見た時に、資料としては上の方にあります

よね。1階ではなくて3階、4階、5階、6階は機

械室的なものなんですけど、書籍が3、4、5階

にあるのに配送センターが1階になっている。

しかも、配送センターの隣はおはなしのへやで

すね。それから授乳室がありますよね。一番静

かなところの隣に配送作業センターがあって、

この新県立図書館は、単に市町村の図書館に配

送しますよというだけではなくて、ネットで予

約も受け付けて、貸し出しもしますよと。受け

取るのはそれぞれの市町図書館であったり公民

館であったりしますよと、そういうこともやり

ますよとなっていますよね。そういったネット

で受ける部屋というか、そういう執務をすると

ころが、単にここの部分で十分事足りるのか、

動線的な面も見た上で十分なのかというご意見

もいただいたんですが、その点はどのように考

えますか。 

今言われたように、市町村図書館への貸し出

しを今回の県立図書館はやりたいということで

最初に述べられましたけれども、そのことを具

体化するための1階の配送作業・執務室の広さ、

それから1階という場所、授乳室やおはなしの

へやが隣ということでも十分可能なのか。 

 例えば、道立図書館に文教厚生委員会で行き

ましたね。あそこは2階の事務室の隣に配送セ

ンターが置いてあるという状況もありました。

もちろん規模数が全然違うので一概には言えな

いと思いますけれども、書籍が2階、3階、4階

にあるのに、わざわざ1階にまた動線を、大丈

夫なのかというご意見もいただいたんですが、

それにはどのようにお答えしたらいいですか。 

【山本新県立図書館整備室長】 まず、1階がお

はなしのへやということで、音についてですが、

どうしても配送作業を行うには、車を付ること

は必要になります。よって、1階に配送作業室

を持ってこなければいけないという理由がござ

います。隣がおはなしのへやということについ
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ては、当然防音効果を持たせて音が気になるよ

うなことがないように配慮をしております。 

 また、縦方向、2階、4階、5階に閉架書庫が

ございまして、縦の移動がというところでござ

いますが、基本的に専用のエレベーターをバッ

クヤードの方に設けておりまして、それによっ

て縦方向については運搬をしていきたいと思っ

ております。 

 あと、縦方向で大丈夫かというところですが、

一般資料開架・資料閲覧スペースが3階にござ

います。3階のところに事務室、執務室を設け

ております。ちょうどカウンターの後ろが事務

室になっておりまして、専用動線を設けること

で閉架書庫の出納であるとか、あるいは1階の

こどもしつへのヘルプであるとか、あるいは各

階の対応ということは専用動線を設けておりま

すので、そこは線が重ならないように効率的な

配置について配慮をしたところでございます。 

【堀江委員】 配送しなきゃいけないので、車に

近いところがいいということは理解いたしまし

た。 

もう一つ、県立図書館の大きな役割として、

さまざまな部分で調査研究をするということ、

従来の図書館利用者はもとより、これまで図書

館を余り利用しなかった県民の図書館利用が促

進されるように今後の図書館のあり方を研究す

るということが整備基本計画の中にも昨年書か

れているんですが、そういった調査研究をする

ためのスペースは、この実施設計の中では十分

とれているという理解をしていいんでしょうか。 

【山本新県立図書館整備室長】 基本的には、3

階の事務室が中心になるかと思います。今まで

来られなかった方ということについては、企画

の部分があるかと思います。それは多目的ホー

ルでの映画鑑賞や読書講演会あるいはギャラ

リーでの絵画展や写真展、そういった催しをす

ることによって図書館に来ていただく、足を運

んでいただいた方には、映画であるとか、ある

いは落語であるとか、絵画であるとか、写真で

あるとか、企画展示をした内容を図書資料に結

び付けていく、そういった企画面のアイデア出

しというものは事務室の方でできるかと思って

おります。 

【堀江委員】 事務室の中に十分確保しています

よという回答であったと理解いたします。 

そこで、昨日、実施設計の概要が出されまし

た。これは、例えば県庁を新たに建てるのとは

違って、県民が一番利用する施設、建物だと思

います。そういう意味では、市立の図書館、町

立の図書館あるいは公民館の皆さん、それから

さまざまな県民の意見を聞く期間というか、そ

ういうものもとるべきではないかと私は思って

いるんです。 

もちろん、委託をしたという部分はあります

が、建物をつくってしまえば、いわゆる使い勝

手がどうなのかということでは、実際に計画の

段階で十分論議をすることがあってもいいと

思っておりますし、県民の意見を聞く期間を設

けてはどうかと私自身は思うんですが、その点

はどのように考えていますか。 

【山本新県立図書館整備室長】 堀江委員のおっ

しゃることはもっともなことであると思ってお

ります。 

県民の皆様からのご意見等については、県議

会をはじめ、整備基本計画を策定するに当たっ

ては、地区別説明会やパブリックコメントある

いは障害者団体からのヒアリング等によって基

本的に落とし込みをしたと認識しております。

その整備基本計画をもとに本設計にあっては進

めてきたことであり、いろいろなご意見という
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のは反映されているという認識でございます。 

【堀江委員】 私が言った実施設計、1階はこん

なふうになって、こういうフロアでこういうふ

うにしますよということは、それはもう県民に

聞きません、実施設計そのものが広く聞いたの

で、それを具現化したことについては委託をし

て作業に当たってもらったので、もう議員に示

しました、それで終わりということですか。 

【山本新県立図書館整備室長】 十分にお聞きし

たという認識で設計については進めてまいりま

したし、本年3月の本委員会にあっては、設計

作業の中間報告ということでご提示をし、ご意

見等をいただいた次第でございます。 

【堀江委員】 私としては、平成26年7月に出さ

れた整備基本計画の具現化の際に、正直、素人

ですからわからないわけですよ。それが実際に

こういうサービスをします、こういうサービス

をしますというふうに書かれている、そういう

形、これはイメージですよね、イメージ図です

から、実際その方向になると思うんですが、

100％そうではないですよね。 

そういう意味では、実際にこういう計画を県

民にお聞きする期間を設けてもいいと私は思っ

ています。これだけは意見として申し上げてお

きたいと思います。 

 とりあえず、終わります。 

【渡辺委員】 端的にお尋ねしますが、今回の建

物の形は曲線ですよね。何をイメージしてこう

いう形になったのか。なんでこういう形になっ

たんですか。私は、直線にした方が建設費も物

すごく安上がりになると思うんですよ。わざと

こんなふうにして曲げると、建設費が高くなる

のは目に見えているし、カーブのところによっ

て活用も十分できるのかなと思っているんだけ

ど、建設費のアップのために何かわざとカーブ

をつくっているみたいだけれども、なんでここ

までしないといけないんですか。 

【山本新県立図書館整備室長】 形状につきまし

ては、そもそも敷地が正形ではございませんで、

少しくびれたようになっております。北側の駐

車場部分と、ちょっとくびれて南側の建物本体

が来る部分ということで、駐車場は200台まず

確保しようということと、その中で効率的に建

物を配置していこうという配置計画を検討する

中で、敷地に合ったということで、形状的には

真四角であれば無駄なスペースといいますか、

使用しにくい部分が出てくるということがござ

いまして、敷地の形状に合わせて曲線状の形態

をとった次第でございます。 

 あと、コストにつきましては、大屋根を鋼材、

鋼板にすることで軽量化を図っております。軽

量化を図って、鉄骨造ということでコスト減に

取り組むとともに、大屋根の効果といたしまし

ては、図書資料につきまして一番大敵となるの

が紫外線でございます。大屋根をかぶせること

によって直接の光を遮って、ただ、明るさを確

保するためには南西側はガラス面にして、ガラ

ス面においては紫外線をカットするガラスを取

り入れております。 

 四角と曲線とのコストを比較した場合、ほと

んど差がない状況でございました。 

【渡辺委員】 それにしても、カーブすることに

よって私は建設費が高くなると思うんだけど、

それは高くならないんですか。 

【山本新県立図書館整備室長】 ほとんど差がな

い状況でございました。 

【渡辺委員】 比較した上で、こういうことにし

たということですか。 

【山本新県立図書館整備室長】 そうでございま

す。一定プロポーザルということで、業者提案
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を受けまして、この敷地に合った最適な形状は

何かということでもって設計者から提案がござ

いました。その中からこの形状を採用したとこ

ろでございます。 

【渡辺委員】 この図面、絵を見ると、例えば太

陽光の設備とか環境に配慮した面はどういうと

ころがありますか。太陽光発電はしてないみた

いになっているんですけれども、なぜ採用しな

かったんですか。 

【山本新県立図書館整備室長】 太陽光発電につ

きましては、検討をしていったところですが、

屋根の上に乗せられるワット数が30キロワッ

トということで、自家消費しか賄えないという

ことで、設置費用を考慮した場合、初期費用の

コストがかさむということで、費用対効果の観

点から、太陽光発電については見送りをさせて

いただいた次第でございます。 

【渡辺委員】 そういう考えを県が持っているか

ら私は腹が立つわけです。ＣＯ2削減のために県

が率先して導入すべきでしょう。費用対効果か

らどうのこうのとか、それはしかし、長期的に

見れば、県としてＣＯ2削減のためにこれだけ配

慮しているんですよと示すのが県の役割じゃな

いですか。費用対効果で導入を見送ったんです

か。 

【山本新県立図書館整備室長】 限られた予算の

中で図書館機能を充実させたいという、そちら

の方の考えもございまして、最終的に比較とい

うことで図書館機能の充実の方に使わせていた

だきました。 

【渡辺委員】 これは教育長にお尋ねしますが、

球温暖化のために、ＣＯ2削減のためにＣＯＰ21

協定を結んで、政府としてそういう削減に取り

組もうとしている時に、県の公の施設になぜこ

ういうことを導入しようとしなかったんですか。

初期費用が高くても、電力の使用量の関係、ど

この会社だって、そういうことをしなくなって

くるんじゃないですか。県が率先してすべきと

私は思うんですが、その辺の考え方についてお

尋ねします。 

【池松教育長】ＣＯ2削減、温暖化対策について

は、当然行政として率先してやらなければいけ

ないと思っておりますが、その手法はまちまち

だと思うんですね。太陽光発電だけが唯一の方

法ではないと思っております。 

 そういった意味で、我々もＬＥＤを使ったり、

昨日も説明させていただきましたけれども、全

体の照明も、全体を明るくするのではなくて、

必要なところをスポット的に明るくすることに

よって電力を少なくするとか、冷暖房について

もそのような機能を持たせております。 

 それで、お尋ねの太陽光発電については、先

ほど申し上げたとおり、初期投資とランニング

コストを比較した時に、売電ができませんので、

設置可能面積が30キロワットまでしか面積が

とれないということですので、そうするとラン

ニングコストとイニシャルコストをプラスした

時に、通常の電力を購入した方が安いと。 

 それと、回収するためには75年かかります。

そういう計算をした上で、先ほど室長が申し上

げたとおり、税金を投入する際に75年の回収と、

じゃ、初期投資の中で図書館をどう充実させる

かということを比較考量させて検討した結果、

我々としてはほかの方法で省エネを図る手法を

とって、財源については、まず図書館の充実に

使おうという判断をしたということであります。

ですから、決して省エネとか地球温暖化対策を

おざなりにしたつもりはございません。 

【渡辺委員】 そういうコスト面で言えば、要す

るに、売電ができないというのはなぜですか。 
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【宅島委員長】 しばらく休憩いたします。 
 

― 午前１０時３３分 休憩 ― 

― 午前１０時３３分 再開 ― 
 

【宅島委員長】 委員会を再開いたします。 

【山本新県立図書館整備室長】 30キロという

設置可能なキロワット数の制約がございます。

30キロであれば外に出すだけの機能といいま

すか、電力を生み出せないということで、余剰

電力が発生しないので売電ができないという整

理をさせていただいております。 

【渡辺委員】 そしたら、図書館が使う電力量が

30キロワット以内ということですか。 

【山本新県立図書館整備室長】新県立図書館で

使う電力は30キロワットを超える、以上を想定

しております。 

【渡辺委員】 私は、行政の姿勢で、今後、原発

が廃止になれば今の電気料金は上がっていく可

能性があるんだから、今の試算は今の電気料金

でしているわけだろう。70年間の今後の電気料

金を考えたらどうなっていくかわかりませんよ。 

 しかし、姿勢として、県がこれだけＣＯ2削減

に向けて頑張っているんだという姿勢を県民に

示す姿が必要じゃないですか。私はそこを指摘

しておきたいと思います。今後の公の施設に、

例えば、雨をしのげる通路だって太陽光を敷こ

うと思えば敷けるわけですから、それだけ県と

して県民の皆さんに対してアピールすることも

必要なんですよ。 

 よいものをつくるんじゃなくて、いかに環境

に配慮したかということを、環境部も入れて県

としての考え方をしているんですか、してない

んですか。環境部も入れた上で設計者と協議し

たんですか。 

【山本新県立図書館整備室長】 環境、エコ、省

エネ、そういった観点を持って設計者とは議論

させていただきました。 

【渡辺委員】 県の公共施設だから、できるだけ

環境にやさしい太陽光エネルギーとか、例えば

下水道に使う水は雨水をためて使うとか、いろ

いろ長崎市もブリックホールなんかやっている

わけですよね。費用対効果でいけば、それはし

ない方がいいかもわからん。しかし、公共施設

としてそういうことをすべきだということを県

民に示すのも、県のあり方としてすべきと私は

思いますので、これは意見として申し上げてお

きたいと思います。 

【宅島委員長】 ほかにございませんか。 

【宮内委員】 この付近は少し問題が違う方向が

ゆえに若干戸惑われる面があるかと思いますけ

れども、これを策定し、計画され、推進される

という時点では、飛行場の存在、飛行場によっ

て、大村空港によって発せられる爆音、しかも、

大村空港というのは必ずしも民間空港だけでは

ないわけですね。海上自衛隊、陸上自衛隊、と

りわけこれからは、西の守りはこの大村空港が、

航空自衛隊の九州全体のというよりも、日本全

体の対中国、対北朝鮮等々に対する重要な航空

拠点になることは、これはもう間違いなく、確

実な政府の方針であると私どもは理解をしてお

ります。 

 よりによって、昔の海軍航空隊がプロペラ機

でプルプルと、漢口爆撃や、あるいは上海爆撃

をやったようなそういう穏やかな爆音じゃない

んですね、今の航空機というのは。もうとてつ

もない、周辺数カ町にも、その爆音は、小中学

校の学校教育にも非常に影響を与えるような巨

大な爆音を発する。それは何も大村に限ったこ

とじゃない。航空自衛隊や、あるいは米海軍の、

あるいは米空軍の飛行場があるような周辺の学
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校教育の現場等々にお問い合わせになればすぐ

わかることですよ。みんな、あれは何とかなら

ないかという運動が盛んに起きていますよ。 

 話が回りくどいように私は申し上げますが、

もしも、お作りになるこの施設が、相当の距離

があっても、諫早や彼杵や川棚ぐらいまでの距

離があっても、この大村空港を、国が攻防をか

けて戦わなきゃいかん時には、これは断固とし

て使いますよ。1億国民を救うためには使わざ

るを得ませんよ。 

 その時に、大村空港の周辺というのは、とて

もじゃないけど、大変な爆音を覚悟しておかな

きゃいかんし、承知をしておかなきゃいかん。

そこら辺は、私はこの経過を最初の頃からずっ

と注目しておりましたけれども、全然話題とし

て取り上げられなかったし、問題としてもその

付近の問題が浮上してこなかった。それは、ま

だそういう客観情勢だったわけです。 

しかし、今は、数年あるいは十数年前とは段

違いの国際情勢であるということ、この付近を

お考えになれば、数日前のテレビの放送でも、

日本もアメリカと同じようにむちゃくちゃな爆

音を発する航空機をアメリカから数十機輸入し

たと、こういう報道等々もなされた。配備する

ところはどこか。東京周辺、そういうところに

配備はしませんよ。一番直近のところはどこか。

中国に一番近いところはどこか。それは大村に

決まっていますよ。 

 そこでもって、朝、昼、晩、昼夜分かたず訓

練に訓練を重ねて、そして1億国民を守るため

に徹底した防空訓練、防空演習等々をやられる。

時と場合によっては、そこを狙ってミサイルが

突っ込んでくるというようなことも考えられる。

大村は常にそういう危険にさらされる。 

 ということは、あなた方が計画をしておられ

るこの種の施設についても、全く被害がないと

いう保証は一体どこにあるかというような懸念

も、今となってはせざるを得ない、こういうふ

うに私は思います。 

 やっぱり時代というのはそれなりに動くわけ

ですから、動いたらそれなりに行政に反映をさ

せていかなければ、行政に頼り切っている市民

や県民は不安でならないですよ。そこのところ

をちょっと説明してくれませんか。 

 そこら辺まで突っ込んであなた方が検討され

たのかどうか、この問題について。 

 大村空港というのは、民間も軍用も、戦前、

戦中、戦後、共通して非常に重要な西の守りな

んですよ。縮小は絶対しませんよ。大村空港は

ますます拡大されるでしょう。 

 そういう時に静かに読書しなきゃいかん。静

かに民俗学の勉強をしなきゃいかん、そういう

ようなことを座ってやっておられるのかと。ど

んなもんでしょうな。 

【山本新県立図書館整備室長】 長崎県立・大村

市立一体型図書館につきましては、基本的には

平時の図書館の使用を想定して設計を行ってお

ります。 

 ただ、非常時、有事の際、災害等が起こった

場合については非常用発電機を24時間稼働す

るなど、そういった災害時のことも想定をして、

帰宅困難者の方等の受け入れができるような建

物の設計にしております。 

【宮内委員】 基本的に、そういうことが予想さ

れるようなところをわざわざ選ぶ必要はないん

じゃないですか。長崎県は狭い、狭いと言って

も、すばらしい適地は探せば幾らでもあるはず

ですよ。来てくれという市もあれば町もありま

すよ。どうですか。 

【池松教育長】 宮内委員がご指摘になったよう
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に、国際情勢というのが、いわゆるテロも含め、

朝鮮半島の核の問題も含めて非常に不安定であ

るということは我々も認識をしております。 

しかしながら、いろんな訓練とか、本当の非

常事態の場合は、それはそれなりの対応をしな

ければいけませんが、現に大村市民の方々は生

活をしておられますし、現状では、空港周辺は

防音対策などを防衛省の方でやっていただいて

いる部分もあるようですけれども、通常、駅周

辺、大村市内全体を見ると、航空機による騒音

被害というのが目立っているとは我々認識をし

ておりません。 

 そういった意味で大村市というのは、県の県

央地域にあって交通の要衝ということで場所を

選定させていただきました。 

 我々としては政府に外交努力をしていただい

て、今、宮内委員がおっしゃったような危機が

生じないよう努力していただきたいと思ってお

ります。平時の中で、県民・市民に、通常の生

活の中で行政としてできるいろんなサービスを

できるだけやっていきたいという視点で場所を

選定し、図書館の建設に至ったということでご

ざいます。 

【宮内委員】 それはわからんでもないですけど、

今から30年前、50年前、60年前、あるいは大村

藩時代、そういうような時と現代は違うという

ことは教育長も十分ご承知でしょう。大村市内

といったって、それは近代戦においては、大村

市内などというのは、言うなれば県の一つです

よ。 

したがって、私はあえて50年先、100年先と

いうことを考えるならば、もう既に大村航空隊

の時に大村市民が、どれだけあの周辺が被害を

受けたかということを、私ども小学校6年生で

したから、よく承知していますけれども、決し

て大村空港だけやられたわけじゃないですよ。

周辺の商店街や、あるいは農家や、もう至ると

ころ、メタメタにやられたという現状を私ども

は見ておるわけです。 

そういうようなことから比べると、今日の航

空機器類の爆発力の巨大さというのは比較にな

らないぐらいの発展を遂げておるんですよ。だ

から私は言うんですよ。何もそういうところを

よりによってやらないでも、全然そういう危険

性のないようなところで検討をされてしかるべ

きである。それが私は行政の将来を見据えた賢

明な策ではなかろうかというようなことをあえ

て老婆心ながら申し上げておるわけですが、そ

れでもなおかつ、過去にそういう経験をしてい

る大村市の空港の軍用基地もあるところにわざ

わざやらにゃいかんというような県の、あえて

言うならば頑迷な考え方に対しては、私はどう

しても理解ができないですね。 

 私どもは、やはり県民を代表する議員である

という立場からものを言うのは当然ですけれど

も、同時にまた、日本全体のバランスというこ

とを踏まえても、そういう体験、経験というこ

とは十分踏まえて、県は政策の中に取り上げて

しかるべきであるという意見を申し上げている

わけで、全然一顧だにもしない、そういう考え

方というのは、私は納得しがたいと思います。 

そういうような意見が議会で出たけれども、

航空自衛隊においては、あるいは大村陸上自衛

隊においては、あるいは国防担当の省庁におい

ては、そういうようなことは将来あり得るのか、

あり得ないか、それぐらいのガードフェンスを

少なくとも設定し、検討しておくというぐらい

の配慮は、これだけの巨費を投じてやろうとす

るならば、私は検討あってしかるべしだと、こ

ういうふうに申し上げておるわけであります。 
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全く一顧だにしないというような姿勢は、5

年先、10年先に、そうれ見ろと、あの時に宮内

委員が発言したことを検討して、ちょっとずら

しておればよかったのではなかろうかというよ

うなことがないことを私は願いますけど、これ

ばかりは世界情勢ですから、国際情勢ですから、

どういうふうになるか、それはわかりません。

しかし、全くないところもあるわけですから、

そういう危険性がないところもあるわけですか

ら、そういうところを選ぶべきじゃないかとい

うことを言いよるんですよ。 

 これは貴重な県民の財産でしょう。県民のお

金でしょう。県民の資産じゃないですか。そう

そう簡単に急ぐべきじゃないんじゃないですか。

今まで長くかかってここまできているのだから、

事のついでに私が提言したようなことなどを検

討したっていいじゃないですか。簡単にこの委

員会でぽんと蹴るような、そういうのはちょっ

と納得いきませんな。 

【池松教育長】 宮内委員から過去の大戦等を踏

まえてのご心配のご意見をいただいたんですが、

先ほど申し上げたとおり、現在、我が国の政策

というのは、言わば防衛力があって、それと基

地と共存する、日常生活はそこと共存していく

というのが根本的な考え方だと思っております。 

 おっしゃるとおり国際情勢が不安定な中で、

いつ何時どのようなことが起こるかわかりませ

んが、当面我々としては、根本的な考え方とし

ては、まさに基地とも共存していく市民生活と

いうことが大事だと思っておりますので、目の

前に宮内委員がおっしゃるような心配はありま

すけれども、当面は日常生活を重点に置いた施

策を踏まえて進めていくということであります。 

 ご心配を無視しているということではなくて、

比較考量するとそういう結論になるのではない

かと私は考えております。 

【宮内委員】 くどいようですけどね、それほど

検討することに戸惑われるようなことはないん

じゃないかと私は思うんですがね。海上自衛隊、

陸上自衛隊、航空自衛隊ないしは防衛省に直接

行かれて、実はかくかくしかじか、こういう計

画があるんだけれども、大村航空自衛隊という

のがある。そのためにこれが何らかの支障なり、

影響なり、あるいは爆砕なり、そういうような

ことが将来あるようなことはないのか、あるの

か。ないようにするためのディフェンスのあり

方は、航空自衛隊としては、あるいは防衛省と

しては、どういうような体制をどこら辺まで

張っておられるのか。そういうようなことぐら

いは聞いておっても少しも損にはならんと。そ

ういうような質問を受けた時に、そういう説明

をびしゃっとやれば、それで済むことですから、

それぐらい検討されたっていいんじゃないです

か。それほど時間はかかりませんよ。どうです

か。大事なことじゃないですか。 

【池松教育長】 防衛政策について国にお尋ねを

して、どの程度のご回答をいただけるかはわか

りませんけれども、少なくとも大村の自衛隊等

については、海上自衛隊も含めたところで、防

音というか、騒音に対してどのようなお考えを

お持ちなのかは確認をしてみたいと思います。 

【外間委員】 今日は、山本室長から実施設計の

概要についてご説明をいただきました。時系列

に従いまして、10年間にわたる新県立図書館の

あり方、さまざまな整備計画等も含めて、多く

の関係者と一緒になって、このことについては

今日まで議論を重ねてきているということを一

定理解させていただきました。 

 また、先般の一般質問におきましても、新県

立図書館の機能と役割、本来の各市町の自治体
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にある図書館との連携、支援、貸し出しサービ

スの強化等、さまざまな角度から、この県立図

書館の建設に当たっての役割等のご答弁をいた

だき、一定理解をさせていただいたところであ

り、今回の説明について、詳細についての質問

はあえて省略いたしまして、常日頃から思って

いる、こういった公共施設のあり方ということ

について、1～2点質問をさせていただきたいと

存じます。 

 まず、この名称でありますけれども、説明で

は、21の自治体の図書館の貸し出しサービスを

はじめ、長崎県の地理的機能から、まさにここ

にいらっしゃる文教厚生委員の皆様方と一緒に、

北海道は江別市にある道立図書館の視察を行う

ことによって、あの稚内から隅々まで百数十箇

所に及ぶ支所あるいは自治体の図書館を支援し

ていく。数百冊の図書館の貸し出しをはじめ、

各自治体の必要な歴史、文化、さまざまな知識、

情報を提供するというその仕組みが、離島を有

する長崎県は酷似しており、大村という地の利

も考えての検討と一つは理解いたしております。 

この名称でありますけれども、今のところ、

大村と一体となった一体型の図書館ということ

で、県立という言葉を入れた図書館の名称にな

ろうかと思いますが、よくよく振り返ってみま

すと、長崎県には、文化施設として、長崎県美

術館、長崎県歴史博物館と、あえて県がやって

いるんだぞ、県が建てたものだというふうなこ

とではなくて、県民のための施設であるという

イメージを醸し出すために、あえて名称にこだ

わって、「県立」の「立」を取ったというふう

に私は理解をいたしております。 

 公共施設が管理をすれば、どうしても時間的

にも、学校に行っている時間帯とか、仕事をし

ている時間帯は使えないけれども、学校が終

わって、仕事が終わって使いたい時に使えるの

が公共の本来の施設なのに、あえて行政が管理

するがゆえに、例えば9時から5時まで働いてい

る時間帯に管理をするということになると、公

共の施設は本来使いたい時に使えないというの

が、これは本末転倒ではないかということを常

日頃疑問に思っていた人間の一人でございまし

て、そういう意味からも、名称というのは非常

に大切なことである。名称がひとり歩きをして

いくわけですから、これは大事なことではない

かなと思っております。 

 また、先般、ある方から名称について、長崎

大学は、英語ではNagasaki University、長崎

県立大学は、なぜかUniversity of Nagasakiと

いう英語になっていて、本来であれば、

Prefectural Nagasakiというふうにしなければ

いけないんですけれども、それは総務部の所管

ですから、ここはおいておきまして、そのよう

に名称というのは非常に大切なことではないか

なと思っておりますが、この名称について、今

後、どのような名称で進めていかれるおつもり

か、この点をまずお聞かせください。 

【山本新県立図書館整備室長】 外間委員がおっ

しゃったとおり、県民の皆様に親しんでいただ

く、使いやすさをわかりやすく提示していく名

前というのは非常に大事だというふうに認識を

しております。 

 長崎県立・大村市立一体型図書館は、大村市

との共同運営ということになりますので、名称

につきましては、大村市の方と鋭意協議をいた

しまして、また議会の方にもご提案をしていき

たいと考えております。 

【外間委員】 しっかり多くの方々とご相談の上

で、名称にはこだわっていただきたいと思って

おります。 
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 次に、先ほども触れましたけれども、時間の

問題でありますが、開館の時間帯というのも、

多くの県民の方々に利用していただくためにも、

学校や仕事が終わった後の利用時間帯というも

のをよくよく検討して、どうしてもお上が管理

をすると5時までとか6時までとかいうふうに

なって、一体何のための施設なのか、県民のた

めのものであれば、その辺の管理というものは、

もしかしたら指定管理もこういったところから

生まれて、民間でできることと行政でできるこ

とのすみ分けを供用することによって、さらな

る行政のサービスの質の向上と機能の強化につ

ながっていくものと、私は常日頃そう思ってお

りまして、公共施設のあり方ということについ

ての利用時間というものも最大限検討していた

だきたいと思っておりますが、こういった新県

立図書館（仮称）の利用時間帯についてはどの

ようにお考えでございましょうか。 

【山本新県立図書館整備室長】 現在の県立図書

館の開館時間が9時半から夜の8時までで、大村

市立図書館が10時から夕方6時までと時間の違

いがございます。 

 ただ、長崎から大村に県立図書館が移動した

ということでサービスの低下につながらないよ

うに、十分に利用者の皆様の状況を把握し、あ

るいはご要望等もお聞きしながら、開館時間に

ついては検討をしていきたいと考えております。 

【外間委員】 今のところ、室長から18時とい

うことで、私が望むような時間帯ではない。今

後、ぜひとも検討していただいて、大村空港も

24時間化を目指しているわけですし、民間に

とって必要なものは24時間で、コンビニをはじ

め、必要なものは時間を延長してでもサービス

をやっていく、こういうふうな考え方をどこか

で取り入れて、県民のための施設ということを

追求するならば、ある意味、法を超えた思い切っ

た施策を講じて、名称とか時間とかいうものに

ついては思い切って踏み込んでいただければな

というふうに思っております。 

もっとたくさんありますけれども、今日はこ

の2点についてお伺いさせていただきました。 

【宅島委員長】 ほかにございませんか。 

【橋村委員】 さっきの渡辺委員の省エネルギー

対策というか、そういうものを考慮した設計を

というようなことでしたけれど、費用対効果と

か、いろいろ検討された結果だということをお

伺いし、まあ、それもそうなのかなと思ったり

もしました。 

 ただ、またこれも私が言うのはちょっと気が

引けるんですけれど、森山のスポーツ交流館を

建設しようとした時に、あれは平成7年だった

と思います。1月にいよいよ工事発注しようと、

神戸大学の先生に設計を依頼しておったわけで

す。その折に、たまたま神戸の大震災が発生し

たわけです。幸か不幸か、その先生も神戸の震

災調査委員にもなられたりしたわけです。 

したがって、私は、速やかな設計変更を、要

するに耐震性を神戸地震にも対応できるような

ことに設計を変更してくれということで変更さ

せて、だから恐らく日本で最初に耐震性を備え

た施設ではないかと思っておるわけです。 

その施設についても、さっき太陽光の利用を

云々ということでしたけれども、あのスポーツ

交流館では、パッシブシステムということで、

能動的ではなくて受動的な感じですけれども、

水蒸気を発生させて、その気化熱を活用して体

感温度が1～2度低くなるようにと、電気とか何

とか、そういう他動的なエネルギーを利用する

のではなくて、気化熱を利用してということも

設計の中で織り込んでいるんです。電気を生み
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出すこともそうだろうけれども、電気を節約す

ることもまた大事なことだと思っております。 

 だから、この空間が大きいから高熱水費がか

なりかかってくるだろうと。かなりこれはビ

ジュアルな感じになってきているので、節電あ

るいはＬＥＤを利用するというようなことで消

費電力を抑えようという配慮をされておるけれ

ど、また、いろいろ環境に配慮した形でのラン

ニングコストの低減ということも、もうこれで

終わりではなくて、ランニングまでの間、ある

いは議会での指摘もあったしということで、再

考する必要もあるのではないだろうか。今まで

の委員のご意見によりますと、変更できる、あ

るいはさらなる改善ができる余地もなきにしも

あらずだろうと思うので、これは30年、50年と

いう建物なので、そういうことも踏まえて十分

県民に説明ができるような対応をやっていただ

きたいと思っております。 

ハードについてはそれでいいんですけれど、

私が一番心配しているのはソフトの問題です。

郵便局が幾つか分社化されましたね、郵政とか

云々と3社ぐらい。同じ特定郵便局ですけれど

も、その中で3者が違うんですね。そうすれば

挨拶すらしないようになった。本当に冗談なし

に分社化したらそうなっていったという話を聞

いたわけです。 

 したがって、私は何を心配しているかという

と、県立職員と市立職員が一体として対応でき

るのか、どういう形でこのランニングをやって

いくのか。武雄あたりみたいな、ああいうこと

はまさか考えてはおられないと思うけれど、こ

れから大事なことは、極端に言えば施設は誰で

もつくれるんです。しかし、それに魂を入れる。

だから、ベストファイブに入る蔵書については、

それぐらいのレベルだと、結構なことだと思い

ます。130万、140万足らずの人口のところでそ

ういうふうなものに投資をされるということは、

高い評価をするところなんです。 

 しかし、その高い評価をされたその施設が本

当に日本一の図書館として機能できるのか。は

じめてのケースですよね。高知県か何かが県立

と市立が一体となった形で、まだそれも十分な

ランニングまでは入ってないんじゃないかと思

います。 

 そういうことで、私も県立図書館に皆さんた

ちといろいろ訪問したり、研究しておりますけ

れど、どれだけ専門職員をそこに配置するかな

んですよ。臨時職員とかそういう形でパートと

か、一番簡単なのは窓際にいて貸出業務をする

というのを、スーパーかコンビニのレジみたい

な感じでアルバイトでも誰でも同じじゃないか

と言うけれど、そこのところのアドバイスがで

きるかどうかという窓口の人の質の高さが一番

利用にとって大事なことだと思っております。 

 したがって、せっかくいいものをつくって、

いい人材を配置しないとなれば、何のための図

書館なのか、本末転倒ということになってしま

うので、建設に対して情熱あるいは精力をつぎ

込んでおられるけれども、これから県立と市立

と職員が一体となって、そして相乗効果が発揮

できるように、そして利用者にとってパーフェ

クトな対応ができるような能力、資質を兼ね備

えた職員の配置ということを考えておかなけれ

ばならない。 

 したがって、そういう専門家も、うちにいた

渡部君は、今、和歌山の特任教授でいろいろと

コンタクトをとっておられるみたいだけれども、

ああいう実務経験があるような人たち、いろん

な人たちの意見を集約して、こここそがモデル

だと言われるようなランニングができるように、
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そのためにはやはり今からスタッフがチームを

つくって、そして、県と市でどうやって役割分

担をやるか、あるいは分担というより相互協力

をやっていくのかというような、ただもうシェ

アをするだけでおるならば何の意味もない。そ

れが相まってからこそ相乗効果が発揮できる。

だからこそ県立図書館と市立図書館の一体化と

しての成果が生まれるわけでして、そういうこ

とに対する認識と、そしてこれからの人的な

チーム結成、あるいはどういうランニングを

やっていくためにどういう準備をしていこうと

いうお考えなのか、そこら辺のところをお伺い

しておきたいと思います。 

【山本新県立図書館整備室長】 県民の皆様に対

して質の高い図書館サービスを提供していくと

いうことは非常に大事なことであると思ってお

ります。それには経験豊富で専門性が高い職員

の配置が必要だと認識しております。そういっ

た一体型図書館において質の高いサービスを提

供していくためには、専門性の高い司書職の配

置であるとか、あるいは専門家の方のご意見、

関係者のご意見を聞きながら、県市ともども職

員の資質の向上に取り組んでいきたいと考えて

おります。 

【橋村委員】 今の段階で深くお尋ねしてもどう

かと思うんですけれど、とにもかくにも県と市

で図書館専門職員の合同会議みたいなものは開

催しておられますか。 

【山本新県立図書館整備室長】 一体型図書館の

運営を見越して、県と市で協議を行っている状

況でございます。 

【橋村委員】 どの程度か承知しませんけれども、

いずれにしても、私の思いというか願いという

か、祈るような思いで、いい図書館としてスター

トが切れるように、人的な面での体制整備を

図っていただくようにご要望して質問を終わり

たいと思います。 

【宅島委員長】 ほかにございませんか。 

【ごう委員】 私からは1点だけ、障害者の方々

への配慮についてお尋ねさせていただきます。 

今、ハード面の設計図とかが上がってきてい

るところですけれども、今後、中身、ソフトに

関していろんなものが決まっていくその時期が

いつ頃であるのかということと、その中身を決

めていく際に、障害者と一口で言っても、さま

ざまな障害のある方々が利用できるようなス

ペースになってほしいなと思っております。 

新たな公共施設は、やはりユニバーサルデザ

インを徹底してほしいという思いがありますの

で、この空間に身体、知的、視覚、聴覚の障害

者の皆様方も、ともに集うことができるような

サービスを提供してほしいなと思っております

ので、今現状として障害者の団体との意見交換

等がどの程度されているのか。そして、それが

いつ頃その中身について私たちの方に上がって

くるのかということをお尋ねしたいと思います。 

【山本新県立図書館整備室長】 設計に加え、一

体型図書館でのサービスのことに関しまして、

障害者団体の方からご意見を頂戴しております。 

 肢体不自由であるとか、視覚障害、あるいは

ろうあ協会などの4団体から意見をいろいろお

聞きしておりまして、備えるべきサービス、例

えば視覚障害の方からは音声図書を充実してほ

しい、点字図書を充実してほしいとか、あるい

は小さなお子さんたちは、布絵本といいまして、

布でつくった絵本等がございます。それを整備

してほしいであるとか、あるいは対面朗読室で

は、視覚障害者の方をはじめ、高齢者の方もそ

こで朗読サービスが提供できるようにというよ

うなサービス面のことについてもご提言をいた
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だいておりますので、そういったことを実際の

運営サービスの中で実現していきたいというふ

うに考えております。 

 時期については、開館を今のところ平成30年

度の末頃ということで見越しておりますので、

できるだけ早い段階でそういったサービスにつ

いても決めていって、準備をしていきたいと考

えております。 

【ごう委員】 ありがとうございます。4団体の

意見をしっかりと酌み取っていただいているこ

とは本当にありがたいことだと思いますし、本

当に最新の施設でありますから、インクルーシ

ブな社会のお手本となるような施設をつくって

いただきたいと思っておりますので、今後とも

どうぞよろしくお願いいたします。 

【宅島委員長】 ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【宅島委員長】 ほかに質問がないようですので、

これをもちまして、新県立図書館の整備につい

ての質疑を終了いたします。 

 次に、公明党より「チーム学校推進法の早期

制定を求める意見書（案）」の提出方について、

提出が今からある予定ですが、準備のため、し

ばらく休憩いたします。 

 準備のために11時30分から再開いたします。 
 

― 午前１１時１６分 休憩 ― 

― 午前１１時２９分 再開 ― 
 

【宅島委員長】 委員会を再開いたします。 

 次に、公明党より「チーム学校推進法の早期

制定を求める意見書（案）」の提出を受けてお

りますので、事務局より文案の配付をお願いい

たします。 

〔文案配付〕 

【宅島委員長】 それでは、麻生議員から、意見

書提出についての提案、趣旨説明等をお願いい

たします。 

【麻生議員】 皆さん、こんにちは。 

 今回、私ども公明党として、「チーム学校推

進法の早期制定を求める意見書」を出させてい

ただきました。 

内容は、グローバル化や生産年齢人口の減少

とか、社会の急激な変化、学校現場が抱えるい

ろんな課題が複雑化・多様化している現状があ

ります。また、貧困問題への対応や保護者等か

らの要望が結構あるということを伺っておりま

して、学校に求められている役割が拡大して、

学校の教員だけでは解決できない課題が増加し

ている。それに伴って、教員の勤務実態に関す

る国内外の調査からも、我が国における教員の

長時間労働が指摘されております。 

 教員が総合的に指導を担う日本の学校の特徴

がありますけれども、複雑化・困難化する課題

について、次世代の学校を構築していく必要が

あるということから、下記の4項目について出

させていただきました。 

 読んでいただければわかりますけれども、か

いつまんで、教職員体制の整備充実を求める。

チーム学校としてチームで対応していくという

ことでございます。 

 また、教員が担うべき業務というのは、子ど

もに向き合う時間を確保してやっていくという

ことを改めてうたっております。 

 そして、3番目には、部活動でございますけ

れども、部活動についても、教員の負担軽減を

図るということで、休養日の設定とか、地域の

スポーツ指導者を招いてやるとか、そういうこ

とも織り込ませていただきたいとうたっており

ます。 

 また、4点目には、教員の長時間労働という
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働き方を見直して、心身ともに健康な状況で職

場に向き合える、そういう環境をつくっていた

だきたいということの4項目であります。 

 私の知った方が実は教員になっておられまし

たけれども、朝は早く夜は遅くまで、そして土

日は部活動で自分の時間がないということを受

けて、優秀な先生でありましたけれども、3年

でブラックアウトされたということも伺ってお

ります。 

 また、中には長時間労働で自殺者も出ている

ということもありまして、まさに今、教育状況

において求められる、このチーム全体でやって

いくということで取り組んできたと思っており

ます。 

 また、昨年から文部科学省でもこれについて

審議をされて、多くの意見が出ておると思って

います。 

 ですので、今回のチーム学校推進法の早期制

定ということで出させていただきました。 

 中身は以上でございます。ご審議賜りますよ

うよろしくお願い申し上げます。 

【宅島委員長】 ありがとうございました。 

 ただいま麻生議員より説明がございました

「チーム学校推進法の早期制定を求める意見書

（案）」につきまして、ご質問はございません

か。 

【堀江委員】 提案者の麻生議員にお尋ねいたし

ます。 

 この「チーム学校推進法の早期制定を求める

意見書」の一番の言いたいことは、1にあるよ

うに、チーム学校推進法を早く成立させてくだ

さいということだと理解いたします。 

 このチーム学校推進法というのは、先の通常

国会に自民党・公明党から出された法案だと理

解をしています。平たく言えば、国会に自民党

と公明党が出した法律を地方議会が後押しして

くれという意見書ということですか。 

【麻生議員】 まさに現場は地方にあるわけでご

ざいまして、皆さん本当に現場で大変苦労され

ている、これを早くチーム学校推進法として推

進させていただいて、現場の負担を除外してい

くといいますか、そういうことについての後押

しをすべきだと私は思っておりますので、今回、

この早期制定を求めるという形でお願いの意見

書を提出したいと思っております。 

【堀江委員】 現場は地方にある、おっしゃると

おりだと思います。そうであれば、例えば長崎

県が政府施策要望で出しているように、「義務

教育に係る教職員定数の改善と確実な財源保

障」という文言でありますとか、何もチーム学

校推進法ということにこだわらず、2、3、4と

いうことは当然だと思いますし、むしろ少人数

学級をきちんと実施するという立場で教職員を

配置すれば、長時間労働の解消でありますとか、

子どもと向き合う時間はとれるのではないかと

いうふうに理解するんですが、そういうことか

ら考えたとすれば、チーム学校推進法そのもの

にはいろんな意見も私自身はありますので、そ

れをとって、2、3、4ということでのタイトル

を変えてということにはならないわけですね。 

【麻生議員】 今、学校現場においては、ソーシャ

ルワーカー、また、スクールカウンセラーも配

置がされました。相当伸びている状況でありま

すけれども、一人ひとりの課題、また、個人の

情報がありますけれども、こういったものを先

生たちと共有しながらどう取り組んでいくか。

また、チームとして、全体としてやっていく。

学校の先生たちは、授業も含めて多岐多様な時

間帯がありますけれども、子どもたちに向き

合っていく、そういう中ではチーム一緒になっ
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て取り組むことが大事じゃないかということを

うたっておりますので、この1点については、1

番目に記載しておりますように、チーム全体で

取り組んでいくということが一つのテーマに

なっていると私たちは理解しております。 

【外間委員】 ただいまの「チーム学校推進法の

早期制定を求める意見書（案）」について、公

明党から提案されました内容については、賛同

の立場で意見を申し述べたいと思います。 

 我が自民党では、先ほど堀江委員からご指摘

があったとおり、国会で継続審議になっていて、

確かにおっしゃるとおり、自民党・公明党の法

案による早期制定を求めるものでありまして、

先ほど麻生議員がおっしゃった学校、チーム、

先生が一丸となって、児童生徒の支援担当の専

任教諭の加配の拡充であるとか、心理専門家で

あるスクールカウンセラー、福祉の専門家であ

るスクールソーシャルワーカーの配置の拡充を

図って学校の相談機能を強化していくという件

についても、どうしても必要であるということ

で早期成立を目指してやっていくものでありま

す。 

 この点について、賛同の立場で意見を述べさ

せていただきました。 

【宅島委員長】 今、質疑だったんですけど、ご

意見として承っておきます。 

【坂本(浩)副委員長】 麻生議員と理事者の方に

もちょっと質問ですけれども、この意見書につ

いて、趣旨は理解しております。 

 ただ、この趣旨をより効果的に達成するため

には、教職員の定数改善も同時に進めることが

必要ではないかというふうな認識に立っており

ます。 

 このことは、チーム学校推進法を策定する過

程において、文部科学省の作業部会の中でも明

記されているところでありますし、それから、

学校現場の方でも、やはり今の状況の中で定数

の改善というのは必要ではないかという意見を

伺っているところであります。 

 理事者の方にお尋ねは、チーム学校推進法の

法案の策定に当たって、文部科学省内あるいは

県教委として、そういう問題意識があったのか

どうかという質問です。 

それから、麻生議員には、適正かつ必要な定

数改善を実施するという文言を、この1、2、3、

4のいずれかの中で関連するところに、例えば1

番目の教職員体制の整備充実というのもそうで

しょうし、それから2番目の子どもと向き合う

時間を確保するというのも関係すると思います

し、それから4番目の心身ともに健康を維持で

きる職場づくりを推進する、そのためにもこの

定数改善というのは必要だと思いますけれども、

そういう文言を補強するということについてど

うなのかお尋ねいたします。 

【栗原教職員課長】 現在、平成29年度の文部

科学省の概算要求の中におきまして、次世代の

学校指導体制の実現構想ということで10年計

画が出されております。 

その10年計画というのは、平成29年度から平

成38年度までの間に2万9,760人を増員しよう

というような内容でございまして、平成29年度

につきましては3,060人を増やそうという計画

でございます。 

 その大きな柱は3本ございます。その内容と

しましては、今おっしゃられた定数改善の部分

でございまして、まず1本目が学習指導要領の

改訂による社会に開かれた教育課程の実現とい

うことで、小学校での専科教員を増やすとか、

アクティブ・ラーニングを実現するための教員

を増やすというような内容で580人。 
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ここの意見書の中にもございますように、多

様な子どもたちの一人ひとりの状況に応じた教

育を推進するためにということで、5本程度ご

ざいますけれども、その中に貧困対策等も含ま

れております。そういったもので2,030人。 

 その他として、「次世代の学校・地域」創生

プランの推進ということで、教員の資質向上、

指導教諭の配置とか、学校事務職員、養護教諭、

栄養教諭等々を活用するための配置、また、提

案型による先導的な加配制度の創設等が含まれ

ておりまして、それで450人、合計3,060人等を

増員したいという概算要求が出されております。 

これは、一部に発達障害による通級指導また

は外国人児童生徒の指導の基礎定数化も含まれ

たような内容でございまして、まさにチーム学

校を推進するためには必要な要望ではなかろう

かなと考えているところでございます。 

【麻生議員】 私どもは、教員の定数の拡充とい

いますと、35人学級を30人にするとか一時あり

ましたけれども、そういうことになると大変な

財務関係もありますので、それについては多分

できないだろうと。 

それ以上に、先ほど話がありましたように、

現場で足らない、不足状況、また加配をすると

いうことについては、今後とも政府に求めてい

きたい、そして学校現場の充実を図りたいとい

うことで、坂本(浩)副委員長から話が出たこと

については、加筆させていただいても、このチー

ム学校推進法の早期制定を求めることについて

は補完する状況と思いますので、私ども5項目

めに追加させていただいても構わないと私は

思っておりますので、どうかよろしくお願いし

たいと思います。 

【宅島委員長】 ほかにご質問はございませんか。 

【松島委員】 提案者に確認させていただきます

が、チーム学校推進法、今、中央の方で提出さ

れているということですが、チーム学校という

言葉、よくこの言葉を選ばれたなという率直な

感想が私はあるんですが、チーム学校という言

葉の定義みたいなものはありますか。 

 恐らく学校にかかわるさまざまな人材をしっ

かり推進していくという意図だと理解して、そ

れは大事なことだと認識しています。 

 そこで、法案を提出するに当たって、チーム

学校という言葉をぴしゃっと定義されているの

かお聞きします。 

【麻生議員】 言葉について深い状況は、私も余

り考えていませんでしたけれども、ここの状況

でやるといえば、皆さんが本当に力を合わせて、

学校全体で一つになってやっていくという趣旨

が含まれていると思っております。 

 先生方が子どもたちと向き合う状況は長時間

でありますけれども、学校の皆さんがそれぞれ

一緒になって、個じゃないんですよと、全員が

一緒になって取り組んでいきましょうという趣

旨が含まれていると思っておりますので、全体

のチームという形になっていると思います。 

言葉ではありますけれども、オリンピックも

そうでしたけれども、チーム日本といいますか、

ジャパンといいますか、そういった形で全体で

一緒になってやっていこう、一人ひとりじゃな

いんですよ、全員でやるんですよという思いが

ここには託されていると思っております。 

【宅島委員長】 ほかにご質問ございませんか。 

【山本(啓)委員】 理事者にちょっと確認をさせ

ていただきたいんですが、ただいま提出された

意見書の内容について、各委員とのやりとりの

中で内容については十分理解できる範囲でわ

かったんですけれども、理解できる範囲でわ

かったというのもまたあれなんですけれども、
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実際、我々は、本県にとどまらず、全国の各現

場においては、教員の方々に与えられたという

か、担われている責務というのが、ニーズとい

う形で非常に大きくなってきている。いわば、

負担が大きくなっている。そのことに起因する、

またはそのことに由来するのではないかと思わ

れるような抑制できたこととか、防げたことと

か、そういったこともたくさんあるんだと思う

んです。そういった部分を改革していくために、

まさしく今、松島委員が確認されたように、チー

ムとして教職員にとどまらない現場の専門的な

もの、ＳＣ、ＳＳＣ等々も含めてでしょうけれ

ども、そういった体制で現場をしっかりと改善

していこう、改革していこう、そういった意味

も入っているんだと思うんですけれども、もし

把握していればでいいんですけれども、現在、

我が国の学校現場における教職員以外の方々の

割合、逆に言えば教職員の割合は把握されてい

ますか。 

【木村義務教育課長】 基本的に学校の定数は教

職員ということになりますので、常勤・非常勤

を含めてあります。それ以外に、例えば長崎県

で入っているものとしては、今お話がありまし

たスクールカウンセラー、スクールソーシャル

ワーカー、また、特別支援教育に係る支援員、

または英語教育等に係る指導補助員等が入って

おります。その割合は、把握しておりません。 

【山本(啓)委員】 もう終わりますけれども、私

が新聞等で触れた際に確認しましたら、恐らく

80％を超えて現場はほとんどが教職員と。全て

を海外と比較する必要はないのかもしれません

が、ほかの外国においては、5割が教職員で、

それ以外は先ほど言う心理の部分とか、ソー

シャルワーカーとか、支援員とか、そういう方

が占めているというのが現場の構成として確認

されております。 

 そういった部分も今回のこの取組において、

本県としても確認されて、どのような体制がい

いのかということを構築するきっかけとしても

チーム学校推進法というのは非常に有効なのか

なと。 

分析は必要だと思います。国からのものがす

ぐそのまま右から左じゃなくて、しっかりとし

た取組をしていただきたいなと思います。 

【近藤委員】 現在、教職員の仕事は大体1日ど

れくらいの形でやっているか教えていただけま

すか。 

【木村義務教育課長】 私ども、本県独自で平成

25年度に教職員勤務実態調査というのを行い

ました。その概観でありますが、勤務時間以外

に、小学校では平日で2時間37分、休日で1時間

51分、中学校では平日で3時間16分、そして休

日は3時間37分の超過勤務が行われているとい

う統計調査をとりました。 

【近藤委員】 教員の資質を上げる中で一番大事

なのは教材研究なんですよ。やっぱり今日の1

時間の授業をやるために3時間の教材研究時間

というのがかかるんです。これは現場で自分も

体験しています。その3時間の教材研究という

のは、その1日の勤務時間の中のどこでとらせ

るような形でやらせているんでしょうか。 

【木村義務教育課長】 教材研究は最も重要な業

務の一つであります。小学校と中学校で幾らか

違うと思います。小学校の場合はほぼ授業が詰

まっておりますので、教材研究を勤務時間の中

でできるとすれば放課後になります。中学校の

場合は幾らか持ち時数で変わりますが、授業時

間の中に幾らか空きがありますので、そういう

時間をとるということであります。 

ただ、先ほどお話の中で教育課題の複雑化と
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いうお話が出てきましたが、保護者の要望とか

地域への対応等、そういう活動にも勤務時間の

中での業務がとられるような状況にあります。

自ずと勤務時間の中でしなければならない、す

るべきことが勤務時間の外に出てくる、つまり

教材研究が勤務時間外に出てくる。そのあたり

も含めて超過勤務の要因になっているのだと思

います。 

【近藤委員】 1時間、1時間の授業を現場の教

員は大事にしているわけです。そういう中で、

明日授業がある場合には、その教材研究、仕事

を家に持って帰ってするというのは今禁止で

しょう、フロッピーを持って帰るというのは。

学校でやらないといけないということは、全て

が終わった中で自分の教材研究をする。若い先

生たちは9時、10時になりますよということな

んです。教材研究なしに明日の1時間の授業な

んて絶対無理だし、学校の一番の本来の目的は

何なのかといったら、その時間を、1時間、先

生が子どものために一生懸命授業をするという

ことなんです。教材研究の時間というのを勤務

時間内にどうしても入れるとしたら、やっぱり

数の問題が出てくるのではないか、授業数の問

題が出てくるのかなという形で、自分も現場を

見た中で、今言われているように、いろんな形

で現場の現状をもう少し考えてやらないと、不

安とか何とかで先生が病気になったりとか、授

業が投げやりになったりとか、そういうケース

が出てくるんじゃないかと思います。早く手を

打ってもらえればと思います。 

【宅島委員長】 ほかにご質問はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【宅島委員長】 ご質問がないようですので、し

ばらく休憩をいたします。 
 

― 午前１１時５１分 休憩 ― 

― 午前１１時５２分 再開 ― 
 

【宅島委員長】 委員会を再開いたします。 

 それでは、討論に入ります。 

討論はございませんか。 

【堀江委員】 このチーム学校推進法の中身は、

校長先生の権限強化が盛り込まれております。

私どもは、自由にものが言えて、安心して研究

できるという職場づくりがあってこそ、チーム

学校ということでの役割が果たせるんだと思っ

ています。今以上にさらに校長先生が権限を強

化し、管理統制をするという方向では、現状を

解決することはできないと思っております。 

 義務教育に係る教職員定数の改善、確実な財

源保障、これまで要望してきたそうした内容が

さらに要望できるようにしていただきたいと思

いますし、そういう面では2番、3番、4番は当

然賛成の立場ですけれども、それはチーム学校

推進法を早期に成立させないとできないという

ことではないという認識をいたしておりますの

で、この意見書は1番目の学校推進法を早くつ

くってくださいということが内容でしょうから、

その意味では校長の権限強化を盛り込まれてい

るチーム学校推進法については賛同できません

ので、意見書についても反対の立場をとらせて

いただきます。 

【宅島委員長】 ほかに討論はございませんか。 

【山本(啓)委員】 ただいま提出いただいており

ます意見書の内容について、賛成の立場で討論

を行いたいと思います。 

 本件につきましては、先ほど来、質疑の中で

も確認されたとおり、現状、各現場に置かれて

いる状況を打開していくためには、具体的なも

のがまず必要である。そして、教職員の方々の
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負担を減らし、そして役割の分担を明確にし、

さらには教職員の教育の現場の質の向上を目指

さなければならない、そのように感じた次第で

ございます。 

 また、教職員構造というものも、学校現場と

してどのような形がふさわしいのか、それを

しっかりと標榜したチーム学校というこの推進

法の内容については十分理解できることである

と思っておりますし、我が会派も進める立場で

ございますので、当意見書に賛成をいたしたい

と思います。 

【渡辺委員】 この「チーム学校推進法の早期制

定を求める意見書」につきましては、賛同の立

場から、先ほど坂本(浩)副委員長が言いました

ように、教員の現状から見て、定数是正をどこ

かの項目に入れる、こういうことを条件にして

賛同させていただきたい。 

 あと、文言につきましては、委員長、副委員

長と提案者の公明党さんと協議していただいて、

そういうことを条件に賛同したいと思います。 

【宅島委員長】 しばらく休憩いたします。 
 

― 午前１１時５５分 休憩 ― 

― 午前１１時５６分 再開 ― 
 

【宅島委員長】 委員会を再開いたします。 

 ほかにございませんでしょうか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【宅島委員長】 ほかに討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。 

 意見書の提出について採決を行います。 

 一部、改革21からのご提案の教職員の定数改

善について、そういった文言を加筆するという

条件で賛成するという立場を表明されました。

それをもって公明党からも加筆をしていいとい

うことであります。 

休憩します。 
 

― 午前１１時５７分 休憩 ― 

― 午前１１時５７分 再開 ― 
 

【宅島委員長】 委員会を再開いたします。 

 公明党さんから出されました提案のとおり意

見書を提出することに賛成の委員の起立を求め

ます。 

〔賛成者起立〕 

【宅島委員長】 起立多数。 

 よって、「チーム学校推進法の早期制定を求

める意見書」につきましては、提出することに

決定をされました。 

 なお、体裁の修正等についてはいかがいたし

ましょうか。 

〔「正副委員長一任」と呼ぶ者あり〕 

【宅島委員長】 それでは、正副委員長にご一任

願います。 

 しばらく休憩いたします。 
 

― 午前１１時５８分 休憩 ― 

― 午前１１時５８分 再開 ― 
 

【宅島委員長】 委員会を再開いたします。 

 これをもちまして、教育委員会関係の審査を

終了いたします。 

 次に、福祉保健部とこども政策局の審査でご

ざいますが、しばらく休憩いたします。 

 午後1時30分から再開したいと存じます。 

 どうもありがとうございました。 
 

― 午前１１時５９分 休憩 ― 

― 午後 １時３０分 再開 ― 
 

【宅島委員長】 委員会を再開いたします。 

 これより、こども政策局を含む福祉保健部関

係の審査を行います。 
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 議案を議題といたします。 

 福祉保健部長、所管事項説明をお願いいたし

ます。 

【沢水福祉保健部長】 福祉保健部関係の議案に

ついては今回ございませんので、議案外の所管

事項についてご説明いたします。 

 文教厚生委員会関係議案説明資料の福祉保健

部をお開きください。 

 1ページをご覧ください。「ねんりんピック

長崎2016」の開催。 

「ねんりんピック長崎2016」の開催が迫る中、

参加選手団約1万人の登録も終了し、開催に向

けた準備も大詰めとなってまいりました。 

大会を円滑に運営するため、7月に県庁内に7

部23班体制からなる実施本部を設置するとと

もに、大会運営をお手伝いいただくボランティ

アの皆様に対する業務説明会も開催していると

ころです。 

 また、宿泊施設や飲食店などを対象とした衛

生講習会を県内8カ所で開催し、全国から来県

される方々に安全に過ごしていただく準備も進

めてまいりました。 

 さらに、9月12日には、県内3カ所で採火した

炬火を一つにする集火式を長崎市内で実施する

ほか、例年の4倍となる長崎県選手団の決団壮

行式も9月30日に開催予定であり、大会に向け

た機運も大きく高まってきております。 

 総合開会式につきましても、9月19日に出演

者の演技等を確認する1カ月前リハーサルを実

施し、10月1日には本番同様の総合リハーサル

を行うこととしております。 

 県としては、多くの県民の皆様にご来場いた

だき、大会の魅力に触れ、盛り上げていただく

よう、テレビCMによる告知など広報活動に一

層努めながら、参加される皆様に世代を超えて

楽しんでいただき、心に残る魅力あふれる大会

となるよう準備に万全を期してまいります。 

 続きまして、下段の障害者のスポーツ振興に

ついてであります。 

併せて、文教厚生委員会関係議案説明資料の

追加3をご覧ください。 

 ここで、大変申し訳ございませんけれども、

資料の修正をお願いいたします。 

追加3の1ページ冒頭にありますページ及び

行数の削除の記載に誤りがございます。資料の

記載では、「3頁17行目から23行目を削除し」

と書いておりますけれども、正しくは「1頁19

行目から2頁5行目を削除し」ということでござ

います。どうぞよろしくお願いいたします。 

 なお、この項目につきましては、全面修正を

しておりますので、追加3の説明資料をごらん

いただきたいと思います。 

 障害者のスポーツ振興について。9月7日から

18日までの12日間、ブラジル・リオデジャネイ

ロでパラリンピックが開催されました。本県ゆ

かりの選手3名が出場し、ボッチャ競技団体の

木谷選手が、日本勢初となる銀メダルを獲得さ

れました。また、車椅子マラソンの副島選手、

車椅子バスケットボール男子の鳥海選手の健闘

も光りました。 

障害者スポーツ最高峰の大会であるパラリン

ピックにおいて、県民に大きな感動を与えてい

ただいたことに改めて感謝いたしますとともに、

今後のさらなるご活躍を祈念いたします。 

 また、本年10月22日から24日まで、岩手県で

第16回全国障害者スポーツ大会が開催されま

す。陸上等個人競技及び車椅子バスケットボー

ルをはじめとする4種の団体競技に、118名の本

県選手団を派遣することといたしております。

引き続き、選手の育成・強化を図るとともに、
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障害のある方々のスポーツ交流と社会参加の促

進に努めてまいります。 

 続きまして、文教厚生委員会関係議案説明資

料の福祉保健部3ページ中段の社会福祉入所施

設における防犯対策についてであります。 

 なお、この後段部分の「また」以下の部分に

つきましては、文教厚生委員会関係議案説明資

料の追加2の方で修正をしておりますので、福

祉保健部の1ページ下段を併せてごらんいただ

きたいと思います。 

 社会福祉入所施設における防犯対策について。

去る7月26日に、相模原市の障害者支援施設、

津久井やまゆり園で発生した殺傷事件において

犠牲になられた19名の方々に深く哀悼の意を

表しますとともに、被害に遭われた皆様の1日

も早い回復を心からお祈り申し上げます。 

 本県におきましては、事件の報を受け、直ち

に県内45カ所の障害者入所施設に対して防犯

対策の現状を確認し、万全を期すようお願いを

いたしました。 

 翌日には、入所者等の安全確保に対する国か

らの通知を県内全ての障害福祉サービス事業者、

訪問系事業所などを除く介護サービス事業所に

送付して注意喚起を図るとともに、県内879カ

所の高齢者入所施設に対する防犯対策の状況把

握などにも着手したところであります。 

 これ以降につきましての説明は、追加2の議

案説明資料になりますので、そちらをご覧くだ

さい。 

 また、9月7日には、県内の障害者入所施設を

対象として連絡会議を開催し、防犯対策に関す

る国の動向や施設ごとの防犯マニュアルの策定

に向けた県の取組について情報を共有するとと

もに、県警による防犯講習や各施設の課題等に

ついて意見交換を行いました。 

 今後は、防犯対策に関する関係施設のご意見

や、現在、国において検討されている事件の検

証結果を踏まえた再発防止策などを踏まえなが

ら、県としての対応を検討するとともに、引き

続き、誰もが相互に人格と個性を尊重し支え合

い、多様なあり方を相互に認め合う共生社会の

実現に向けた取組を進めてまいります。 

 その他の所管事項につきましては、この後、

担当課長の方から補足説明を予定しております

地域医療構想の策定について、国民健康保険事

業の都道府県化について、また、文教厚生委員

会関係議案説明資料追加1の福祉保健部関係1

ページの長崎大学における感染症研究拠点の整

備について、議案説明資料追加2の福祉保健部

関係1ページ上段の長寿者慶祝事業についてで、

内容は記載のとおりであります。 

 以上をもちまして、福祉保健部関係の説明を

終わります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。 

【宅島委員長】 ありがとうございました。 

 こども政策局長に総括説明をお願いします。 

【永松こども政策局長】 引き続きまして、こど

も政策局関係の議案についてご説明いたします。 

 文教厚生委員会関係議案説明資料こども政策

局の1ページをお開きください。 

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第126号議案「長崎県子育て条例行動計画の変

更について」の1件であります。 

 議案の内容についてご説明いたします。第

126号議案「長崎県子育て条例行動計画の変更

について」につきましては、平成26年7月に佐

世保市内で発生いたしました女子高校生殺害事

件を契機に設置いたしました「長崎県子ども育

成総合検討会議」でとりまとめられた再発防止
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策等を第7章として新設するとともに、今年度

からスタートいたしました「長崎県総合計画

チャレンジ2020」との整合性を図るなど、所要

の改正をしようとするものであります。 

 次に、議案外の主な所管事項についてご説明

をいたします。 

児童福祉施設等における安全確保対策につい

て。去る7月26日未明に発生いたしました相模

原市の障害者支援施設入所者殺傷事件を受け、

所管する児童福祉施設等に対しまして、児童の

安全確保について注意喚起を図るとともに、不

審者対策等の再確認をお願いしたところであり

ます。 

 県といたしましては、今後の国の動向も踏ま

え、施設における重要な防犯設備や不審者対応

マニュアルの整備など、施設における防犯対策

の強化に努めてまいります。 

 追加の1ページをお開きください。待機児童

の解消について、去る9月2日、厚生労働省から

平成28年4月1日現在の保育所等の待機児童数

が公表されました。全国の待機児童数は2万

3,553人で、前年比386人の増加でした。本県は

70人で、前年比28人の増加となっております。

保育所の整備や保育士の確保など、今後も待機

児童の解消に向けた施策を進めてまいります。 

長崎県発達障害児・者総合支援推進会議の開

催について、県内の発達障害に関係する各機関

が支援に関する情報を共有し、連携した支援体

制の構築等を図るために、「長崎県発達障害児・

者総合支援推進会議」を新たに設置し、9月7日

に第1回の会議を開催いたしました。 

会議におきましては、県や関係団体から発達

障害児・者の方々への支援の現状や取組及び課

題等について説明を行い、委員からは発達障害

者支援センターの機能強化、成年期の発達障害

者に対する支援の充実の必要性などのご意見を

いただいたところであります。 

引き続き、本推進会議において、連携の緊密

化や支援体制等についてご議論いただき、今後

の発達障害児・者の方々への支援の充実に向け

た取組に反映させてまいります。 

その他の所管事項につきましては、長崎県婚

活サポートセンターの移転について、保育の仕

事合同面談会の開催について、児童福祉施設球

技大会について、長崎県子育て条例推進協議会

の開催について、婚活サポーター「縁結び隊」

の養成についてでございますが、内容は記載の

とおりであります。 

以上をもちまして、こども政策局関係の説明

を終わります。 

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。 

【宅島委員長】 ありがとうございました。 

 次に、こども未来課長より補足説明をお願い

いたします。 

【中野こども未来課長】 私の方からは、126号

議案「長崎県子育て条例行動計画（変更案）」

について、補足して説明いたします。 

 お手元に資料として5冊あるんですけれども、

まず、右肩の方に「こども①」とありますが、

「長崎県子育て条例行動計画（変更案）の概要」

というのがございます。次に、「こども②」と

ありますけれども、「新旧対照表」、それと、

「こども③」と右肩にあると思いますけれども、

変更後の計画本文、そして「こども④」という

ことで、「長崎県子ども育成総合検討会議とり

まとめ【概要版】」というのがございます。最

後に、「こども⑤」ということで、「長崎県こ

どもの貧困対策推進方針」をお配りしておりま

すので、この議案と一緒に併せてごらんくださ
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い。 

それでは、先ほど言いました、「こども①」

と右上にありますが、表題としては「長崎県子

育て条例行動計画（変更案）の概要」、この1

ページに沿って説明させていただきます。A4の

2枚組のものです。1ページでございます。 

今回の計画変更につきましては、この資料に

記載のとおり、主に2つの変更理由に基づいて

行うこととしております。 

まず、1つ目でございますけれども、「「長

崎県総合計画チャレンジ2020」との整合」と柱

書きがあるかと思います。内容としましては、

右側の2ページをごらんいただければと思いま

すが、この子育て条例行動計画そのものは、平

成27年度から5カ年計画として策定されており

ます。その際に、この計画の上位計画に当たり

ますいわゆる前の総合計画との整合を図って作

成しておりましたが、その1年後に新総合計画

が、先ほど言いました「長崎県総合計画チャレ

ンジ2020」が平成28年度からの5カ年の計画と

いう形で策定されましたことから、今回、主に

数値目標の整合を図るというような変更を行っ

たところでございます。 

2ページに書いておりますけれども、整合を

図る理由としましては、①ということで新たな

数値目標の追加、②既存の数値目標の変更、③

ということで既存の数値目標に、いわゆる項目、

一番左端の項目には変更ないんですが、基準値

とか目標値等の変更、こういったもの3つを理

由としております。 

この表に記載してあるとおり、①、③ともに

4項目ずつこれらの数値目標の変更を行うこと

としております。 

以上が1つ目の変更理由についての説明でご

ざいます。 

次に、左側にまた戻っていただいて、1ペー

ジ目ですけれども、今度2つ目の理由、「長崎

県子ども育成総合検討会議とりまとめ」という

柱書きがあるかと思いますが、これについて説

明いたします。 

先ほど、局長説明にもございましたとおり、

平成26年7月26日、佐世保市内の県立高等学校1

年の女子生徒が同級生の女子生徒に殺害される

という事件が発生いたしました。 

県としましては、このような事件を二度と起

こしてはならないという認識のもとに、平成27

年3月に長崎県子ども育成総合検討会議を設置、

本年6月にその検討結果のとりまとめを終了し、

その内容、経過について、前回の当委員会でも

説明させていただいたところでございます。 

このとりまとめに記載されております再発防

止策につきましては、今後、こういった事柄を

風化させない、事件の風化を防ぐという意味合

いからも、適正に進行管理をしていく、そういっ

た目的で、このたび子育て条例行動計画を変更

し、その内容をこの計画に盛り込む。そして、

この条例に基づいて設置されております外部委

員会からなっておりますが、いわゆる長崎県子

育て条例推進協議会に毎年諮ることによって、

これをチェックし、深化させていくというもく

ろみを考えているところでございます。 

去る8月8日、先月ですけれども、この協議会

を開きまして、当該計画変更案を協議いただい

たところでございます。その中では、特に異論

はなく承認をいただいたところでございます。 

では、2番目の変更理由の中身について若干

説明をさせていただきたいと思います。 

用います資料は、こども③、3番目の資料で

す。先ほど、変更後の計画の本文になるという

③、ちょっと厚手の冊子でございますが、この
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86ページになります。ここに、新たに盛り込む

べき内容、いわゆる今後の対策案、再発防止策

についてを明確にするため、この計画の第Ⅷ編、

「計画内容」という表題になりますが、ここに

新たに7章というのを設けまして、「長崎県こ

ども育成総合検討会議にかかる取組」という柱

書きで章立てをさせていただいております。 

内容につきましては、これは前回もご説明し

ましたが、資料としては参考までに4番目の資

料、「こども④」という資料があるかと思いま

すが、「長崎県子ども育成総合検討会議とりま

とめ【概要版】」というのを付けさせていただ

いております。この4ページ以降に、この計画

に盛り込んでいる部分に編みかけをさせていた

だいております。4ページからの部分の事業に

ついて、そういうことで資料を付けさせていた

だいております。今回の行動計画第7章に、こ

の部分を盛り込ませていただいているというこ

とでございます。 

 すみません、何度も飛びますけれども、先ほ

どの3番目の資料、本文に戻っていただきます

が、先ほどの86ページに戻っていただきます。 

第7章のところでございますけれども、この

会議におきましても、いわゆる再発防止策の具

体策として3つの項目を検討させていただいて

おりまして、第7章では、第1節、関係機関の連

携強化、第2節ということで、特別な配慮が必

要な子どもへの支援、第3節ということで、中

期的な取組について、5年以上かかるような取

組ということですね。この3つを項目立てして

おります。 

 それぞれの項目について、現状と課題、それ

に対する具体的な施策という記載をさせていた

だいておりまして、合わせて11の数値目標を設

定させていただいております。 

 まず最初の第1節、関係機関の連携強化につ

きましてご説明させていただきます。 

 いわゆる児童相談の第一義的な相談窓口とし

て重要な役割を担っております市町におきまし

ては、現状、十分な体制をとることができてお

りません。 

 そのため、県から市町へのバックアップが重

要であることから、記載の8つの丸がついてい

ると思いますが、8つの施策に取り組むことと

しております。 

 主な取組としましては、具体的施策の7-1とい

うことで、この1つ目の丸、いわゆる児童相談

所と市町の役割分担に係る法的な整理に基づき

まして、法律上の整理に基づきまして、県独自

の児童相談所と市町との連携体制を明確にする

ということに向けた新たな指針を策定する、こ

ういった検討をしていくということ。 

 また、3つ目の丸につきましては、市町にお

ける児童相談体制の強化のため、市町職員の専

門性の向上を目指した研修の実施。県に登録し

た児童福祉、法律、医療の専門家等の市町への

派遣による技術的な助言などを行う。また、市

町へのバックアップを中心とする取組をこう

いったことで取り組むこととしているというこ

とでございます。 

 数値目標につきましては、次のページですけ

れども、87ページに記載のとおり、ご紹介いた

しますと、市町との連携のための指針、市町の

児童相談体制確認表に基づく地域の実情に応じ

た連携体制の構築として、平成30年度に県内21

市町全てにおいて連携体制を構築することを目

標と掲げております。こういったことで関係機

関との連携強化を図っていく。 

同じく、同じページの中段、次に第2節でご

ざいます。2番目の項目でございますが、第2節
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の特別な配慮が必要な子どもへの支援について

でございます。 

特に乳幼児から学齢期までの子どもの情報を

共有いたしまして、継続した支援を行うための

施策化が重要であるということから、ページ数

でいきますと88ページから89ページまでの具

体的施策、7-2と数字があるかと思いますが、具

体的施策の記載のとおり、9つの施策に取り組

むこととしております。 

主な取組として1つ目の丸でございますが、

発達障害児・者を支援する医療・保健・福祉等

の各分野における情報共有や支援体制の構築な

ど。 

また、2つ目の丸でございますが、いわゆる

幼稚園、保育所、認定こども園の指導要録の様

式を統一した「こども要録」の作成など、書面

での確実な引き継ぎ、小学校等への確実な引き

継ぎを支援するための仕組みづくりをする。 

さらに、4つ目の丸でございますが、健診情

報を小学校へつなぐための情報伝達ツールの作

成などの施策に取り組むこととしております。 

数値目標としましては、先ほど言いました89

ページの方になりますが、いわゆる情報の引き

継ぎや支援の継続への「こども要録」の活用の

割合として、平成31年度に100％を目指す。ま

た、5歳児健診の実施市町数を平成31年度に21

市町全てなどを挙げております。こういったこ

とによりまして、特別な配慮が必要な子どもへ

の支援の充実を図ることとしております。 

最後に、同じページの中段になりますけれど

も、第3節ということで、中期的な取組につい

てということでございます。これは成果を出す

までにもう少し時間はかかる、5年以上かかる

かなということで、こういう柱書きにさせてい

ただいておりますが、1つ目がメディアへの対

応と、2つ目が子どもの貧困対策に取り組むと

いうことにしております。 

1、メディアへの対応でございますが、3つの

施策に取り組むこととしております。 

主な取組として89ページの具体的施策とい

うのが鍵括弧であるかと思いますが、1つ目の

丸でございます。インターネット上の有害情報

から子どもを守るため、携帯電話販売業者をは

じめとする関係業界と連携し、フィルタリング

の普及やインターネット利用のルールづくりな

ど、メディアとの正しい付き合い方について広

報啓発を推進するなどを行い、90ページに記載

しております数値目標を設定し、取り組むこと

としております。 

次になりますが、2番目の子どもの貧困対策

でございます。これは今年の2月定例会におき

まして、当委員会でもご議論いただきましたが、

子どもの貧困対策の推進に係る法律等に基づき

まして、平成27年度に策定いたしました長崎県

子どもの貧困対策推進方針に基づいた取組につ

いで90ページに記載しております。 

これについては、参考資料として5番目のこ

ども⑤と右肩に書いてあります「長崎県子ども

の貧困対策推進方針」の9ページに内容等は記

載させていただいております。 

数値目標であります生活保護世帯の子どもの

大学等進学率など、4項目をこの子どもの貧困

対策では設定して取り組むこととしております。 

同様の内容が、この第4章、先ほど追加の7章

のお話をしました。第4章というのがございま

す。この中に、きめ細かな対応が必要な子ども

と親への支援についても同じ内容を今回追加さ

せていただいているということになります。

ページ数でいきますと、先ほどの変更案の71

ページ下段です。 
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以上が2つ目の変更理由についての説明でご

ざいます。 

その他文言の時点修正等の部分はございます

けれども、大きくはこの2つの理由によるもの

が今回の変更内容となっております。 

説明は以上でございます。 

よろしくご審議いただくようお願いいたしま

す。 

【宅島委員長】 ありがとうございました。 

 以上で説明が終わりましたので、これより議

案に対する質疑を行います。 

 質疑はございませんか。 

【堀江委員】 今、課長説明がありましたが、「長

崎県子ども育成総合検討会議とりまとめ【概要

版】」の中で、4ページの具体的対策として関

係機関の連携強化について示されています。私

もこの方向で進めていただきたいと思うのです

が、その中に、平成27年度に既に実施している

ものというのがありますね。 

 教えていただきたいんですけれども、児童相

談所の機能強化、この中の契約弁護士の配置と

いうのは全て済んでいると理解していいんです

か。まず、そこから教えてください。 

【吉田こども家庭課長】 契約弁護士については、

長崎、佐世保それぞれに1名ずつ契約をして、

相談ができるような体制は既にとっております。 

【堀江委員】 それで、この長崎県子育て条例行

動計画そのものがこどもの担当であるというこ

とで、教育委員会との関係がどうなのかという

ことを1つ確認したいと思っているんです。 

 例えば、「こども④」の子ども育成総合検討

会議とりまとめの中で、先ほど私が指摘した4

ページの関係機関の連携強化のあり方、既に実

施をしているものの一つとしてスクールカウン

セラー、スクールソーシャルワーカーの有効活

用というのがありますね。 

これは当然そうなんですが、しかし、スクー

ルソーシャルワーカー、スクールカウンセラー

のいわゆる配置状況というのは、全ての学校に

配置というわけではないので、結局、子ども育

成総合検討会議をとりまとめて、これを活かそ

うという時に、実際に子育て条例行動計画がこ

ども政策局であるということから、教育委員会

にかかわる部分はどのようになるのかという疑

問があるんですが、これはどのように認識した

らいいですか。 

【中野こども未来課長】 私どもも教育委員会と

そこら辺は議論をさせていただいたところでご

ざいまして、どういったものを入れる、入れな

いという話の中では、平成27年度に大体着手が

終えているものについて、なおかつ、この行動

計画に載せて進捗管理を5年近くする必要がな

いものについては記載しないという整理をさせ

ていただいたということでございます。 

そういう中で、ご指摘のところのスクール

ソーシャルワーカーについても今回は第7章に

は載せなくてもいいという判断があっているわ

けでございます。 

【堀江委員】 これは、私にとっては議案に対す

る態度に大きくかかわるところなんですよ。つ

まり佐世保の事件を受けて子ども育成総合検討

会議がとりまとめられましたよと。それを受け

て、じゃ、子育て条例行動計画にはこれを活か

してやりましょうと。しかし、教育委員会との

分野、学校と教育委員会の関係でありますとか、

そういう分野をどう活かすか、どこに反映する

のかという部分が疑問としてあるわけです。 

いやいや、この子育て条例行動計画は、いわ

ゆるこども政策局の担当なので、そこの分野だ

けを子ども育成総合検討会議の中からとりまと
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めましたというふうになるのか。 

なぜそういうことにこだわるかというと、ス

クールソーシャルワーカーというのは、実際に

問題がある子どもという目線一つをとった時に

も、やっぱり子どもたちが状況を把握できる一

つの大きなかなめじゃないですか。そういう

ワーカーたちがいないといけないよということ

で、例えば教育委員会で言うと、第2期長崎県

教育振興基本計画があるでしょう。これから見

ても、目標は30％なんですよ。スクールカウン

セラーの設置状況は平成30年度に33％。 

逆に、子ども育成総合検討会議とりまとめを

受けて、じゃ、この教育振興基本計画も補充し

ますよということにもなってないですね、今回。

いやいや、自分のところはこども政策局だから、

こども政策局だけの対応なんですよという答弁

なのか。 

そこがちょっと私の理解の中で整理しきれて

ないところがあって、どういうふうにしたらい

いのか、単に佐世保の事件を受けてした時に、

こども政策局の対応、児童相談所だけの対応で

いいのかというのが問われているわけでしょう。

学校との関係、教育委員会との関係、ここが問

われている。ここの部分はどうなっているのか

というところを説明してくださいますか。 

【中野こども未来課長】 ご指摘はごもっともで

ございます。 

 例えば、今のスクールカウンセラーにつきま

しては、57ページの第4章にスクールカウンセ

ラーの設置率とか、もともとあるものもござい

まして、そこのところで行動計画を管理してい

けると、そういったところであるのかなと。 

 あと、教育委員会との関係でございますが、

全て今回の事件については、いわゆるこども局

関連だけしかないのかというわけではなくて、

教育委員会のものにつきましても、資料の「こ

ども③」の本体部分ですけれども、88ページか

ら89ページにかけての、特別支援教育室の事業、

88ページの一番下の発達障害児等能力開発・教

育支援推進事業、こういったことで対応してい

くということ、こういったところも入れており

ます。 

先ほど言いましたように、もう既に入ってい

るものとか、平成27年度で大体終えているもの

について、そういう教育関係の部分について、

こども政策局のものについても、今回この計画

には載せていないという整理をさせていただい

ております。 

【堀江委員】 そうすると、私が言った子ども育

成総合検討会議を取りまとめて、教育委員会に

係る分野、それからこども政策局に係る分野の

双方については、十分検討した上で、ソーシャ

ルワーカーの配置一つとっても、一応掲載はし

ているので、それで対応していきたいというこ

とですね。その上で、今回はこども政策局の部

分を追加という形で、もちろん全部がこども政

策局だけではないんだけれども、追加するとい

うことで、要は、教育委員会とのかかわりの部

分も十分検討した上で今回の追加が出されてい

るという認識でいいですか。 

【中野こども未来課長】 委員がご指摘のとおり、

この事件についての再発防止策としましては、

こども政策局の事業のみ、福祉保健部の事業の

みでは対応できません。この追加計上につきま

しても、教育委員会ともお話をさせていただい

て、この計画に載せて進捗管理を図るものにつ

いてのみ入れますということになっております

ので、それ以外の施策について、ほかの章に載っ

ているものは、それで進捗管理を行うというこ

とになっております。 
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【堀江委員】 質問を終わります。 

【宅島委員長】 ほかに議案に対する質疑はござ

いませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【宅島委員長】 質疑がないようですので、これ

をもちまして質疑を終了いたします。 

 次に、討論を行います。 

 討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【宅島委員長】 討論がないようですので、これ

をもって討論を終了いたします。 

議案に対する質疑・討論が終了いたしました

ので、採決を行います。 

第126号議案は、原案のとおり、可決するこ

とにご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【宅島委員長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、各議案は、原案のとおり可決すべき

ものと決定されました。 

 次に、提出がありました「政策等決定過程の

透明性等の確保などに関する資料」につきまし

て説明をお願いいたします。 

【上田福祉保健課長】 「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づきまして、本委員会に提

出いたしました福祉保健部関係の資料について

ご説明をいたします。 

 文教厚生委員会提出資料福祉保健部の1ペー

ジをお開きください。 

 まず、1ページでございますけれども、補助

金内示一覧表でございます。県が箇所付けを

行って実施する個別事業に関し、市町並びに直

接・間接の補助事業者に対し内示を行った補助

金について、本年5月から8月分の実績を記載し

ております。 

 直接補助金につきましては、資料の1ページ

から資料の22ページまでの記載のとおりで、合

計で210件、間接補助金は資料23ページに記載

のとおりで、計1件でございます。 

 次に、24ページをお開きください。1,000万

円以上の契約案件について、今回は本年5月か

ら8月分の実績が報告対象となっておりますが、

前回の6月議会で報告をしておりませんでした

4月分の契約についても記載をしております。 

 資料については、24ページから26ページのと

おりでございます。合計で7件となっておりま

す。 

 次に、27ページをお開きください。知事及び

部局長等に対する陳情・要望のうち、本年5月

から8月までに県議会議長宛てにも同様の要望

が行われたものは、佐世保市、松浦市、長崎県

医師会、長崎県町村会、島原市、平戸市からの

計6件となっております。 

 それに対する県の取扱いでございますが、27

ページから43ページまでの記載のとおりでご

ざいます。 

 次に、44ページをお開きください。附属機関

等会議結果について、本年5月から8月分の実績

は、45ページにありますけれども、長崎県福祉

保健審議会など合計22件となっており、その内

容につきましては、45ページから66ページに記

載のとおりであります。 

 以上で報告を終わります。 

【宅島委員長】 ありがとうございました。 

【中野こども未来課長】 「政策等決定過程の透

明性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡

充に関する決議」に基づきまして、本委員会に

提出いたしました福祉保健部こども政策局関係

の資料についてご説明いたします。 

 資料の1ページをお開きください。補助金内
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示一覧表でございます。県が箇所付けを行って

実施する個別事業に関し内示を行った補助金に

ついて記載しております。本年5月から8月分の

実績は、保育所等緊急整備事業補助金が5件、

認定こども園整備事業が2件の計7件となって

おります。 

 次に、2ページをお開きください。知事及び

部局長等に対する陳情・要望のうち、本年5月

から8月までに県議会議長宛てにも同様の要望

が行われたものについて、県の対応状況を記載

しております。長崎県町村会、島原市、平戸市

からの要望、計4件となっております。それに

対する県の対応状況は12ページまでの記載の

とおりでございます。 

 次に、13ページをお開きください。附属機関

等会議結果についてでございますが、本年5月

から8月分の実績は、長崎県子育て条例推進協

議会1件となっており、その内容については14

ページの記載のとおりでございます。 

 こども政策局関係は以上でございます。 

【宅島委員長】 ありがとうございました。 

 次に、医療政策課長より補足説明をお願いい

たします。 

【村田医療政策課長】 長崎県地域医療構想（案）

について、補足してご説明をさせていただきま

す。 

 「長崎県地域医療構想（案）」と記載しまし

た冊子と、右肩に「医療政策課長補足説明」と

記載しました1枚物の資料をお願いいたします。 

 地域医療構想につきましては、先の6月定例

県議会におきまして、素案についてご報告し、

ご意見をいただいたところでございます。 

 今回の案につきましては、その後のパブリッ

クコメント等の結果も踏まえまして、文言の追

記修正を行っております。 

 一方で、その構成や基本的な考え方等、素案

から大きな変更はございませんので、構想自体

の概要についての説明は省かせていただきまし

て、パブリックコメント等の状況や主な修正点

についてご説明をさせていただきます。 

 1枚物の説明資料ですけれども、1）これまで

の経緯につきましては、記載のとおりでござい

ます。今後につきましては、10月の下旬に予定

をしております医療審議会に諮った上で11月

頃に公表をしたいというふうに考えております。 

 2）県議会・市町・関係団体等の意見による

修正のうち、主なものについてご説明をいたし

ます。 

 1つ目のポツでございますけれども、6月定例

会におきましてご意見をいただいておりました

離島の人口減少に関する記述についてでござい

ます。6月定例会の際には、人口の推移に関し

て、65歳以上の人口が減少に向かうとほぼ断定

的な書き方になっているというご意見を踏まえ

まして、構想の案の冊子の方、例えば20ページ

の1行目にありますように、構想における人口

はあくまでも国の機関による将来人口の推計に

よるものであることがわかりますように、人口

減少に関連した部分を修正いたしております。 

 2つ目のポツでございます。2つ目は県医師会

からの意見ですが、素案の際には診療所として

一くくりにしておりましたが、特に病床を持つ

診療所の役割について、病院から在宅への円滑

な移行あるいは在宅での急変時の受け皿として

重要なものがあるといったご指摘がありました

ので、この辺につきましては、31ページの上か

ら4行目のように、有床診療所について追記を

させていただきました。 

それから、パブリックコメントの状況につき

ましてですが、実施期間といたしまして、6月
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22日から7月25日まで実施いたしました。寄せ

られた意見につきましては、17 の団体・個人

の方々から、総数で85件の意見を賜りました。

その対応状況につきましては、ＡからＥまでの

5つの区分のうち、Ａの意見を素案に反映する

ものが29件、これは全体の34％となっておりま

す。そのほか、Ｂの素案の方向性に合致してい

る、あるいは既に反映しているものが23件、Ｃ

の今後検討するものが23件、Ｄの反映すること

が困難なものは2件、Ｅはその他のご意見で8件

となっておりまして、ＡからＣまで何らかの対

応をするといったものが約9割となっておりま

す。  

その修正の主なものにつきまして、（4）の1

つ目のポツですけれども、データに基づく将来

の必要病床数の推計が、医療費や病床削減を目

的としているのではないかといったご意見があ

りましたので、国の説明等を踏まえまして、構

想案の1ページ目、最後の2行に、病床の削減が

目的ではないこと、また必要病床数はあくまで

目安であることを記載いたしました。 

2つ目のポツですけれども、構想の実現のた

め、医療機関に対する要請や命令といった県の

権限が医療法において規定されたことを懸念す

る意見に対しまして、権限を行使するに当たり

ましては、既に構想素案の段階でも地域医療構

想調整会議や医療審議会のご意見をお聞きする

といった記述をしておりましたけれども、この

分に関しましては、62ページ中ほどの部分と下

から4行目の部分に、「病床過剰地域において」

の次に、地域の実情を十分に勘案するといった

旨の追記をいたしております。 

3つ目のポツですけれども、県歯科医師会あ

るいは県の薬剤師会からの意見ですが、今後、

在宅医療等において重要な役割を担うかかりつ

け歯科医、かかりつけ薬剤師についての記載が

ない旨のご意見をいただきました。この分に関

しましては、79ページの下半分に、その役割や

育成を図ることについて追記をいたしました。 

以上、地域医療構想（案）に関します補足説

明を終わらせていただきます。 

どうぞよろしくお願いします。 

【宅島委員長】 ありがとうございました。 

 理事者の方にお願いがあるんですけれども、

説明をされる時は何ページということできちっ

と言っていただきたいと思います。よろしくお

願いします。 

 次に、国保・健康増進課長より補足説明をお

願いいたします。 

【安永国保・健康増進課長】 お手元に配付いた

しております補足説明資料によりまして、国民

健康保険事業の都道府県化について、概要とス

ケジュールについてご説明をさせていただきま

す。配付した資料、3枚物の両面、6ページの資

料でございます。 

【宅島委員長】 暫時休憩いたします。 
 

― 午後 ２時２０分 休憩 ― 

― 午後 ２時２０分 再開 ― 
 

【宅島委員長】 委員会を再開いたします。 

【安永国保・健康増進課長】 お手元に配付をい

たしております補足説明資料によりまして、国

民健康保険事業の都道府県化について、概要と

スケジュールについてご説明をさせていただき

ます。 

 まず、資料の1ページをお願いいたします。

国保財政の仕組みについてご説明をいたします。

現行の国保制度は、市町村ごとに国保特別会計

を設けまして、医療機関等に支払う保険給付費

などの支出を、国、県、市町村からの公費、そ
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れから住民の保険料で賄い、運営をしておりま

す。 

 右の方に新制度のイメージ図を書いておりま

すけれども、平成30年度からの新たな制度では、

これまでの市町村ごとの運営から、都道府県規

模の運営に変わりまして、新たに都道府県に国

保特別会計を設けることになります。都道府県

の国保特別会計では、医療機関等に支払う保険

給付費などを交付金として各市町村の国保特別

会計に交付をいたします。その財源として、国、

それから県の一般会計からの公費を受け入れ、

なお不足する部分につきまして、市町村の国保

特別会計から納付金を受け入れて運営をするこ

ととなります。 

 また、下の方ですけれども、市町村の国保特

別会計では、これまでどおり医療機関等に対す

る支出を行うとともに、都道府県の国保特別会

計に納める納付金に見合う額を住民の方から保

険料として納付をしていただくことになります。 

 資料の2ページをお願いいたします。次に、

国保運営のあり方についてご説明をいたします。 

新たな制度における運営のあり方でございま

すが、都道府県と市町村による共同運営に変わ

ります。都道府県は、財政運営の責任主体とし

て、安定的な財政運営、それから効率的な事業

運営の確保など、国保運営の中心的な役割を担

い、制度を安定化させていきます。 

都道府県の主な役割といたしましては、都道

府県内の統一的な運営方針として、国保運営方

針を策定いたします。そのことによりまして、

市町村が担う事務の効率化、標準化、広域化を

推進することや、財政運営の責任主体といたし

まして、市町村ごとの国保事業納付金の決定、

それから財政安定化基金の設置・運営、こういっ

たことを行います。 

 一方、市町村の主な役割といたしましては、

これまでどおり、資格管理、保険給付、それか

ら保険料率の決定、賦課・徴収、保健事業など、

地域におけるきめ細かい事業を引き続き担うこ

とになります。 

 新制度が開始される平成30年度までに今後

進めていく主な取組といたしまして、国保運営

方針の作成、都道府県国保運営協議会の設置・

運営、それから国保事業費納付金の算定方法の

決定、新制度に対応する電算システムの構築と

大きく4項目ございます。それぞれの項目につ

きまして、以下、順に概要とスケジュールにつ

いて説明をさせていただきます。 

 資料の3ページをお願いいたします。国保運

営方針でございます。都道府県は、安定的な財

政運営や効率的な事業運営を確保するため、都

道府県内の統一的な運営方針としての国保運営

方針を定めることになります。国保運営方針に

記載する項目でございますが、法令、それから

国のガイドラインの定めがございまして、将来

的な医療費や国保財政の見通しなど、4つの必

須事項、それから下の方ですけれども、医療費

適正化に関する事項などの4つの任意記載事項

がございます。都道府県は、あらかじめ市町村

の意見を聞いた上で、新たに都道府県に設置す

る国保運営協議会での議論を経まして、地域の

実情に応じた国保運営方針を定める必要がござ

います。 

 資料の6ページをお願いいたします。スケ

ジュールでございますが、都道府県が定める国

保運営方針を踏まえまして、市町村が保険料の

賦課・徴収や医療費の適正化、保健事業などに

取り組んでいくこととなりますので、国保運営

方針は平成30年の1月頃をめどに決定をする予

定で進めてまいります。下から2段目ぐらいの
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ところ、平成29年度のところに国保運営方針の

決定公表と書いてございますが、平成30年の1

月頃をめどに決定・公表する予定で進めてまい

ります。 

 それから、下のところに、左側でございます

が、点線囲みで運営方針（素案）ということで

記載をしております。市町との協議の場である

県市町国保連携会議等で検討をした上で、この

運営方針の素案を平成29年の2月頃までに作成

いたしまして、市町の意見を聴取した後、5月

に国保運営協議会による審議を行います。それ

で、国保運営方針案を策定いたします。その内

容については、6月議会の方で報告をさせてい

ただく予定にしております。 

 その後、引き続き、市町との協議、それから

パブリックコメントなどを行いまして、運営委

員会による審議は9月と12月の2回行う予定で

ございます。そこの協議を通じて内容を確定さ

せてまいります。県議会には、その状況につき

まして随時報告をさせていただく予定にしてお

ります。 

 申し訳ありません。資料の4ページをお願い

いたします。次に、新たに都道府県に設置する

こととなります都道府県の国保運営協議会につ

いてご説明をさせていただきます。 

この運営協議会は、国保事業の適正な運営を

図る観点から、国保運営方針や国保事業費納付

金など、国保事業の運営に関する重要事項につ

いて審議を行う場として設置するものでござい

ます。法令によりまして、都道府県に被保険者

の代表、それから医師や薬剤師の代表、それか

ら公益代表、被用者保険代表で構成されます国

保運営協議会を設置することが義務付けられて

おります。 

 委員の数につきましては、被保険者代表、医

師、薬剤師の代表、公益代表につきましては、

それぞれ同数、それから被用者保険代表につき

ましては、他の代表の数の半数以上、同数以内

となっておりまして、具体的な人数等につきま

しては、都道府県の実情を踏まえ、条例により

定めることになっております。 

 スケジュールでございますが、また6ページ

の方をごらんいただきまして、上の段の県議会

のところの平成28年度の2月議会のところです。

運営協議会を設置するための長崎県国民健康保

険運営協議会条例を2月議会に提出する予定に

しております。条例案をご了承いただきました

後、委員の人選、委嘱などの手続を経まして、

4月中には設置したいというふうに考えており

ます。 

 5ページをお願いいたします。新たな国保制

度に対応する電算システムの構築についてご説

明をさせていただきます。 

 新たな国保制度への移行に伴いまして保険者

としての事務が効率的に実施されるよう、国が

国保保険者標準事務処理システムを新たに開発

いたしまして、希望する都道府県及び市町村に

無償で配布をすることとしております。国が開

発する標準事務処理システムには4つのシステ

ムがございます。それぞれ四角で囲んでいる分

ですね。県、市町村、それから国保連合会にそ

れぞれ設置が予定されております。 

 国による説明会や情報提供をもとにいたしま

して、県、市町村、国保連合会のそれぞれが準

備を行う必要があるということで、県としては、

今後、対応の不備等がないよう、それぞれへの

取組状況に留意をしてまいりたいと考えており

ます。 

 なお、県におきましては、資料の左側の国保

事業費納付金等算定標準システムの構築と、そ
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れから国保事業報告システムの開始を行う必要

がございますことから、そのための機器調達、

それから市町からのデータ提供を受けるための

環境整備等を現在進めておるところでございま

して、国の方から10月中旬に提供をいただく予

定になっております納付金等算定標準システム

によりまして、国保事業費納付金、それから標

準保険料の試算を行うこととしております。 

 その試算結果を踏まえまして、平成30年度以

降、市町から県に納付をしていただきます国保

事業費納付金の算定方法につきまして、市町と

の具体的な協議を進めてまいることとしており

ます。 

 以上、今後、取り組んでまいります主な内容

についてご説明をさせていただきました。 

 県と市町との協議の場であります県市町国保

連携会議につきましては、今年度は既に5月20

日と8月4日に会議を開催しております。今後は、

11月と2月に開催をする予定にしております。 

 これまで市町ごとの医療費、それから保険料、

財政状況の格差など、現状について共通認識を

図っておりまして、今後、国保事業費納付金、

それから標準保険料率の試算結果が出ることで

協議が活性化すると考えております。 

今後とも市町との協議を十分行うとともに、

県議会には状況を報告させていただきまして、

ご意見を賜りながら平成30年度に向けて着実

に準備を進めてまいりたいと考えております。 

 以上で都道府県化の概要とスケジュールにつ

いての説明を終わります。 

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。 

【宅島委員長】 次に、障害福祉課長より補足説

明をお願いいたします。 

【柴田障害福祉課長】 相模原市の障害者入所施

設で発生した事件を受けました県内障害者福祉

施設の防犯体制構築に向けた対応等につきまし

て、資料に沿ってご説明をいたします。 

 お手元の資料、表題が「障害者福祉施設の防

犯体制の構築について」をご覧ください。左上

に二重線囲いで差し替え等の記述がある資料で

ございます。 

 まず、1番、相模原市における殺傷事件を受

けた対応でございます。事件発生から現在まで

の県の対応をまとめております。 

 7月26日に事件の報道を受けまして、直ちに

県内45カ所の障害者入所施設の状況を確認す

るとともに、施錠や夜間の見守りなど防犯対策 

の徹底を指示いたしました。 

 翌27日には、厚生労働省から発出されました

入所者の安全確保に関する通知を県内全ての障

害福祉サービス事業者へ送付し、注意喚起を

図っております。 

 29日には、県と同様に施設の指導監督の権限

を持ちます長崎市及び佐世保市と、今後の対応

について協議をいたしました。 

8月24日に施設の現状や要望等をお聞きする

ため、関係団体との意見交換を実施いたしてお

ります。その際の主な意見は資料記載のとおり

でございます。 

 また、9月7日には、各障害者入所施設の皆様

にお集まりをいただき、連絡会議を開催いたし

ました。国の動向や施設ごとの防犯マニュアル

を作成いただくための県の取組等について、情

報共有を図りますとともに、県警による防犯講

習会や施設との意見交換を行っております。そ

の際の主な意見は資料記載のとおりでございま

す。 

 次に、下段の2番、今後の対応でございます。

まず、（1）防犯マニュアルの作成でございま
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すが、施設ごとに防犯マニュアルを作成いただ

きたいと考えております。 

お手数でございますが、資料の裏面をご覧く

ださい。行程表を示しております。行程表の中

段、2番、防犯マニュアルの策定の欄をご覧く

ださい。 

先般、9月15日に国から防犯ガイドラインが

公表されております。具体的な点検項目などが

示されました。これを受けまして、県では防犯

マニュアル指針を来月中に策定し、各施設にお

示しすることといたしております。この指針に

つきましては、各施設で作成いただくマニュア

ルのひな形的なものを考えております。各施設

におかれましては、本年度中を目標に個別の防

犯マニュアルを作成いただくという工程を考え

ておるところでございます。 

次に、一番下の段、防犯訓練の実施でござい

ます。防犯訓練につきましては、既に取り組ま

れている施設もございますが、今後、地元の警

察署等の支援を受けまして実施していただき、

その際の気づきをそれぞれの施設のマニュアル

に反映をしていただきたいというふうに考えて

おります。 

恐れ入りますが、再度、資料の表面にお戻り

ください。一番下の今後の対応、（2）国にお

ける平成28年度第2次補正予算についてでござ

います。 

正式な決定はまだあっておりませんが、現在、

厚生労働省におきまして、障害者福祉施設の防

犯対策を強化するための補助事業が検討されて

いるところでございます。この制度の活用を今

後検討してまいりたいというふうに考えており

ます。 

今回の事件の後、施設の利用者やその家族、

また施設職員の皆さんが大変不安を感じておら

れるということをお聞きしているところでござ

います。県といたしましては、しっかりとした

施設の防犯体制の構築がそのような不安の解消

にもつながると考えておりますので、施設のご

意見等をお伺いしながら取組を進めてまいりま

す。 

障害福祉課からの説明は以上でございます。 

どうぞよろしくお願いいたします。 

【宅島委員長】 ありがとうございました 

 以上で説明が終わりましたので、次に、陳情

審査を行います。 

お手元に配付いたしております陳情書一覧表

のとおり、陳情書の送付を受けておりますので、

ごらん願います。 

 審査対象の陳情番号につきましては、17番、

20番、21番、22番、29番、31番、32番、36番

でございます。 

 陳情書につきまして、何かご質問はございま

せんでしょうか。 

【松島委員】 まず、島原市から来ています陳情

で、「乳幼児福祉医療費の現物給付に伴う国庫

負担金等の減額措置の廃止について」、市町が

助成すると減額措置というペナルティを食らう

というものですが、これまでもここの委員会で

もよく議論等をしてきたかと思いますが、県の

公式見解を改めてお聞きします。 

 この減額措置でペナルティ、廃止すべきとい

うのが県の公式見解ですか。 

【吉田こども家庭課長】 県としても、この減額

措置については廃止をすべきということで、政

府施策要望等においても国に対して要望を行っ

ているところでございます。 

【松島委員】 5月の委員会でも課長に答弁いた

だきましたが、今年の3月に、このことに対す

る一定の意見の取りまとめがあって、減額措置
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を見直すべきという提言を厚生労働省がされた。

その後、半年たちますが、どんな状況ですか。 

【吉田こども家庭課長】 国の「一億総活躍プラ

ン」でありますとか、今回、8月末に出ました

概算要求の中でも、年末の予算編成までに結論

を得るということで、「引き続き検討する」と

いうような文言が織り込まれているところでご

ざいます。 

【松島委員】 廃止の方向ですか、そこまでわか

らないか。 

【吉田こども家庭課長】 申し訳ございません。

どういった形で議論が行われているのかという

ことまで情報が入っておりませんので、ここは

見直しの方向で検討が進められているというふ

うな認識でございます。 

【松島委員】 それと、島原市並びに平戸市並び

に長崎県町村会から同じ趣旨の陳情が来ていま

す「福祉医療費の支給対象拡大について」、こ

れは、それぞれの市、町村会の陳情の内容が類

似しておりまして、そのことについてお聞きし

ますが、福祉医療費、乳幼児医療費の支給を県

費で賄ってほしいという要望がこれまであった

と思います。そんな中で県としては、なかなか

財政的にこれは厳しいぞという流れであること

を踏まえて、県は県費でなく国費で補助すべき

というのが公式見解ですか。 

【吉田こども家庭課長】 医療費制度につきまし

ては、今でも地域的に格差が、県内だけでなく

全国的にあるというふうに認識をしております。

医療というものについては、全国どこにいても

同じような負担で受けるべきだと考えておりま

すので、国に対して全国統一的な医療費制度、

新しい子どもに対する医療費制度を創設してほ

しいという要望を6月の政府施策要望の際にも

行わせていただいておりますので、そういった

認識でいるところでございます。 

【松島委員】 施策要望も読んでいますので、

ちょっと細かな確認をしているんですけれども、

とすると、県は国費で支給の対象拡大をすべき

という考え方なのかお聞きします。 

【吉田こども家庭課長】 対象拡大というよりも、

全国的に対象を市町、県、それぞれが就学前か

ら、県内でももう高校生まで拡大しているとこ

ろもございます。そういった場合に医療費制度

も含めて、どこまでを国費、県費も含めて公費

で負担すべきかという議論も踏まえた中で、新

しい少子化対策、子育て支援対策としての子ど

もに対する医療費助成制度というものを創設し

ていただきたい、全国統一の制度を創設してい

ただきたいというのが要望の趣旨でございます。 

【松島委員】 今、言われた全国統一の新しい形、

そのことを皆さんどう詳しく考えておられるの

かなという質問です。皆さんの中では、支給対

象年齢をいついつまで、これを全国統一ですべ

きだという考えがあるのかないのか。 

【吉田こども家庭課長】 国の子どもの医療制度

の在り方等に関する検討会の中で、国の試算と

しまして、患者負担を無料化した場合にどれぐ

らいの支出が増えるのかという試算がされてお

ります。小学校卒業までですと大体5,700億円ぐ

らいの給付費の増加があるんじゃないかという

試算、それから中学校まで拡大しますと7,100

億円ぐらいの医療費の増加が見込まれるのでは

ないのかという試算が出ていますので、全体の

支出の増加も含めて、要は財政的にそれに耐え

られるかどうかということも含めて、どこまで

子どもに対する医療費助成制度として創設でき

るか、そこは基本的に財政も含めた中での検討

課題となると思っております。 

【松島委員】 県とすれば、小学生まで支給拡大
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すべき、中学生まで拡大すべき、それを全国統

一にすべき、全国統一にすべきという考えはよ

くわかって、それをどこまで支給拡大するのか。

どこまでするかという考えは県としては特段な

いということですか。 

【吉田こども家庭課長】 そこは財政上の話もあ

りますので、どこまで負担をできるのかという

ことですので、県としてどこまでやるべしとい

うことは現時点では持ち合わせておりません。 

【松島委員】 そこまで含めて要望しているのか

なという気になっていろいろ調べたら、やっぱ

りそこまでされてないんですね。 

 国が夏頃までに報告をするということで、夏

は過ぎるわけですが、今、僕が調べる範囲でよ

くわからなくて、どういう状況か、もう報告は

されたんですか。 

私が言っているのは、国が昨年立ち上げられ

た子どもの医療制度の在り方等に関する検討会

が今年の夏頃に最終報告を出すということで、

その最新の情報をつかんでいません。どういう

状況ですか。 

【吉田こども家庭課長】 3月の取りまとめ報告

の内容を、以前、政府施策要望の際にご報告さ

せていただきました。それ以降の情報は、我々

としてもまだ得られていない状況でございます。 

【松島委員】 皆さんとしたら、夏頃までに出し

ますよと聞いている情報だけで、それ以後何も

発表がない、待っている状況ですか。もう10月

になりますが、そろそろ報告が出るのか、それ

も全くわからないですか。 

【吉田こども家庭課長】 先ほど言いましたよう

に、先行して「一億総活躍プラン」であります

とか、国の新年度の概算要求の際も、国保の減

額調整の件については記載がありますけれども、

新しい制度創設については何の記載もありませ

んので、我々としてもその方向性については、

何度もになりますけれども、全国統一した制度

を設けてもらいたいというのが県としての考え

ですので、その方向性なり考え方というのは

我々としても待っているところでございます。 

【松島委員】 わかりました。 

【宅島委員長】 ほかに陳情について何かご意見

ございませんか。 

【山本(啓)委員】 陳情番号の22番、平戸市から

「地域における医療人材育成に係る財政支援に

ついて」という要望が上がってきております。 

 また、次のページには長崎県の医師の状況と

いうようなことで、県下全域の医師の状況が示

されております。この要望の趣旨は、医療人材

育成に係る財政支援でございますので、それぞ

れの項目にわたって、その取組、財政支援の拡

充等々について書いています。 

これに絡んでですけれども、本県は離島半島

で構成されている地形において、ひとところに

おける医療とか、また、それ以外の行政サービ

スにおいても、なかなか人口に応じたものとい

うだけにはとどまらなくて、交通の利便性等々

も踏まえて、非常に数が必要になってくる、そ

ういう地形であることは否めないわけです。 

 その中にあって医療がその地域でゼロになる

というのは非常に危険なことでありますので、

私は民の力というよりも、公的にしっかりと整

備していく必要がある、これは揺るぎない事実

であります。 

 その上で、この要望が出ていますので、一旦、

県下の医療の充実についてどのようにお考えな

のか、医療人材育成に係る部分でまずお答えい

ただきたいと思います。 

【太田医療人材対策室長】 医療人材の確保につ

いてご説明いたします。 
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 まず、医師の養成に関しましては、医学修学

資金の貸与による医師の養成、それから自治医

科大学による医師の養成、また、医師になった

後の初期臨床研修医を確保するために、新鳴滝

塾で研修病院が合同で新研修医を効率的に確保

して県内の医師を確保するための取組、それか

ら専門医の確保のための貸付金等々で医師の確

保を図っております。 

 それから、離島医療の確保に関しましては、

大型離島における医療は、基本的には企業団病

院で中核的な医療を確保して、一定完結できる

ような医療を確保しております。 

 さらに、小規模離島や遠隔地におきましては、

地元市町が診療所を担っていただいて医師の確

保をしていただくとともに、県としては広域的

な視点から医師の確保をお手伝いするといった

こと。それから、大型離島、小規模離島で対処

できないような重篤あるいは救急患者につきま

しては、ドクターヘリですとか救急患者のヘリ

搬送による離島の支援病院である長崎医療セン

ターになりますけれども、そちらへの搬送によ

る対応といったことで必要な医療の確保をして

いるところでございます。 

【山本(啓)委員】 非常に明快に今ご説明いただ

いたと理解いたします。 

 医師の確保に向けては、修学の部分で支援を

している、また、自治医科大学などと連携を行っ

ている。そして、臨床による医療に従事したば

かりの新人さんのことですかね、新鳴滝塾等で

県内における部分においても確保に努めていま

すと。そして、専門医師の確保については貸付

金制度などを設けておりますと。さらに、大型

離島については、企業団によって中核医療を配

置し、それらの地域についての医療の充実を

図っていますと。そして、それよりももっと小

規模の離島については市町の取組であると。さ

らに、県としては広域の視点から県下全域の支

援を行っていますと。そして、それ以外の部分

においては、ドクターヘリや救急ヘリなどに

よって搬送を行うことによって救急の対応も

行っていますと。今、ご説明いただいたのが、

恐らく長崎県が取り組んでいる医療の取組の全

てではないかなと思います。 

 その上で、この真ん中にポツが3つ続いてい

ますけれども、その下に「地域医療を担う次世

代の医師が見込めない現状を打破するため、将

来の医師確保の政策を構築すること」と。非常

にざっくりとした要望になっているわけですけ

れども、恐らく今の県の取組のみではなかなか

足りていない地域があって、各市町が非常にま

だまだ現状として、これはかなりの文章ですね、

「地域医療を担う次世代の医師が見込めない現

状を打破するため」と、もう見込めない現状が

そこにあるわけですね。それを打破するために

は将来の医師確保の政策を構築することと。政

策が今説明いただいたものじゃ足りていないと

いう話なんだと思うんですけれども、この辺に

ついての認識を最後に伺いたいと思います。 

【太田医療人材対策室長】 医師の確保につきま

しては、新専門医制度が始まるということも予

定をされていまして、その新専門医制度の中で

総合診療医が新たにつくられるということで、

現在、国が制度を構築しているところです。県

北地域においては、医師がまだ充足していない

ということで、新専門医制度に係る総合診療医

を確保するために地域の医療機関が連携して総

合診療専門医を育てるような体制を整備してい

こうということで現在検討をされておりまして、

県もそれに対して何らかの支援ができないかと

いうことで相談を受けているところでございま
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す。 

 医師の確保につきましては、県のみで解決で

きるものではございませんで、従来から国家レ

ベルでの対策を講じていただくよう国に対して

も政府施策の要望をしているところでございま

す。 

【山本(啓)委員】 もう最後にいたしますが、要

望ですので、私の方からもこの陳情の内容につ

いて要望で終わりたいと思いますが、本県の特

殊事情である地形と、また、人材不足という部

分、全国各地でいろいろなことが起きている部

分よりもちょっと先に進んでいると認識をして

おります。 

 先ほど、るる述べられました今現在の支援制

度や、長崎県が県民の医療の充実をどう図るか

という部分の取組を説明いただいたと理解しま

すので、先ほど、まさしく室長が述べた連携の

部分を加速していただいて、医療の充実を求め

る自治体に対しての部分をもう少し検討してい

ただきたいと思います。現状で何とかならない

ものかということではなくて、現状では足りて

ないという要望でございますので、ぜひともそ

の部分についての連携の加速をお願いしたいと

思います。 

【堀江委員】 まず最初に、ナンバー20の島原

市ほかから出されております、先ほど松島委員

から言われました子ども医療費の現物給付に伴

うペナルティの問題です。 

このペナルティの額というのは、各自治体ご

とに把握はしているんですか。この8月から、

例えば佐世保市とか諫早市が中学生まで拡大予

定とか状況がいろいろあるんですけど、最新の

資料で、長崎県下の自治体、子どもの医療費、

乳幼児医療費を現物給付にした際に、国民健康

保険制度の特別会計の減額措置が行われるとい

うのが幾らなのかという県全体の把握がありま

したらお答えください。 

【吉田こども家庭課長】 申し訳ありません。平

成26年度で、大村市を除いて県トータル約

2,800万円という数字がありますけれども、今、

各市町別という数字が手持ちではありませんの

で、そこはわかりますので、後ほど、最新のデー

タについてはお示しいたします。 

【宅島委員長】 では、それを後ほど堀江委員の

方に。 

【堀江委員】 わかりました。わかった段階で資

料をいただきたいと思います。 

いずれにしても、平成26年度の分で県下で

2,800万円という減額がされているということ

だと思います。これは引き続き、ぜひ減額措置

の廃止をお願いしたいと思います。 

2つ目、長崎市ほかが出されております、今、

松島委員も言われました年齢拡大ですけれども、

こども政策局の政策等決定過程に関する決議の

5ページに、これは県町村会に対する陳情の回

答として、実際に今どうしていますかというこ

とで、佐世保市、諫早市が8月から中学生まで

拡大予定を除いて、小学生まで拡大が6市町、

中学生まで拡大が10市町、18歳まで拡大が1市、

松浦市ということですが、念のために、実際何

もしていない、長崎県が就学前までですが、長

崎県と同じところはどこですか。 

【吉田こども家庭課長】 現時点でいきますと、

壱岐市と波佐見町でございます。 

 ただ、波佐見町も今年度中に拡大をするとい

う予定を聞いております。壱岐市だけが今検討

中と聞いております。 

【堀江委員】 そしたら、壱岐市は今動きがない

けれども、波佐見町はどういう動きなんですか。 

【宅島委員長】 暫時休憩します。 
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― 午後 ３時 ０分 休憩 ― 

― 午後 ３時 ０分 再開 ― 
 

【宅島委員長】 委員会を再開いたします。 

【吉田こども家庭課長】 10月ないし11月をめ

どに助成を拡大するというお話を聞いておりま

す。 

【堀江委員】 助成の拡大で、例えば小学生まで

とか中学生とかまでは聞いてないんですね。 

【吉田こども家庭課長】 中学生までというふう

に聞いております。 

【堀江委員】 そうしますと、波佐見町の中学生

までの拡大を入れますと、壱岐市の動きはこれ

からですけど、ほとんどの自治体で長崎県が就

学前まで、それに上乗せして年齢が拡大されて

いるという状況です。 

 私が10年前、この問題を取り上げた時、当時

の金子知事は「絶対やらない」と言いました。

「絶対やらない」と議会で答弁したんですが、

その後、中村知事になった時に、手のひらを返

して、これは実施いたしました。当時、3歳ま

でだったんですが、それを就学前までしました。

トップが代わればこんなに違うんだと私は非常

に実感したことを今でも鮮明に覚えています。 

 それから、それまで自治体がいろんな立場で

年齢拡大を引き上げてくる。入学前までの子ど

もたちの年齢がどんどん上がっていくというの

は、全国もそうですけれども、これは時代の流

れだと私は思っておりますし、その方向でやっ

ていただきたいと思います。 

 もちろん私どもも政党として、国に対して、

まずはこうした子どもの医療費の制度を国の制

度としてつくってくださいと。国の制度として

今ありませんから、だから県とそれぞれの自治

体が半分ずつ持たなきゃいけない。ここに国の

制度としてあれば、これに今度は長崎県なり、

それぞれの自治体が同じ財源で年齢が拡大でき

るというふうに思っていますので、それはそれ

として国に要望しますけれども、ぜひ私は、長

崎県としても、陳情にあるとおりに年齢拡大の

努力をお願いしたいということも併せて要望し

たいと思います。 

 それから、3点目、陳情番号31、難病者・障

害者・高齢者支援の会からの「長崎県難病相談・

支援センターの指定管理者の改善を求める要望

書」について、この長崎県難病相談・支援セン

ターの指定管理者については、本文教厚生委員

会で指定管理者として選定を全会一致で採択い

たしております。 

この間、地元新聞に県難病相談・支援センター

が混乱しているというふうな記事が掲載された

経緯もあって、県民の間から、大丈夫かと、こ

ういう貴重な相談窓口が今後どうなるのかとい

う不安の声が寄せられております。 

内容については個人情報にかかわる部分があ

ると思うので、その内容はおいておいても、現

状としては、これは混乱という事態なのか。そ

れとも、その後、さまざまな対応の中で指定管

理者として相談窓口で受け付けて十分対応でき

ているということなのか。この1点だけ現状を

教えていただけますか。 

【安永国保・健康増進課長】 今回の新聞報道に

つきましては、県民の皆さんにご心配をおかけ

いたしましたことを申し訳なく思っております。

改めておわびを申し上げたいと思います。 

 センターの現状でございますけれども、新聞

では正規職員4名が不在で異常事態という報道

もなされておりました。そういう報道が出まし

た後に現状を確認いたしましたところ、実際に

不在になった期間というのが9月3日から6日ま
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での4日間ということでございました。 

 この間の相談対応等につきましては、指定管

理者の法人の理事長と、それから指定管理者の

職員で対応しておりまして、特段の支障はな

かったということを確認しております。 

 それから、相談員でございますけれども、相

談員は2人おりますが、9月8日には2人とも出勤

をしておるということで、現在は通常の相談体

制、これまでと同じような相談体制に戻ってい

るということを確認しております。 

【堀江委員】 そうしますと、県民に対しては、

現状として、これまでどおり相談は通常のよう

に受け付けるというか、相談窓口は対応できて

いるというふうに説明をしたいと思います。 

 もう一つ、32にかかわってお尋ねしたいと思

います。 

 長崎市の要望項目の32の中の2ページ、「放

課後児童クラブにおける母子家庭等減免に対す

る県の補助の適用について」という陳情が出さ

れています。 

 これは、平たく言うと、長崎市が中核市になっ

て2年目、平成10年の時点で、母子家庭等児童

助成事業、母子及び父子家庭に対する補助、学

童保育に通う子どもたちのこうした補助につい

ては、実は県からの補助はなかったんだけれど

も、平成27年度、昨年度から、子ども・子育て

支援新制度というのが始まって、その中の大都

市特例が廃止をされたので、これを根拠に長崎

市としては、中核市でなかった以前のように、

母子及び父子家庭に対する補助が県も出せるの

ではないか、だから出すべきだという要求をし

ていると、平たく言えばそういう内容ですか。

まず、確認です。 

【中野こども未来課長】 今、委員がおっしゃら

れたとおりでございます。 

【堀江委員】 それに対して長崎県としては、い

やいや、大都市特例が廃止をされたけれども、

この母子及び父子家庭に対する補助というのは、

寡婦福祉法が根拠なので、そこは何も変わって

いないから、これまでどおり出せませんよとい

うことを言っているんですか。 

【中野こども未来課長】 そのとおりでございま

す。 

【堀江委員】 そうすると、私がこども政策局に

お聞きしたいのは、これは長崎市の言うように、

学童保育の観点、学童保育に対する状況、学童

保育への支援ということでは一理あるんじゃな

いですか。 

【中野こども未来課長】 確かに学童保育の利用

料を最大月5,000円減額するのに、半分だけ県の

方が補助する、県単補助をするということでご

ざいます。 

 長崎市がおっしゃっているところは、国庫補

助金が中核市に対して、いわゆる県の負担がな

くなったのが、中核市に平成9年に移られまし

たので、その時点から県の手を外れたといった

ことで、県としては県単の対象から長崎市を外

したという経過、そこが国の国庫補助金を県の

方がまた負担をするようになりましたと。だか

ら、中核市も対処してくださいという論旨、先

ほどおっしゃられたとおりでございます。 

 私どもは、この県単補助をする時の過程では、

国費というのは児童クラブの運営費補助金でご

ざいますけれども、そうではなくて、相手とい

うのはあくまでも母子及び父子並びに寡婦福祉

法、こういった理念に基づいて、そういう家庭

で育っております子どもさんとか、そういった

ところを配慮しますという根拠でこの県単事業

が成り立っているということを長崎市にはご説

明をるるしたわけでございます。 
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母子家庭については、中核市の大都市特例は

まだ県の方に戻っておりませんので、そこのと

ころは、対象にはご容赦願いたいということで

す。 

 確かに、児童クラブの利用料を減額するとい

うのはありますが、目的のところが若干違いま

す。例えば、児童クラブの運営費を県単で国庫

に上乗せしてとかで法的な国の扱いが変わった

のであれば、それはそうですねということで、

中核都市も対象とすべきと思います。そういっ

た母子家庭の補助金以外の県単補助は、例えば

夏休み限定の児童クラブをするところに対して

運営費の県単で別途していますが、その分につ

いては、今回、長崎市も対象にいたしますとい

う措置をさせていただいています。 

 繰り返しになりますけれども、母子家庭に対

するクラブの助成措置については、根拠とする

法律が違うということでございます。 

【堀江委員】 私は、この長崎県の母子家庭の補

助というのが、全国で少ない先進例だと思いま

す。だから、学童に子どもを通わせているお母

さん、お父さんたちは、この補助というのはす

ごく大事なんですよ。働く女性を支えるという

ことからも、この制度は広く活用してほしいし、

長崎県は全国で少ないやっている県ですから、

やってほしいと思います。 

 それで、長崎市が中核市になった時からこれ

はやってないでしょう。そうすると、今度、佐

世保市が中核市になりましたね。この1年は、

佐世保市はやるけれども、来年度から佐世保市

もやらないんでしょう。そうなったら、県単と

しての先進例としての事例は、長崎市と佐世保

市でこれだけの人数で子どもたちは多いじゃな

いですか。そういう意味では、ベースには県単

独補助金を減らすという姿勢があるんじゃない

かなと思うんです。 

私から言わせると、私の主張をすれば、新幹

線にやるお金があったら母子家庭のここにやり

なさいよと言いたくなるんですけど、少なくと

も、これは長崎県の県単として先進的な制度で

あるので、長崎市の陳情のように、来年から佐

世保市も対象になるんですから、ぜひこれは対

応していただきたいということを、これは陳情

ですので、強く求めておきたいと思います。 

【宅島委員長】 ほかに陳情についてございませ

んか。 

【渡辺委員】 確認の意味で、先ほど、堀江委員

が言いました31番の「長崎県難病相談・支援セ

ンターの指定管理者の改善を求める要望書」の

要望項目の3の中に、平成25年度の加盟患者14

団体が平成27年度は9団体まで減少して、会員

数も平成25年度の2,300名から平成27年度は

150名まで減少しています。これは事実ですか。 

【安永国保・健康増進課長】 要望書の3のとこ

ろの平成25年度の患者会14団体が9団体まで減

少というふうに書いておりますが、私どもで把

握している平成27年度の団体数は、9団体では

なくて10団体でございます。それから、会員数

は、平成25年度の2,300名から平成27年度は150

名程度までと書いておりますが、これも150名

程度ではなくて、392名という数字を把握して

いるところでございます。 

【渡辺委員】 この2年間で、なぜこのように下

がったのか、その要因は何ですか。難病指定が

解除されたわけじゃないんでしょう。その要因

は何ですか。 

【安永国保・健康増進課長】 この連絡協議会に

確認をしたところでは、患者会の会員数が大幅

に減少した理由としては、県の腎臓病患者連絡

協議会という団体がございまして、この団体も
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この協議会の方に加盟をしておりました。腎臓

病の協議会の会員数が約1,500名おりましたの

で、ここが会を抜けたということが大きな要因

であると伺っております。 

【渡辺委員】 腎臓病患者の会員が1,500名ほど

抜けたのが要因と今言われましたけど、この難

病センターというのは、難病の人たちが相談す

る窓口なんでしょう。その機能というのは、先

ほど、理事長と相談員2人で今相談に乗ってい

ますから運営はいいんですよと言っていました

けれども、センター長はまだ不在なんでしょう。

それで大丈夫なんですか。要するに、難病患者

の皆さんのよりどころとなる難病センターの運

営は、それで大丈夫なんですか。 

【安永国保・健康増進課長】 先ほど、理事長と

協議会の職員で対応しましたというのは、一定

の、4日間の対応でございまして、今までセン

ターの運営というのはセンター長と相談員が2

名、それから事務員1名の4名体制でやっており

ました。センター長については退職されていま

すので、相談員2名で相談体制を今維持してい

るということでございます。 

 それから、センター長は今不在でございます

けれども、指定管理者の法人でありますところ

の理事長が、後任のセンター長を確保できるま

での間は緊急避難的に兼任しているという形で

ございますので、従前と同じように、センター

の体制としては4名体制で運営は確保できてい

ると考えております。 

【渡辺委員】 これだけ新聞に載るぐらいですか

ら、運営委員会が10月ぐらいにはできるだろう

ということになっているんですが、難病の皆さ

ん方が頼りになるような難病支援センターに

なってもらわないと、やっぱり県費を使う意味

がないので、その辺は今後とも十分注意をしな

がら、センターの運営に気をつけていただきた

いと思います。 

【宅島委員長】 ほかに陳情につきましてござい

ませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【宅島委員長】 ないようでしたら、ここで1回

休憩をとりまして、3時半から「政策等決定過

程の透明性等の確保などに関する資料」に関す

る質疑と議案外の質疑に入っていきたいと思い

ます。よろしくお願いします。 

 暫時休憩いたします。 
 

― 午後 ３時１６分 休憩 ― 

― 午後 ３時３２分 再開 ― 
 

【宅島委員長】 委員会を再開いたします。 

 陳情書につきましては、承っておくこととい

たします。 

 次に、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」につきまして、ご質問はござ

いませんか。 

【渡辺委員】 福祉保健部の補助金内示の関係で

ちょっとお尋ねします。 

 病院に対して、スプリンクラーとか火災通報

装置の補助金がたくさん出ていますね。これは

病院をつくる時にスプリンクラーは義務づけら

れてなかったわけですか、だからこういう補助

金で今しているわけですか、火災通報装置も含

めて、そこを教えてください。 

【村田医療政策課長】 この件につきましては、

平成25年だったと思いますけれども、診療所の

火災によって入院されている方が亡くなられる

という事故がございまして、それを契機に消防

法が改正されまして、それまで対象となってい

なかった施設についてもスプリンクラーの設置

が義務化されたり、火災通報装置の設置が義務
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化されたりといった法改正に伴って国庫補助制

度が設けられ、施設、そういった設備の整備の

充実を図っていくためのものでございます。一

定の基準、規模のものにつきましては従来から

当然設置義務はあったんですけれども、対象が

拡大されているということでございます。 

【渡辺委員】 これは全額、国庫のお金ですか。 

【村田医療政策課長】 基準額がございまして、

基準額まで国庫の対象となっております。 

【渡辺委員】 わかりました。 

 この火災通報装置というのは、火災報知器の

ことですか。 

【村田医療政策課長】 これは自動火災報知設備、

自動的に関知するものと、関知した時に連動し

て自動的に消防等に通報するシステムです。 

【渡辺委員】 自動的に消防署に連絡がいくよう

なシステムとは、普通の丸くて押せばピーッと

鳴る火災報知器とは違うものですか。 

【村田医療政策課長】 関知した際に自動的に通

報するような装置でございます。 

【渡辺委員】 わかりました。 

 あと、24ページの1,000万円以上の契約状況

の一覧表の中に、3番目の行政備蓄用のタミフ

ルのドライシロップの購入が随意契約となって

いますね。行政備蓄用のタミフルというのは、

薬屋さんはいっぱいあるんだけれども、なんで

随意契約になっているんですか。その要因を教

えてください。 

【古賀薬務行政室長】 行政備蓄用タミフルドラ

イシロップにつきましては、国と製薬メーカー

が行政備蓄用ということで価格等を取り決めま

して、都道府県もそれに従って、その価格で購

入するということになっておりまして、通常の

卸屋さんとか、そういった流通を介さずに直接

県と製薬メーカーが取引をするという形になっ

ております。 

【渡辺委員】 そしたら、国が契約しているわけ

ですか。国が製薬会社と契約して、それに基づ

いて県もしなさいということになっているんで

すか。 

【古賀薬務行政室長】 いえ、国は国で行政備蓄

用の契約をするわけですけれども、それとは別

に県はその国の価格と同等の価格で個別に製薬

メーカーと契約して購入手続をするということ

になっております。 

【渡辺委員】 それは、あくまでも県が随意契約

にせずに一般競争入札をして、国の契約よりも

安い製薬会社が出てくる可能性もあるわけで

しょう。そうじゃないんですか。 

【古賀薬務行政室長】 タミフルドライシロップ

につきましては、新薬で平成何年かに出てから

まだ特許期間が続いておりまして、製造できる

製薬メーカーはここに書いております中外製薬

1社のみとなっております。 

【渡辺委員】 早くそれを言えば、ここしかつ

くってないならここしかつくってないと最初か

ら言えば随意契約しかならないんですから、わ

かりました。 

【宅島委員長】 ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【宅島委員長】 ほかにないようですので、次に、

議案外所管事項一般について質疑を行います。 

 委員一人当たり概ね20分を目安にお願いし

たいと存じます。 

 議案外所管事務一般につきまして、何かござ

いませんか。 

【宮内委員】 私が聞きたいのは、先ほども

ちょっと小話程度にお話をしたところでありま

すけれども、ご案内のとおり、佐世保までは何

とか大学もあるし、そして短大等もある。また、
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北松圏内まで入れれば、保育所、託児所、保育

園、あるいは幼稚園、そういうものもかなりあ

り、まあまあ満足すべき状況にあります。 

 しかし、私どもが非常に杞憂をするのは、人

口が多いと言われる平戸圏、松浦市圏、それか

らその離島、的山大島だとか、あるいは大島だ

とか、鷹島だとか、数多くの人口を擁する離島

がたくさんあります。その皆さん方が今どうい

う状況にあるか。どういう状況というのは、人

口が減っているか、増えているかということで

すけど、漸減じゃない、激減をしています。な

ぜか、漁業はうまくいかない。うまくいかない

というのは、とれないというわけじゃなくて、

とにかく子どもを預けて漁業をするような体制

がとれてない。今はどこでも託児所、保育園、

そういうものがありますから、みんな親は安心

してオーバータイムでも何でも職場ではやって

いますよ。それぐらいやらないと、なかなか生

活もうまくいかない。 

しかし、北松の皆さん方は、託児所、保育園、

幼稚園、そういうものは皆無に近い。したがっ

て、預けるところがないために経済的な余裕を

生ずる根拠がない。農業にしてもしかり、漁業

にしてもしかり、そういうことでどんどん人口

が減りつつある。 

高等学校もたくさんあるけれども、なかなか

入らない。なかなか入らないのはなぜか。そこ

に入ったって先の見通しがつかないからです。

そんな高等学校が一体長崎県にあるのか。あり

ますよ。的山大島の猶興館高校、県立高校です

よ。平戸の猶興館高校の分校をつくって、そし

て離島の青年たちをそこに入れようとした。と

ころが、県費を使って立派な県立高校、的山大

島の分校をつくりましたけれども、たった4年

半しかもたなかった、4年半で解散、県費を使っ

てもったいない話ですよ。平戸はどうか。平戸

は猶興館高校と平戸高校があります。しかし、

ここでも青年たちは100％オーバーして入って

くるというようなことでは必ずしもない。 

 就職はどうかというと、就職はなかなか簡単

にはいきません。平戸市内に就職するようなと

ころがたくさんあるわけではありません。した

がって、みんな出ていってしまうというような

ことであります。 

 北松は非常にすばらしい環境でありながら、

漁業環境も農業環境も、牛にしても、漁業にし

ても、養豚にしても、あるいは青果にしても、

一時期は隆盛を極めた農水産業のエリアであっ

たわけです。ところが、そういうのが今さっぱ

りはけない。そういうのをやったって将来性が

ない。そういうことで青年もどんどん減ってお

るということであります。 

 今やっぱり何としてもここで食い止めなけれ

ばいけないのは、少なくとも私の考え方では、

松浦市と平戸市と隣の唐津、呼子、伊万里、有

田、この付近は言うなれば北松経済圏ですよ。

将来は間違いなく長崎県と合併するでしょう。

そういうことは、もう恐らく既定の事実として

考えてもいいと私は思うんです。 

 しかしながら、私が今までちょっと申し上げ

ましたように、この一番、海の幸にも山の幸に

も恵まれている地域がどんどん人口が減ってい

くのを何としても食い止めなければいかんので

はないかというのは、私ども県北に住まってい

る者の切なる願いであるわけです。 

 ならばどうすればいいか。少なくとも佐世保

を中心とした旧北松浦郡、今は佐世保市内に

入っている、そこまではもうわんさと保育園や

幼稚園ができているんですよ。保育園や幼稚園

がわんさと、もう大繁盛ですよ。そして、人口
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はなかなか減らないようになりました。ぴ

しゃっとそれで定着しました。そして、やっぱ

り合併してよかったというようなことを聞きま

す。 

 問題は、私が言わんとするところは、ですか

ら、そういうことを目の前に見ながら、松浦市

や平戸市の皆さん方の将来を考えると、やはり

青年が定着するような体制を政治的に行政的に

つくってやらなければ、ますます人口減が進ん

でいって、結局はにっちもさっちもいかんよう

になってくる。 

 よく北松は牛があるじゃないか、あるいは魚

が、山があるじゃないか、山の幸、海の幸に恵

まれているじゃないかと。幾ら恵まれたって、

それをちゃんとやっていく、ケアをする青年た

ちが育たなければ、これはどうにもならない、

こういうように私どもは思うので、何としても

青年たちの足を食い止める方法を考えなきゃい

かん。 

食い止めるためには、やっぱり結婚して子ど

もを産んで、子どもを預けて、保育園や乳児園

や、それから幼児園や、そういう乳幼児施設に

預けて、朝は日が昇る前から働く、出漁する、

夜は日が沈んでからも一生懸命働く。働くこと

には北松の人たちは事欠かないわけですから、

一生懸命頑張るわけですから、行政的に、政治

的にそういう体制をつくって助けてあげなけれ

ば、北松は、今申し上げますように唐津から松

浦、平戸に至るまで、この線に短期大学、大学

が一つもない。子どもたちは佐世保か長崎か、

あるいは福岡に行ってしまう、この子どもたち

は帰ってこない。帰ってこなければ、ますます

この付近の農業、漁業の働き手がいなくなって

くる。そういうような悪循環が今どんどん進ん

でおるという実態をもっと真剣に考えなければ

ならないのではないか。こういうように思う時

に、保育園、乳児園、幼児園、そういうものの

建設に向けて、それなりの行政的な政治的な配

慮というものは、これはぜひ必要な大事なエリ

アではないかということを私は言いたいわけで

あります。そのことは、すぐ近くの大島や、あ

るいは壱岐や対馬、そういうところにも全部影

響してくるというふうにも思うわけであります。 

 ですから、今、行政から見捨てられたような

平戸、松浦、隣の唐津までのあのエリアに、も

う少し喝を入れて、そして北松振興を実態的に、

本当に喝が入ったなと、県北の県民の皆さん方

が思うような施策は、手っ取り早く言えば、保

育園、乳児園、幼児園、そういうものを何とか

つくるような行政的なリーダーシップを県も市

町と一緒になってやってやる、そういうような

ことは皆さん方お考えにならないんですかね。 

 私は、たまたま平戸に施設を一つ持っている

ものだから、その施設の職員たちがもうとにか

く喜ぶんですよ。もっと増やしてくれと言うわ

けです。なんでそういうことを言うかというと、

いや、子どもを預けて、そして施設に働かせて

いただければ、私たちは子どもを大学まで出せ

ます。今までのような状態だったら、子どもた

ちを大学に出したくても出せませんと。 

 こういう彼らの切なる願いを聞けば、ささや

かに、もう長崎や佐世保などというのは嫌とい

うほど、隣も隣も隣もみんな保育園、幼稚園と

いうのになってしまっているところが多いとこ

ろですが、全くそれがないということによって、

県政の大事な、山の幸、海の幸もとれる、ある

いは林業もまだまだ盛んになそうと思えばなれ

るようなところがある。せっかくそういうもの

がありながら、それを利用することができない。

それによって県財政を豊かにすることができな
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い。これはまことにもって惜しむべき政治の欠

陥というか、欠落というか、そこら辺にも配慮

することが大事なことではないかと、こういう

ふうにかねがね思っているわけです。 

 何十年にはじめて立って、こんな小さなこと

を、一般質問でもあるまいし、委員会で質問す

るなどというのははじめてのことです、私は。

ですけど、ここはやっぱりそんなことを言うて

おられん、北松のことを考えれば。 

福祉保健部長、あなたの問題ばかりじゃない

けど、広範な手広い連携をしてもらわないとな

かなかできない問題かもしれないけれども、そ

こら辺をひとつ、そういうヒントを私が与えた

わけですから、ぜひひとつ市町にサウンドして

もらって、どういうような返事が返ってくるの

か。それはもう宮内さんの言われるとおりです

と、そういうことをしてもらえばここら辺は大

喜びですと、ぜひひとつ検討してくださいとい

う返事が間違いなく返ってくると私は思います

けどね。こども未来課長やこども家庭課長、こ

の付近も、今の話を唐人の寝言みたいな聞き方

をしないで、深刻にひとつ聞いてやって、これ

が県北振興にパンチをきかせるようなことに間

違いなくなるというふうに私は確信しています

から検討してもらえませんか。何かそれに対し

て見解があれば。 

【永松こども政策局長】 委員ご指摘のとおり、

地域で暮らしやすくする、子育てをしやすくす

るというのは、若者の定着のためには必要なこ

とだと思っております。 

 平戸・松浦圏内で待機児童等は出ていないん

ですが、ひょっとしたら、預けたいけど、手を

挙げてない可能性もありますので、子どもを預

ける、預けないについて、どういう需要がある

かについては、平戸市、松浦市に尋ねてみたい

と思います。 

 ご指摘のとおり、まさにまち・ひと・しごと、

まちを活性化させないといけないということの

大事なところでございますので、ぜひこども政

策局、福祉保健部だけじゃなくて、ほかの部と

も連携しながら、平戸・松浦地域の活性化のた

めにいろいろ考えていきたいと思います。 

【宮内委員】 結構な答弁をいただいたので、そ

れでいいんですけれども、今、行政にしても政

治にしても、広域圏的な展開をしようとするの

が国の21世紀に向けた方向であることは間違

いないわけですから、ぜひこれは本省に行って

話をしてきて、広域圏的な形で展開していけば

非常におもしろいじゃないですかと、こういう

話。本省の偉いさんたちが言うんですよ。唐津

から平戸までつながっているじゃないですかと、

同じような悪い条件のところが。この付近は、

昔は隆盛をきわめたところですよ。長崎よりも

この付近が一番九州では盛んなところだった、

福岡と一緒に。それが今ここまで落ち込んでき

たというのは、ある意味では政治の欠陥、政治

の目が届かない、そういうことにもなるわけで

すから、広域圏的な立場から考えて、佐賀県に

も呼びかけて、そして大学の一つぐらいは、短

期大学の一つぐらいつくれば、保育所がなぜで

きないかというと、保育所を建てても、近くに

保育士の資格を持っている先生がいないから建

てられないということがあるんですよ。保育士

の資格を持っている先生がおればどんどん建て

ますよというのはたくさんおるんですよ。とこ

ろが、保育士の資格を持っていない。持ってい

ないというのは、短大でも2年行けば保育士の

資格は取れるんですよ。 

 だけども、ここは今言うように、唐津から平

戸まで、大学という大学が何もないんです。こ
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れだけ広いところで、これだけかつては栄えた

ところで大学が全然ないというのは、この地域

だけですよ、皆さん。せめて保育短大が1つ、

教育単科大学が1つ、100人の定員ぐらいでもい

いから、そういうのができれば、資格を取った

者がどんどんここら辺から出てくるわけですか

ら、何もはるばる東京に行ったり、あるいは福

岡に行ったり、あるいは長崎まで行ったりせん

でも、地場で父親や母親、家族と一緒に働ける、

そういうような子どもたちがどんどん育ってく

る、そういう環境をつくってやらなきゃいかん

のじゃないかなということも1つ付け加えてお

きたいというふうに思います。 

 この付近は、かつては朝鮮征伐も含めて、あ

るいは日朝貿易も含めて、とにかくここから出

かけて行った船が文化その他の交流をどんどん

進めていった大事な地域なんです。それが今は

全く見るも無残な状況で、このまま捨てておい

ては、私どもはご先祖に対して申し訳ないので

はないかというふうに思います。 

したがって、ぜひひとつ広域圏的な立場で、

隣県の佐賀県とも話し合って、大学を1つつく

ろうじゃないかと、あるいは短大を1つぐらい

つくって有資格者をどんどんこの地域からつ

くっていこうじゃないかと。そうすればどんど

ん、この付近に保育園もできるし、あるいは小

学校、中学校に教師として赴任をするような希

望を持つ郷土愛に燃えた優秀な教師が育ってく

る可能性だってあるじゃないか。そういうよう

なことなども付け加えて中央に働きかけをして

いただくことを、県北振興のためには具体的な

形で非常に効果的な施策ではないかというふう

にかねがね思っております。 

私も、言うばかりで、てめえは何もしないじゃ

ないかと言われてもいかんですから、私もやり

ますよ。私も大学の1つか、あるいは短大の1つ

ぐらいはつくるぐらいの運動をやりますよ。私

もやりますけれども、皆さん方も積極的にそう

いう考え方に立って応援をしてもらわないと、

これは一人の力じゃ容易にできることじゃあり

ません。 

少なくとも、私は福祉施設を建てて60年、今

日まで経営をしてきた自信があります。県下で

60年、3つの施設を、老人施設、知的障害者施

設、そして一般の問題のある問題児等を預かっ

ておるのは、私のところが県下で一番先発です。

ですから、それだけのことをした自信がありま

すから、もし皆さん方が協力をしていただけれ

ば、私はできないことはない。ぜひひとつ落ち

込んだ県北に力と光を与えてくれるように、少

しは県の方からも協議をしていただいて、呼び

かけていただけませんか。そうせんというと、

余りにも今、かつての栄華から見ればかわいそ

うな状況になっているということをお訴え申し

上げて、ご協力をお願いしたいということで終

わりたいと思います。よろしくお願いいたしま

す。 

【永松こども政策局長】 私ごとで恐縮でござい

ますが、北松浦郡出身者といたしまして、四十

何年前、江迎のターミナルは非常ににぎやか

だったし、平戸口から平戸に渡る船が行き来す

る姿は非常に活気があったというのは、当時、

中学生だった私としては印象に残っておりまし

て、今、委員のお話を聞いておりました。今、

たびたび訪れているんですが、本当に寂れたな

ということについては実感をいたしております。

キャリアの差もありますので、委員はもっと

もっと元気だった頃をご存じだと思います。 

私も同じ思いでございますので、県北振興局

でありますとか、市あたりともいろいろ話をし
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て、とにかく活性化に向けて努力をしたいと思

います。具体案は今ここでなかなか申し上げら

れませんけれども、とにかく地域の活性化とい

うのは我々の仕事だと思っておりますので、い

ろんなところと協議をして進めていきたいと思

います。 

【宮内委員】 ぜひそうしてください。県北に福

祉施設は全くなかったんですよ。ゼロだったん

です。それを60年前に私が旗印を立てて、知的

障害者とお年寄りと、そして問題児と、みんな

困って困ってたまらんという皆さん方を今日ま

でしっかり守ってきているわけです。今まで全

くなかったところにその施設を建てるというの

は、正直言って大きな抵抗もありましたよ。問

題もありました。しかし、今や60年、営々とし

て継続して、皆さん方から、もっと拡充・強化

をしてくれという声が出ております。だから、

そういう方向で頑張らにゃいかんと思っており

ます。 

 ですから、皆さん、やれんことはなかとです

けん、かつてあれだけの馬力のあった県北です

から、ぜひひとつ力をかしていただきたいなと

重ねてお願いします。私がやれたんですから。 

【宅島委員長】 ほかにございませんか。 

【堀江委員】 大きく2点、20分以内にやりたい

と思います。 

 後期高齢者の保険料軽減特例措置について質

問します。 

 私が申し上げるまでもなく、平成27年1月13

日に開催された社会保障制度改革推進本部にお

いて、医療保険制度改革骨子が決定されて、後

期高齢者の保険料軽減特例、予算措置ですけれ

ども、この見直しが盛り込まれました。そして、

この保険料軽減特例については、段階的に縮小、

あるいは平成29年度から原則的に本則に戻す

ことが示されました。 

 つまり、このままいくと来年度から後期高齢

者の保険料は上がるわけですね。長崎県では、

いわゆる見直し対象の数がどれくらいいて、そ

の数というのは全体の何％になるのか、手元に

ありますか。 

【安永国保・健康増進課長】 ただいま委員から

ご質問がありました後期高齢者の保険料の軽減

特例を受けられている方、あと、それが何％ぐ

らいかというお尋ねだったかと思います。 

 現在、後期高齢者医療の対象になっていらっ

しゃいます被保険者の方は、平成28年当初の数

字でいきますと21万4,068人いらっしゃいます。

今回の保険料軽減特例の見直しの対象になる方

について、後期高齢者広域連合にお尋ねしてお

りますけれども、11万7,909人、約55％の方が

対象になるだろうということで聞いております。 

【堀江委員】 21万4,000人の中の11万7,000人、

2人に1人以上、55％が対象になるということで

すけど、現在の額がどれくらいになるか、後期

高齢者の保険料がどれくらい上がるかというこ

とで、いろんな事例があると思うんですが、一

番値上げ幅が大きい事例というのはありますか。 

【宅島委員長】 暫時休憩いたします。 
 

― 午後 ４時 ５分 休憩 ― 

― 午後 ４時 ５分 再開 ― 
 

【宅島委員長】 委員会を再開いたします。 

【安永国保・健康増進課長】 軽減特例が、低所

得者の保険料軽減で均等割であったりとか、所

得割であったりとか、あと、元被扶養者の保険

料軽減ということで、均等割の9割軽減といっ

たものがございます。 

一番影響が大きいと思われるのが、被保険者

の被扶養者であった方の均等割の9割軽減とい
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うのがございまして、この方でいくと、現在

4,600円で、軽減なしになりますと4万6,800円

ということで、この金額が一番大きいのではな

いかと思います。 

【堀江委員】 いろんなケースがあると思うんで

すが、現在4,600円の後期高齢者の保険料を払っ

ていた人が、来年になると、この軽減特例の見

直しとなった場合は4万6,800円、これは年金の

額に相当しますよね。これだけ保険料が上がる

ということになります。 

 そうしますと、このままいくと平成29年度か

ら原則的には本則に戻すということなんですけ

れども、長崎県の後期高齢者医療広域連合で

あったりとか、長崎県の動きというものはない

んでしょうか。もうそのまま何もしてないんで

すか。 

【安永国保・健康増進課長】 この軽減特例の廃

止の問題については、広域連合の方では広域連

合長会議というのが毎年1回あっておりますけ

れども、平成28年6月に後期高齢者医療制度に

関する要望書の中で、現行制度を維持すること。

それからやむを得ず見直す場合については、そ

の必要性について国による丁寧な説明と周知を

行って、被保険者の負担を最小限に抑え、急激

な増加とならないように激変緩和策を講じるこ

とというような要望をされております。 

 長崎県の広域連合の議会でも、8月に開催さ

れた議会の中で、議長名の要望書を政府の方に

提出するということが決議されております。 

 そういった動きはございますけれども、長崎

県として、この問題に対して現在のところ対応

はしていないという状況でございます。 

【堀江委員】 後期高齢者の保険料は国民健康保

険税とかを含めて通常でも高い。4,600円でも、

年金の額が少ないですから、やっとこさ納める。

それが4万6,800円になれば、年金は上がらない

わけですから、さらに大変なことになるので、

広域連合の議長名で意見書を出しているという

報告がありましたが、ぜひこの点についてはあ

らゆる機会を通じて、軽減措置を、特例措置を

そのまま継続していただくように要望していた

だきたいということをこの場をかりてお願いし

たいと思います。 

 もう一つは、国保の問題について質問したい

と思います。 

 平成30年度から､今、例えば長崎市でいうと

長崎市議会が国保の特別会計を持って、いわゆ

る予算も見るわけですが、それをこの文教厚生

委員会だと思いますけれども、長崎県全体の国

保運営協議会ということで、国保の特別会計を

見るという形になるんですが、一番の不安は、

現状がわかるかということです。私も市議の経

験がありますが、市レベルであれば一定、わか

るというのは語弊がありますけれども、把握が

できます。しかし、長崎県全体をこの文教厚生

委員会の中で、離島も含めて、半島部も含めて、

都市部も含めてどうなるかということをすると

いうのは、地域の実情がわかるかという不安が

私は非常にあります。 

 そこで、地域の実情をいかに把握できるか。

この点を一つ確認したいんですが、課長が補足

説明で言われました資料の3ページ、国保運営

方針の位置づけということで、国保運営協議会

をつくるんですが、括弧の中ですね、「都道府

県は、あらかじめ連携会議で市町村の意見を聴

いた上で、都道府県に設置する国保運営協議会

での議論を経て、地域の実情に応じた国保運営

方針を定める」。今だと、国保運営協議会とい

うのは、議会の代表も入っていっているんです

けれども、そこでいろんな保険料、率が決まっ
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ていくわけですが、この文章でいくと、市町村

の人たちは国保運営協議会に入らないんですよ

ね。連携会議ということで市町村の意見をまず

聞く。市町村の担当者は入らないのか、ここを

まず教えてください。 

【安永国保・健康増進課長】 まず、県の方に設

置します運営協議会のメンバーに市町村から入

らないのかというお尋ねだったかと思いますが、

国保運営協議会の構成といたしましては、補足

説明でも申し上げたとおり、被保険者の代表、

保険医、保険薬剤師、公益、それから被保険者

の代表ということで法令で決められております。 

 それで、国の説明によりますと、市町村につ

いては、県とともに国保の運営を担っていくこ

とになりますので、構成員ではなくて事務局の

立場から審議に参画するということを想定して

いるという説明を受けているところでございま

す。 

【堀江委員】 つまり、6ページの図表では、県

議会があって、県国保運営協議会があって、連

携会議がありますよと。市町村の担当の人たち

は、国保運営協議会で決議権､決定権はないけれ

ども、これはそうしますと国保連携会議を随時

開きながら連携してやるという理解でいいんで

すか。 

 要は、地域の実情が一番わかるのは市町の担

当ですよね。だから、その人たちの声が十分反

映される国保運営協議会でないと、保険料で

あったりとか､率であったりとか、ここで決まる

わけですから。そういうふうな理解でいいんで

すか。 

【安永国保・健康増進課長】 これまで国保制度

を市町村の方で運営をされてきた市町村の意見

というのは、配付いたしました資料の6ページ

の下の方に県と市町の国保連携会議というのが

ございますけれども、ここで毎年定例的に行っ

た上で、上の方の中段のところですけれども、

国保運営協議会に意見を反映させていくという

ような格好です。運営方針の中で反映をさせて

いくということになります。 

あと、国保の実情の意見反映については、先

ほど言いましたけれども、国保の被保険者の代

表のところ、要するに、国保の被保険者の方で

すから住民の代表がここに入ってくるような形

になりますので、地域の実情を反映させるとい

う意味では、こちらの方でもそのことは可能で

はないのかなと考えております。 

【堀江委員】 国保運営協議会の委員構成の案と

しては、被保険者代表、保険医、薬剤師、学識

経験者、被用者保険代表、あるいは住民の方も

入りますよということですけれども、えてして

市の国保運営協議会というのは、いわば事務局

が提案して、そのとおりになる、意見も余り出

ない。全てとは言いませんよ。えてしてそうい

う方向にあるので、ぜひ委員の構成の中ではき

ちんと発言をしていただきたいという要望も申

し上げておきたいと思います。 

それで、1ページの図がありますね。国保会

計が都道府県に入ってきた、じゃ、都道府県が

全部やるかというと、これまでどおり、保険料

の賦課であったり納付であったりというのは市

町がやるんですよね。 

そうしますと、それぞれの自治体が県に納め

る納付金、真ん中にある納付金は100％納める

ことになります。しかし、それぞれの市、町が

住民から集める部分については、これはどうし

ても収納率というのが出てきます。そうします

と、収納率の計算も出てくるので、いわゆる標

準保険料の提示とかを含めたら、保険料とかは、

今、県内に自治体は21ありますけど、自治体に
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よって額も率も違うという理解でいいですか。 

【安永国保・健康増進課長】 ただいま委員が

おっしゃったとおり、現在も市町村によって国

保の被保険者の数は当然違ってまいりますし、

その被保険者の数の規模によって、それぞれの

現実的な収納率というのも当然違ってまいりま

すので、この国保の事業納付金の算定に当たっ

ては、そういったところも加味しながら、納め

られるような収納率ということを勘案しながら

保険料は決まっていくのかなと考えております。 

【堀江委員】 納められる保険料率でないといけ

ないんですが、それぞれ自治体によって違う。

そうなった時に、今現在も国保の財政は自治体

によって違いますよね。過去、文教厚生委員会

で国保の問題についての集中審査をやったこと

があります。そこで出された資料を見ても、基

金があるところ、ないところ、繰入金があると

ころ、ないところ、これは違いますよね。そう

いう状態の中で平成30年から広域になるんで

すが、これはこのままですか。自治体によって、

あるところはあるまま、これを全部なしにする

のか、そこら辺はどうですか。 

【安永国保・健康増進課長】 現在、市町の方で

持っています国保の基金については、30年度以

降も今のままで保持されるような形になってい

きますので、30年度以降が県と一緒になるので、

市村が持っている基金についてはもうなくして

いいよという話ではございません。今のままで

いくようになります。 

【堀江委員】 今の段階というか、30年広域に

した現状の時に、基金があるところはそのまま

基金があるということでいいわけですね。 

 その上で、国保の財政で一番の違いは、一般

会計からの繰り入れをするかしないかというこ

とですよね。一般会計からの繰り入れをして国

民健康保険税を上げない、保険料を上げないと

いう自治体と、いやいや、それはしないよとい

うことで単年度決算で保険料にはね返る自治体

とそれぞれあるんですが、こういう自治体によ

る違いというのは広域化になったらどう理解し

たらいいんですか。 

 私も何度かこの質疑をした時に、課長は「変

わりませんよ」と言いましたけれども、そうい

う理解でいいんですか。でも、一般会計を繰り

入れするところとそうでないところと、広域化

になった段階でそれは可能なんですか。 

【安永国保・健康増進課長】 一般会計繰り入れ

の中にも、法令等に基づいてやるものと、法令

等以外のところでそれぞれの首長さんの判断で

やる、いわゆる法定外一般会計繰り入れという

のがございます。 

 今、国と地方との議論が進んできた中で、法

定外の一般会計繰り入れの中で決算補塡等の目

的でやる分については、都道府県化以降の解消

とか削減ということを目標にして、そういった

ものについてはなくしていこうというのが、今、

国の考え方になってきています。 

今、委員がおっしゃった保険料を低く抑える

ためにそれぞれの市町村の判断でやっている分

については、決算補塡等の目的でやっている法

定外の一般会計繰り入れというところに入りま

すので、ここについてはなくしていく方向でと

いうことで、今のところ国の方針としてはなっ

ています。 

 これをどうしてなくしていくかということに

ついては、国の方もこれまでも説明をしてまい

りましたけれども、平成27年度から1,700億円、

それから平成29年度以降、これに1,700億円を

加えて3,400億円の全国ベースでの財政支援を

拡充していくというのがございまして、そう
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いったところもこういった保険料軽減の法定外

一般会計繰入金をなくしていくところの財政支

援にもつながっていくという説明があっており

ます。 

【堀江委員】 私が端的に聞きたいのは、いわゆ

る法定外繰り入れです。そして、それは、あく

までも保険料を上げないために一般会計から繰

り入れするということが自治体によってはでき

たんです。今はできるんです。それは首長が判

断し、議会が承認すれば、これはできる。そう

すると、広域になるとこれができなくなるとい

うことですね。 

【安永国保・健康増進課長】 できるかできない

かと言われると、できないというふうに制限を

かける規定はありません。 

 したがいまして、都道府県化以降も、それぞ

れの市町村の事情で一般会計繰り入れを入れる

という判断をされるところがあるかもしれませ

ん。 

 ただ、それは都道府県化をして、都道府県も

入ったところで一緒に国保事業をやっていくと

いう中においては、自分のところだけの保険料

を下げるという一般会計繰り入れについてはな

るべくなくしていきましょうということで、そ

の国保運営方針の中にも、そういった取組のと

ころを記載していくような格好になります。 

【堀江委員】 要は、今だと、国民健康保険税、

保険料を引き下げるために一般会計から繰り入

れをして、それが市長の判断、議会の承認のも

とにできるんですよ。それが広域化になると、

できないと制限をかける理由はないとうまく言

いますけれども、要はできるんだけれども、ほ

かも一緒に足並み揃えなさいと、だからそれは

できなくなるよと､平たく言えば、そういうふう

に言っているということですよね。 

【宅島委員長】 暫時休憩いたします。 
 

― 午後 ４時２４分 休憩 ― 

― 午後 ４時２４分 再開 ― 
 

【宅島委員長】 委員会を再開いたします。 

【安永国保・健康増進課長】 そういった一般会

計の繰入金をしなくてもいいように国も財政を

拡充しますし、計画的に段階的にそういうこと

をなくしていこうという取組を県と市町と一緒

になって、どういうやり方でやるかというのは

今から具体的に詰めていきますけれども、一緒

になって努力しましょうということで考えてお

ります。 

【堀江委員】 平たく言えば、今やっていること

ができるよというふうには明言しないわけです

ね。そうさせないようにいろいろ考えますから

ということで、答弁として「それはできません」

とはさすがに言えないと思うんですけれども。

いずれにしても、そこは私としては注目したい

と思うんです。 

 国保税は一番高いですよ。こんな中でどうす

るかというのは本当に一番大変な問題です。そ

れが広域化になって軽減されればいいんですよ。

でも、今の話だと、軽減される見通しよりも高

くなるんじゃないかという思いの方が強くなら

ざるを得ないと思っているということを申し上

げて、20分たちました。質問を終わります。 

【山本(啓)委員】 すぐ終わりたいと思いますの

で、端的な答弁を求めたいと思います。 

 団塊の世代と言われる方々が全員75歳以上

になると言われる2025年に向けて、国は医療・

介護、そういった部分の地域医療の取組がある

んだと思います。本県においても、基金の設置

をして、それぞれの地域でやっています。 

ただ、その中で、今日も何回かやりとりがあ
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りましたけれども、長崎県というのは、地理的

に非常に困難な状況にある。その中で、医療・

介護の中で歯科について、今現在、この基金の

取組事業、その内容や規模感を、今何か資料が

あれば、通告してなかったので、なければそれ

でいいんですけど、あればご説明いただきたい

んですが。 

【村田医療政策課長】 申し訳ございません。手

元に資料はございませんが、平成28年度の内示

の状況でどういった事業が行われているかと

いったことは、後ほど、申し訳ございませんけ

れども、今手元にございませんので。 

【山本(啓)委員】 雰囲気でわからないですか。 

【村田医療政策課長】 すみません、細かい数字

はわかりません。 

【宅島委員長】 それでは、明日、資料をお願い

します。 

【山本(啓)委員】 常日頃、医療、介護等の中で、

歯科が多くの部分でいろんな予防につながると

いうことで、1年に1回、もしくは4カ月に1回と

いう話がある中で、なかなか歯医者さんに足が

向かない。痛くならなければ用事がないところ

という認識があります。しかしながら、地域医

療のこの取組の中で、今、県が歯科については

直接やっていないんですね。地域医療の取組で

すからやってないんだと思うんです。だから把

握できないというか、浮かんでこないんだと思

うんですけれども、その部分についてはどうで

すか。その仕組みをまずちょっと教えていただ

きたいんですけど。 

【村田医療政策課長】 歯科に関しまして、やっ

ていないということはございませんで、医科・

歯科の連携といったことは、従前から重要性は

言われていますし、先ほどご説明しました地域

医療構想の中でも、今後、在宅の中で、病院か

ら在宅に移られた方の継続的な口腔ケア、ある

いは障害者の方の口腔ケアといったことは、生

活をする上で大事な基本的な部分ですので、そ

の重要性というのは私どもも認識をしていると

ころでございます。 

 そういった意味で、人材育成の研修とか、歯

科医師会等の提案等、そういった取組があるこ

とは記憶しているんですけれども、詳細な中身

については今手元にございません。 

【山本(啓)委員】 記憶が出てきて説明いただい

てありがたいです。 

 その一つ一つが、目標設定とか、もしくは現

場の取組の評価とか、そういったものについて

認識があれば今説明をいただけますか。 

要は、口腔ケアについて、在宅等の取組につ

いて、本県においてそういう取組をしています、

歯科医師会等々と連携をして現場とやりとりを

しています、そういうことによって人材が必要

だ、まず、そのトレーニングが必要だ、そういっ

たことも今お話しいただいた。 

 これは何年までにという取組は全国規模であ

るんだけれども、本県においては、何年後にど

ういう形であってほしいとか、どういうところ

を目指しているとか、数値の目標設定とか、ま

たは今年1年の取組とか、去年の取組の評価は

どうだとか、そういったものはあるんでしょう

か。 

【村田医療政策課長】 申し訳ございません。全

体的なことにつきましては、2025年を目指して、

そういった体制を整えるといったところで、今

後、毎年、各圏域ごとに取組を検証しながら対

策を打っていくという構想ができ上がりつつあ

るところでございますので、トータル的な目標

設定は、平成30年度からの医療計画の改定も控

えておりますので、そういった中で議論をさせ
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ていただきたいと思っております。 

 個別に取り組んでおります事業につきまして

は、それぞれの事業の目的に対しまして、それ

ぞれの成果とかは設定していると思いますが、

その辺も今手元にございませんので、申し訳ご

ざいません。 

【山本(啓)委員】 何年間という長いスパンで見

ている取組であることは理解するんですけれど

も、その一つ一つを県も入って地域の取組とし

て医療・介護等を見ていかないと、長くて分厚

い計画の中で、長期の中で、その都度、その都

度、見ていく作業をしないと、皆さんも退職さ

れたり、異動されるわけですし、地域の方々も

なかなか。 

なぜこういうことを言うかといえば、離島・

半島においては、多くが公的な医療機関ではな

くて、民間のところに頼っているし、事、歯医

者はほとんどが民間じゃないですか。公的な医

療機関の歯医者は本県ではないですよね。 

 そうすると、民間の方がやられている歯医者

さんが、ご自身がもうやめたと言えば、そこの

地域に歯医者さんがいなくなっちゃう。ご子息

や関係者に跡を継がせるというのもあるんで

しょうけれども、そういう社会的な責任を負っ

ていただいている部分はあると思うんです。 

 そういった意味で2025年までの流れの中で、

地域の医療がそこに存在するかどうかというと

ころは目を向けなければいけない。だから、取

組の過程は1個1個評価していくべきだし、1個1

個の目標設定というのは具体的なものが必要だ

と思うので、明日、資料を出していただければ、

その説明を待ちたいと思います。 

【宅島委員長】 ほかにございませんか。 

【外間委員】 今の歯科医のお話の続きは医療の

お話で、先ほど、陳情の際に山本(啓)委員から

の県内の医療人材の状況については、医療人材

対策室長から、事細かくわかりやすくご説明を

いただいて、県内における非常に地域の特性を

持った長崎県の医療人材の体制についてはお示

しいただきましたので一定理解をいたしました。 

 そこでクローズアップしてくるのは、長崎県

ならではの離島、昔は医療圏と言っていた島原

を含めた病院企業団というものがありまして、

この病院企業団の現状、今の運営状況等につい

て簡単にご説明をいただければと思います。 

【村田医療政策課長】 現状の病院企業団につき

ましては、大型の離島と、本土でいいますと島

原、それと大村の精神科の専門の病院、これを

合わせて、県内の離島と、本土では島原、大村

の2カ所で運営をしている状況でございます。 

【外間委員】 今ご説明いただいた島原、大村、

各大型の離島で企業団として運営をやっておら

れると。そこに加入する要件とか方法、こういっ

たことについて、過去、去年あたり、壱岐が入

られたわけでありますけれども、どういうふう

な資格要件で病院企業団に加入できるのか、こ

の点についてわかりやすくご説明をしていただ

ければと思います。 

【村田医療政策課長】 企業団の前身は離島医療

圏組合ということで、離島が要件でしたけれど

も、企業団になりまして、各二次医療圏の基幹

病院を運営するというのが一つの大きな考え方

になっております。 

 それと、加入の際には当然のことですけれど

も、各構成団体の総意が必要ということになっ

ております。 

【外間委員】 その二次医療圏ということで、先

ほどの陳情の中に、長崎県の二次医療圏の対人

口10万人に対する医療数、医師数が、実は長崎

の県北医療圏が一番低い状況でありまして、大
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変厳しい状況に陥っているということです。 

 今後、病院企業団に加入していくために乗り

越えなければいけない必要なステップやさまざ

まな問題については、これからの委員会におい

てもいろいろとご指導いただければと思ってお

ります。 

 今日は入り口のところで病院企業団について

の状況と加入方法等についてお示しをしていた

だきましたので、これで結構でございます。 

【宅島委員長】 ほかにございませんか。 

 暫時休憩いたします。 
 

― 午後 ４時３５分 休憩 ― 

― 午後 ４時３５分 再開 ― 
 

【宅島委員長】 委員会を再開いたします。 

 本日の審査はこれにてとどめ、明日は午前10

時から再開いたします。 

 お疲れさまでした。 
 

― 午後 ４時３６分 散会 ― 
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１、開催年月日時刻及び場所 

  平成２８年 ９月２８日 

自   午前１０時 ０分 

至   午前１１時１５分 

於   第 1 別館第 3 会議室 
 
 
２、出席委員の氏名 

委員長(分科会長) 宅島 寿一 君 

副委員長(副会長) 坂本  浩 君 

委 員 宮内 雪夫 君 

 〃   橋村松太郎 君 

 〃   渡辺 敏勝 君 

 〃   外間 雅広 君 

 〃   堀江ひとみ 君 

 〃   松島  完 君 

 〃   山本 啓介 君 

 〃   近藤 智昭 君 
 
 
３、欠席委員の氏名 

 ごうまなみ 君 
 
 

４、委員外出席議員の氏名 

な   し  
 
 

５、県側出席者の氏名 

福 祉 保 健 部 長 沢水 清明 君 

福祉保健部次長 園田 俊輔 君 

福 祉 保 健 課 長 上田 彰二 君 
監査指導課長  
( 参 事 監 ) 鳥山 秀朝 君 

医療政策課長  村田  誠 君 

医療人材対策室長 太田 勝也 君 

薬務行政室長  古賀 浩光 君 

国保・健康増進課長 安永 留隆 君 

長寿社会課長  小村 利之 君 

ねんりんピック推進課長 磯本 憲壮 君 

障害福祉課長  柴田 昌造 君 

原爆被爆者援護課長 林  洋一 君 

こども政策局長 永松 和人 君

こども未来課長 中野 嘉仁 君

こども家庭課長 吉田 弘毅 君
 
 
６、審査の経過次のとおり 

 

― 午前１０時 ０分 開議 ― 
 
【宅島委員長】 皆様、おはようございます。 
 委員会を再開いたします。 
 本日は、ごう委員から欠席する旨の届けが出

されておりますので、ご了承をお願いいたしま

す。 
 それでは、昨日に引き続き、議案外所管事項

一般につきまして質疑を行います。 
 まず、昨日、歯科問題で質問がありました件

につきまして、医療政策課長より説明をお願い

いたします。 
【村田医療政策課長】 昨日、的確なご答弁がで
きませんでしたこと、まことに申し訳ございま

せんでした。 
 お手元にＡ4横1枚でまとめた資料をお配り
させていただいております。平成26年度から始
まっております長崎県地域医療介護総合確保基

金のうち、歯科関係分についてまとめたもので

ございます。 
 これまでに4本の事業をやりまして、今年度
分で3件の継続事業ということで取り組むこと
としております。 
 1番目は、各郡・市歯科医師会に歯科衛生士
を配置いたしまして、訪問診療等の相談、ある

いは病院や在宅等への派遣の調整、あるいは自

ら出向いて口腔ケアの指導等を行う事業でござ
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います。これは平成26年度からモデル的に、長
崎、佐世保、島原の3地区で実施いたしており
ます。 
 2つ目につきましては、長期の入院でありま
すとか大きな手術の前後等で口腔内の衛生状況

が悪化して、その後の回復に影響があるといっ

た対応や歯周病との関係が言われております糖

尿病の予防といったものに対して、医科・歯科

の連携を進めるための研修でございます。 
 3番目につきましては、歯科衛生士、あるい
は女性の歯科医師の復職の支援をするというこ

とで、県の歯科医師会に担当者を配置して対応

するものでございます。 
 4つ目につきましては、歯科衛生士を養成す
る養成校におきまして新たに訪問歯科診療に対

応した施設設備等の整備を支援いたしまして、

そういった教育を実施していただくといったも

のでございます。 
 今年度分の3件の継続事業で、右の方の平成
28年度の合計の欄ですけれども、およそ1,500
万円を基金から支援することにしております。 
 簡単ですけれども、以上で説明を終わらせて

いただきます。 
【宅島委員長】 ありがとうございました。 
 ただいまの説明に対しまして何かご質問はご

ざいませんか。 
〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【宅島委員長】 ほかに議案外のことで何かご質
問はございませんか。 
【渡辺委員】 ねんりんピックの関係でお尋ねし
ますが、ねんりんピックの開催がいよいよ迫っ

てきたんですけれども、この間、開会式の一般

観覧者の募集をしていたようですが、開・閉会

式の参加者の状況がどうなのか。 
 それと、ボランティアの人たちが何人ぐらい

で、それで賄えているのかどうか、その辺の状

況を示してください。 
【磯本ねんりんピック推進課長】 まず、開会式
の一般観覧者の募集ですけれども、一応3,000
名を目安にということでやっておりましたけれ

ども、今、大体3,300名ぐらい応募がきていると
ころでございます。閉会式につきましては、800
名の募集に対して850名ぐらいの応募があって
いるところでございまして、延長させていただ

きましたけれども、一般観覧者については応募

いただいております。 
 それから、ボランティアについては、今、延

べで大体1,400名ぐらいの方に実際に従事して
いただくということで、今月、さまざまな研修

会を開催してご説明をさせていただいていると

ころでございます。 
【渡辺委員】 開会に向けて順調に進んでいると
いうことで理解しておっていいですね。 
【磯本ねんりんピック推進課長】 はい。もうあ
と2週間程度になってまいりまして、10月1日に
はリハーサル大会を行いまして万全の体制で準

備を進めてまいりたいということで頑張ってい

るところでございます。 
【渡辺委員】 それと、在宅の、要するに特養の
待機者が今県下にどれくらいいるんですか、現

状を示していただけませんか。 
【小村長寿社会課長】 平成28年4月1日現在の
待機者の状況でございますけれども、全体で約

3,300名、そのうち在宅の待機者が約1,400名、
うち特養については、原則、要介護3以上の方
が対象になっておりますけれども、要介護3以
上の在宅待機者の方が約1,200名でございます。 
【渡辺委員】 そしたら3,300人の人たちが今待
機しておって、家におる人たちがそのうち1,400
人ですか。それ以外の人は軽費老人養護ホーム
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とか、そういうところにおるということですか。

その辺の内訳がわかりませんか。 
【宅島委員長】 しばらく休憩いたします。 
 

― 午前１０時 ６分 休憩 ― 

― 午前１０時 ６分 再開 ― 
 
【宅島委員長】 委員会を再開いたします。 
【小村長寿社会課長】 3,300名の方の現在の住
所といいますか、入居状況でございますけれど

も、3,300名のうち医療機関におられる方が約
800名、老人保健施設におられる方が約540名、
グループホームにおられる方が約240名、その
他の方は養護老人ホーム、あるいは軽費老人ホ

ーム、あと有料老人ホームといったところに分

散して入居している状況でございます。 
【渡辺委員】 そしたら3,300人の人たちが待機
しているということで、空席待ち番号でいった

ら3,300名の人は何年待ちですか、今の状況でい
うと。 
【小村長寿社会課長】 先ほどもちょっと申し上
げましたけれども、全体で3,300名ですけれども、
原則、要介護3以上の方が入居対象でございま
すので、要介護2の方が大体500名ぐらいいらっ
しゃいますので、実際は2,800名ほどかと考えて
おります。 
 待機期間でございますけれども、各地域にお

きまして特別養護老人ホームの整備状況等も違

っておりますので、一律に何年ということはこ

こでお答えすることはできかねるかなと考えて

おります。 
【渡辺委員】 その施設によっていろいろ違って
くると、こういうことなんですね。 
 介護保険の見直しが今から進められるわけで

しょう。この間、テレビで出ておったのが、要

介護1、2かな、補助器具が対象外になるかもわ

からんと、こういう話が出ておりました。本当

にそういうふうになろうとしているんですか。

その辺、国の動き等も含めて動きを教えていた

だけませんか。 
【小村長寿社会課長】 昨年度、国で策定されま
した工程表の中では、そういった方向で検討が

進められるという考え方が打ち出されていると

ころでございます。 
 現在、社会保障審議会の部会で検討されてい

ますけれども、団体の方からは福祉用具の貸与

が保険がきかなくなれば自己負担が10倍ぐら
いになりますので、なかなか使えなくなって介

護度が重篤化するんじゃないかという危惧もご

ざいますので、そういった観点で反対の意見を

述べられた方もいらっしゃいますけれども、そ

の辺が、今、国の方で鋭意検討が進められてい

ると考えております。 
【渡辺委員】 理事長がここにおられますが、実
際、介護している人たちにとってみれば、費用

負担が10倍ぐらいになる可能性だってあるわ
けでしょう。いかんことですね、介護上は。実

態はそういうことで国の方としては審議会で審

議がされているという状況ですね。 
 改定はいつされるんでしょうか。 
【小村長寿社会課長】 通常であれば来年度の通
常国会に制度の改正が上程されまして、平成30
年4月からの改定になるかと理解しております。 
【渡辺委員】 来年1月の通常国会から、ひょっ
とすればこういうことに改定される可能性があ

るということでしょうか。 
【小村長寿社会課長】 改正の内容が国会に上程
されて、そこで議論されて、実際の制度改定に

ついては、平成30年4月からの介護報酬で改定
になろうかと考えております。 
【渡辺委員】 わかりました。 
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 それと、介護士の方の現状、離職率が、賃金

が低くて、保育士と一緒で就職してもすぐやめ

る人が多いという話を聞いているんですが、今

の介護士の実態は、充足率というのは、足りて

いるんですか、県内では。 
【小村長寿社会課長】 施設の運営基準上の人材
は確保されておりますけれども、施設の方では

人手不足感があるというお話を伺っているとこ

ろでございます。人手不足感がありますと、今

勤めていらっしゃる方の休みが取りにくいとか、

夜勤が増えるとか、そういったことがございま

すので、各施設は、今、そういった労働条件の

改善に向けて、介護人材の確保に向けて努力い

たしているところでございます。 
【渡辺委員】 私が介護保険事業者から聞いた話
ですけれども、若い人が来ても、2～3カ月おっ
たらやめていくと。要するに、賃金が安くて、

きついものですから、やめていくという声を聞

くわけです。 
 今の介護士の皆さんの賃金の実態がわかって

おれば、平均どれぐらいですか。 
【宅島委員長】 暫時休憩いたします。 
 

― 午前１０時 ８分 休憩 ― 

― 午前１０時 ８分 再開 ― 
 
【宅島委員長】 委員会を再開いたします。 
【小村長寿社会課長】 介護職の場合でございま
すと、国の介護労働安定センターという機関が

ございますけれども、そこの調べによりますと、

大体17万4,000円から17万5,000円ぐらいのと
ころかなということでございます。 
【渡辺委員】 これは国の方の平均ですか、それ
とも長崎県の平均ですか、どっちですか。 
【小村長寿社会課長】 国が調査をした長崎県の
事業所の平均でございます。 

【渡辺委員】 こども政策局は、保育士の賃金は
わかりますか。 
【中野こども未来課長】 保育士の給与の月額で
ございますけれども、20万7,000円ぐらいでご
ざいます。 
【渡辺委員】 それも県内の平均という形で理解
しておっていいですか。 
【中野こども未来課長】 はい、県内のものでご
ざいます。全国では21万6,000円です。 
【小村長寿社会課長】 失礼しました。先ほどの
介護職員の平均賃金でございますけれども、正

確には17万6,865円でございます。 
【渡辺委員】 そしたら、約3万円ほど、介護職
員の方が低いわけですね、実態としては。労働

時間は、平均何時間ぐらいですか。わかります

か。 
【小村長寿社会課長】 ただいま、私が申し上げ
ました賃金については、正規、それから非正規

ひっくるめたところの数字でございますので、

若干低めに出ているかなと思っております。正

規の方は当然8時間勤務でございまして、非正
規の方の賃金も含まれておりますので。大変申

し訳ございません。 
【渡辺委員】 今、実態が、どうしても一般の人
と比べれば低いということで、ここを何とかし

ていかないと、介護対象者がどんどん増えてい

く。私どもは団塊の世代ですから、私たちがだ

んだん高齢化していく中で、介護士の皆さんの

供給が増えていかないと、私たちの老後がどう

なるのか心配になりますけれども、その辺の対

策は、もう国の方針に従うしかないわけですか。

介護士の充足に向けて長寿社会課としてはどう

いう方針を持っておられますか。 
【小村長寿社会課長】 本県といたしましては、
介護職員の確保に向けまして、まずはすそ野を
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広げる、入ってくる窓口を広げる施策を一つの

柱としています。 
 2つ目には資質向上、先ほども離職率のお話
がございましたけれども、資格を持たない方よ

りも、事業所に勤められてから資格を取られた

方の在職年数は延びる傾向にございますので、

そういった意味で資質向上を図るための支援を

行うというのが2点目でございます。 
 3点目には、先ほど委員からもお話がござい
ましたように、労働時間、賃金、給与、そうい

ったことの改善が必要だということで、その辺

の改善が進むような支援を県としては行ってい

るところでございます。 
 国も同じような考え方で全国的に進められて

おります。本県としましては、今年度から、県

内8地域で関係者によります協議会を立ち上げ
て、各地域の課題に応じた施策を今協議してい

る最中でございますので、そういったことを踏

まえて、それぞれの地域ごとにどういった施策

が有効なのかということを踏まえた上で今後取

り組んでいきたいと考えております。 
【渡辺委員】 名前を忘れましたけど、行政視察
に行った時に見てきましたね、北海道の何園で

したか。要するに、働き甲斐を持たせて、そし

て地域に貢献させていく、ああいうことを目指

しながら、介護職員の充足に向けて県としても

ぜひ力を入れていってほしいと思いますので、

これは要望しておきたいと思います。 
 それと、3ページに社会福祉入所施設におけ
る防犯対策について、「県内879カ所の高齢者
入所施設に対する防犯対策の状況把握などにも

着手したところであります」ということであり

ますが、この結果はどうなんですか、879カ所
の防犯対策の状況について。 
【小村長寿社会課長】 879カ所を対象に調査を

行いまして、727施設から回答を得たところで
ございます。 
 その主な状況でございますけれども、施錠に

つきましては、建物にフェンス等の外壁を施し

ている施設が231カ所、大体31.8％でございま
す。また、このうち夜間施錠を行っている施設

が111カ所、15.3％。また、本館への出入り口
の夜間施錠が715カ所、98.3％でございます。
また、防犯装置の設置状況につきましては、防

犯ベルの設置が108施設、14.4％、それから、
監視カメラの設置が161施設、22.1％、通報装
置の設置が151施設の20.8％で、防犯装置の設
置状況ですが、全体の5分の1ぐらいの設置にと
どまっている状況でございます。 
 職員の配置については、夜間については巡回

を行っておりますので、そういった形で対応し

ているということで調査の結果を把握している

ところでございます。 
【渡辺委員】 ああいう痛ましい事件が起きまし
たから、やっぱり防犯上の対策は今後とも施設

と連携をとりながら十分にしていかなければい

けないと思いますし、その辺は今後とも十分努

力していただきたいと思います。 
 それと、国保の関係でちょっとお尋ねします

が、市町村の運営から県がまとめて運営すると

いうことで、国保料金というのが将来的には一

緒になるのかなと私は思っていたんですけど、

結局、そうではないような説明を受けて、市町

村が今運営している保険料というのは、要する

に、県の保険料という、何といいますか、一定

の保険料にまとめようということにはならない

んでしょう。県が管理するような、基金の関係

を含めて、そういう方向にもっていこうとする

なら、県下の市町村で格差がある保険料を統一

していこうという方向にはなってないんですか、
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なっているんですか、その辺、基本的な方針を

教えてください。 
【安永国保・健康増進課長】 市町村国保の保険
料率の統一についての考え方でございます。 
 都道府県化に伴って、昨日の説明資料にもあ

りますけれども、国の方針として、長崎県も同

じように考えておりますけれども、将来的には

保険料負担の平準化を進めるということがまず

大きな方針としてございます。まずは標準的な

算定方法で市町村ごとの標準保険料率を県の方

で算定いたしまして、それを公表します。市町

村はそこを参考にしながら、それぞれの保険料

率を決定するという仕組みになってまいります。 
 同じ金額になるかどうかということのお尋ね

だろうと思いますが、市町村ごとの標準的な保

険料率の算定ということでございますから、同

じ考え方でやって算定するということでござい

ます。 
 結果的には、それぞれの市町村の判断でされ

るわけですけれども、そこは標準的なところに

統一していくということが基本的な、今後、市

町と協議しながら統一化に向けて進めていくと

いうことで今のところ考えております。 
【渡辺委員】 要するに、平成30年度から新し
い制度に入るわけですね。今、市町村ごとに保

険料が違うと思うんですよね。一番高いところ

と一番低いところの金額を教えてください。 
【安永国保・健康増進課長】 平成26年度の1人
当たりの保険料税の調定額、現年度分でござい

ますけれども、県内の状況を申し上げると、一

番高いところで8万1,715円、一番低いところで
6万3,998円ということで、県内の格差といたし
ましては、約1.3倍ほど格差がございます。 
 ちなみに、一番高いところの8万1,715円です
けれども、全国平均が8万4,952円ということで、

長崎県としては、全国と比べれば低い状況にご

ざいます。 
【渡辺委員】 一番高いところはどこですか、市
町で言ったら、一番低いところも、ちょっと教

えてください。 
【安永国保・健康増進課長】 失礼しました。一
番高いところは、平成26年度、大村市でござい
ます。それから、一番低いところは小値賀町で

ございます。 
【渡辺委員】 そしたら、これだけの格差が、要
するに、平成30年度からどのような形になって
いくんですか。平成30年度から、今、これだけ
の差がある保険料をどのような形で、要するに、

市町が集めたものを県にやって、県がまたそれ

を交付するようになるわけでしょう。市町がそ

のまま徴収義務をしていくならば、何のため、

要らん手間ばかりかけるような感じになるよう

な気が私はするわけです。県がまとめて、この

保険料にしますよというなら、まだ話はわかり

ますけど、こういうことが続いていくならば、

何のために平成30年度から県がしていくのか
なということがちょっとわからんのですがね。 
【宅島委員長】 暫時休憩します。 
 

― 午前１０時２６分 休憩 ― 

― 午前１０時３６分 再開 ― 
 
【宅島委員長】 委員会を再開いたします。 
【安永国保・健康増進課長】 適切な答弁ができ
ませんで申し訳ございません。 
 次回の委員会でわかりやすい資料を準備させ

ていただきまして、改めてまた説明をさせてい

ただきたいと思いますので、ご了承いただきた

いと思います。 
【宅島委員長】 ほかにございませんか。 
【橋村委員】 先ほど、渡辺委員から、施設とか、
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あるいは保育士の給与がどうなっているのかと

いうことでした。折に触れて担当と話したこと

があったんですけれど、私自身は、一定の基準

があるものだと思っておりました。保育士あた

りについても、公務員の給与表というのがある。

給与表と同じで、教職員の場合は教職員の給与

表があって、そしてまた、私立学校はそれに準

じた形で給料表があってというような感じで。

だから、それを100％そのままやっていくのか、
どれぐらいか、7掛けか8掛けぐらい、私立学校
は8掛けぐらいな手当てをやっているんじゃな
いかと思います。 
 私が不思議なのは、介護は非常に難しくなっ

ていくだろうけれども、保育所や幼稚園という

のは、きちっと定員管理をやっているはず。む

ろん、臨時保護で手厚くということがあったと

しても、倍も3倍もという、人件費というのは
一定の枠の中で対応していくべきだと。だから、

その分をきちっと国が認めるか、認めないか。

そして、単位がどうなのかと。例えば、一般教

職員の場合は四百数十万円ぐらいが教職員の1
人当たりの単価として交付税算入される、ある

いは管理職の場合に、校長だったら1,000万円と
いうような感じで交付税として算入されている

から、その分をということで、義務教育費国庫

負担法の中で本来はそうすべきだけれども、今、

県費負担という形になっている。だから、それ

でも賄えるような国の財政措置がなされる。だ

から、保育所や幼稚園にしても、そういうこと

をやりながら人件費の面では応分の手だてをし

て、あるいは私立の場合は、その分の何％かは

保護者に負担させるというようなことであるべ

きだと思っております。 
 ただ、そういうことを考えた時に、県も指導

方針なりマニュアルをきちっとつくっておいて、

そして、大体この程度ですよというようなこと

があればいいけれど、どこにでも施設にお任せ

次第と。何か民間の個人商店みたいな感じで、

10万円だろうが、20万円だろうが、それはもう
基準はありませんと。それはちょっと公的なこ

とが介在している指導的な、あるいは指導監査

というのが保育所にはあって、臨時職員をこう

やって置いておったら、臨時職員というのはち

ょっと問題がありますと。ところが、保育所を

運営する我々にとっては、児童福祉法において

は、保育に欠ける児童は措置しなければならな

いとなっている。そういうことで完璧に、そし

て、60人の定員の場合には1割未満と、だから5
～6人まではという定員、それ以上はもう定員
オーバーで運営がおかしいとなってくる。今度

は、待機児童が多くなってきたら、1割、2割ぐ
らいまではいいんだと言い出してきたわけです。

いずれにしても、施設運営者についても非常に

不安定な運営をせざるを得ない。 
 私は公立と私立の保育所を比較した時、34歳
ぐらいで18万円と28万円ぐらいでしたか、実際
言うと62～63％の給与しか支払われていない
というようなことだったので、これはもっと是

正すべきだと思っている、あるいはそういうこ

とを議会で発言しているけれども、設置者、運

営者にとっては、どこで財源が保障されるのか

ということになってくるから、とんでもない、

よけいな、お節介だと言われるやもしれないと

私は思った。 
 しかし、これはきちっと公的に発言して、ま

た、あなたたち自体もその実態を理解している

ならば、国に制度改正、制度保障の改善を求め

ていくべきだと思っております。 
 私は、国保については、やがてはもう行き詰

まるということを何年も前から言ってきて、ち
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ょうど介護保険がスタートした時に、国保だっ

てもう一本化していかなければいけないという

ような思いがあったわけです。 
 だから、あなたたちも地方自治体の職員とし

て、どうあるべきかと。一番末端の、あるいは

市町村の次に地方自治を担っておるんだから、

そういう問題点はきちっと国に訴えていって制

度化かしていかなければ、いつまでたってもこ

のような状況が持続されていくという思いがあ

るので、その辺について誰か、課長なり部長か

ら答弁をいただきたいと思います。 
【沢水福祉保健部長】 ただいま、保育士の処遇
改善、あるいは介護職の処遇改善、あるいは国

保制度について、地方の課題ということのご指

摘がございました。 
 我々としても、地域の意見を聞きながら改善

できる部分については、今でも政府施策要望で

要望しているところでございます。今後とも、

地域の課題がどういうふうなことに影響してい

くのかということも含めて地域と意見を交わし

ながら、そういう意見をくみ取って、さらに、

課題があるものにつきましては国に要望してい

きたいと思っております。 
【橋村委員】 それはもう漠然とした回答になっ
てくるけれども、一番歴然としているのは保育

士の給与が低過ぎるという、この実態は誰しも

が認めるところでしょう。福祉事業の従事者と

いうのはちょっと外においておって、一番歴然

としているのは保育士、幼稚園の教諭、あるい

は公立保育園とか公立幼稚園があるので、そう

いうものとの著しい格差がある、あるいは教職

員ということも踏まえて、どこに、どう問題点

があるのか、この辺のところは実態を分析して

やらなければいけない。だから、部長の思いと

いうのはどうあるべきか。格差があって実際に

6割ぐらいしか支払われていないということで
あれば、どうすべきだと思うか、その思いを聞

かせていただきたい。 
【永松こども政策局長】 保育士の件でございま
すが、国からは一定の金額が示されてはいます

けれども、10人の定数であれば10人分、一定の
金額に応じてきているんですが、実態の運営と

して臨時的な要素、休みをとらせなければいけ

ないということで、施設側において12人ぐらい
雇わなければいけないとか、13人ぐらい雇わな
ければいけないということがありますけれども、

お金としては10人分しかきていない。そうする
と、13人雇ったら10人分を13人で分けるという
ことになっておりまして、そこのことで実際き

ている額が薄くなってしまっている、こういう

実態がございます。 
 これにつきましては、今回、政府施策要望の

中で、本当の配置の実態に応じてお金を下さい

という要望をしております。そういうことにつ

いては、我々は施設者側にも、きちっと本当に

やれるのかどうかとか、そういう意見交換もし

ておりますので、ご指摘のとおり、いろいろ調

査とか、施設側とも話をしながら、国に対して

要望していきたいと思っております。 
【橋村委員】 過去に指導監査等来てもらってい
ろいろ指導していただいたこともあるんですが、

今もそれは、毎年というわけではなく、何年に

一遍とか、今あっているとすれば、どういう形

でやっておられるかお尋ねしたいと思います。 
【中野こども未来課長】 保育所に関しましては、
毎年、監査指導課が行っております。その中で

給与費についても調査をさせていただいていま

すが、これを是正しろという話ではなくて、例

えば、人件費比率がどのくらいかという話を私

どもは検査結果でいただいて、全体の支出の中



平成２８年９月定例会・文教厚生委員会・予算決算委員会（文教厚生分科会）（９月２８日） 

- 115 - 

で人件費比率としては大体8割ぐらいでやって
いらっしゃいます。我々の想定としても、大体

そのくらいで、あと2割が事業費という形にな
ります。経営者としても、やれることはやって

いらっしゃるという認識はございます。 
 ただ、先ほど局長が話しましたとおり、配置

する人数が多いというところがありますので、

お金の使われ方としては、別に人件費を削減し

て経営者がほかに使うとか、そういう話ではな

いということは監査指導で報告を受けていると

ころでございます。 
【橋村委員】 さっき言ったように、保育所とい
うのは、極端に言えば1年ごとに変わっていく
んですよ、措置人員がどうなのか、ゼロ歳児な

のか、未満児、あるいは4歳児、5歳児という形
によって、対応職員が3人に1人とか、6人に1人
とか、そういうふうになっていくので。だから、

余剰人員を誰も採用しようと思っていない。し

かし、安全にやっていく上においては必要最小

限、確保していると思う。 
 したがって、例えば、教職員の加配というの

がありますね、長崎県で500人ぐらいおるとい
うことだけれども、そういう制度設計をやって

もらうとか、何かそういう手だてをやらんと、

施設にだけ、きちっとやれと言ったって、それ

はできっこない、実際問題として、私はやって

みて経験しているんだから。だから、臨時職員

でカバーしておかないと、措置者の構成によっ

て職員数がぶれるので。 
 そういうことも含めて、加配と同じようにし

て、職員に対してはきちっと手だてができるよ

うにということを、特に少子化とか子育てとか、

いろんなことを政府が訴えているんだから、そ

れぐらいきれい事を言うのであれば、まず隗よ

り始めよで、やるべきことをやってくれと、そ

れからそういう方向を打ち出すんだったらいい

けれど、私は、口先だけが先行しているという

思いがあってならぬのですよ。 
 だから、ぜひ当事者、行政の皆さんたちは、

国の方に、そういう現場での苦悩というか、あ

るいは難しさがあるんだ、伴っておるんだと。

だからこそ、そうなっておるということで、き

ちっと原因究明、分析をして、そして訴えてい

かなければ、ただ給与面がこうだと言えば、ほ

かの労働者と、どこがどう格差があるのかと、

こういうナンセンスな論議になっていくので、

きちっとした理論武装、政策論を持って今後と

も対応していただきたいことを要望しておきた

いと思います。 
【宅島委員長】 ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
【宅島委員長】 ほかに質問がございませんので、
これをもって議案外の質疑を終了いたします。 
 次に、自由民主党・活正の会より、「無年金

者対策の推進を求める意見書（案）」の提出の

提案を受けておりますので、事務局より文案の

配付をお願いいたします。 
〔文案の配付〕 

【宅島委員長】 それでは、山本(啓)委員から意
見書提出についての提案、趣旨説明等をお願い

いたします。 
【山本(啓)委員】 ただいま、委員長より意見書
の説明ということでご指示いただきました。 
 会派より提出いたしております意見書の内容、

「無年金者対策の推進を求める意見書（案）」

につきまして、ご説明を申し上げます。 
 この意見書の内容につきましては、大きく分

けて下の2項目になっております。無年金者及
び低年金者に対する対策、そして、年金の受給

資格期間の短縮が、その対策の一つであること。
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さらには、低年金者に対する国からの給付につ

いてのことに触れております。 
 現行の公的年金制度においては、受給資格を

得るために必要な保険料の納付期間が25年と
されております。これが25年に足りていない、
もしくは全くないということで低年金者もしく

は無年金者が生じているという現状でございま

す。 
 これらに対する対策として、まず、現行の25
年を10年に短縮するための改正法案が、実は、
この意見書を提案する前に、9月26日に閣議決
定がなされたところでございます。そして、今

開かれている臨時国会に提出されておりますの

で、法制面の整備は、そこの取組がなされます

ので、成立すれば、今のところ、スケジュール

的には来年の10月から支給がされると言われ
ております。 
 しかしながら、こういった取組が法制面だけ

ではなく、しっかりとした体制をつくった上で、

しっかりとしたものがなされることを求めてお

ります。 
 また、財政面の措置についても、本年8月末
に厚生労働省が財務省に提出した「平成29年度
予算の概算要求」において、年末までに予算編

成過程で検討するとされております。 
 この意見書の内容といたしましては、この財

政面の部分についても、しっかりしたものを求

めていくということで、政府の現行の取組に対

しまして、法整備がしっかりとスケジュールど

おり進められること、そして財政面についても

しっかりと確保されること、そういった部分に

ついて意見書として提出の内容を作成させてい

ただきました。 
 委員の皆様、よろしくお願いいたします。 
【宅島委員長】 ただいま、山本(啓)委員から説

明がありました「無年金者対策の推進を求める

意見書（案）」につきまして、ご質問はござい

ませんか。 
【宅島委員長】 暫時休憩いたします。 
 

― 午前１０時５４分 休憩 ― 

― 午前１０時５５分 再開 ― 
 
【宅島委員長】 委員会を再開いたします。 
 意見書の提出について、採決を行います。 
 本提案のとおり、意見書を提出することにご

異議ございませんか。 
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【宅島委員長】 ご異議なしと認めます。 
 よって、「無年金者対策の推進を求める意見

書」については、提出することに決定されまし

た。 
 なお、体裁の修正等については、いかがいた

しましょうか。 
〔「正副委員長に一任」と呼ぶ者あり〕 

【宅島委員長】 それでは、正副委員長にご一任
願います。 
 次に、自由民主党・活正の会より、「相模原

障害者施設殺傷事件に関する意見書（案）」の

提出の提案を受けておりますので、事務局より

文案の配付をお願いいたします。 
 それでは、外間委員から意見書提出について

の提案、趣旨説明等をお願いいたします。 
【外間委員】 再び自由民主党・活正の会より意
見書の提出をさせていただきます。 
 平成28年7月26日、神奈川県相模原市の障害
者施設におきまして、入所者19名の方々が尊い
命を奪われるという大変痛ましい事件が起きま

した。抵抗するすべのない重度障害者を標的と

した残虐極まりない殺人事件であります。犯人

は、重度の障害者を刃物で次々と襲い、殺傷し、
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警察の調べに対して、障害者なんていなくなれ

ばいいという趣旨の供述をしているとも伝えら

れております。こういう身勝手で危険な考えに

強い怒りと深い悲しみを込めて断固として反対

をいたします。 
 本県においても、障害のある人もない人も共

に生きる社会を目指して、本県の障害者の団体

からも大変な憤りと、これからの社会が逆行す

るのではないかということで大変な心配をして

おられます。 
 昨日も障害福祉課長より本県の取組について、

この事件を受けての対応等時系列でご説明があ

ったり、今後の取組について一定ご説明等をい

ただいたところであります。また、60年の障害
者施設運営の経験者であられます我が会派の宮

内雪夫議員からも適切なるご指導をいただいて、

「相模原障害者施設殺傷事件に関する意見書

（案）」を提出したところでございます。 
 この事件が与えた衝撃ははかり知れず、二度

と同じような悲惨な事件が起きないように、徹

底した真相究明も含め、総合的な再発防止のた

めの諸施策を講じるよう強く求め、委員皆様方

のご審議、取り計りを賜りますよう、よろしく

お願いいたします。 
【宅島委員長】 ありがとうございました。 
 ただいま、外間委員から説明がございました

「相模原障害者施設殺傷事件に関する意見書

（案）」につきまして、ご質問はございません

か。 
 しばらく休憩いたします。 
 

― 午前１０時５９分 休憩 ― 

― 午前１１時 ０分 再開 ― 
 
【宅島委員長】 委員会を再開いたします。 
 採決を行います。 

 ただいま、外間委員から提出がございました

意見書の提出について、採決を行います。 
 本提案のとおり、意見書を提出することにご

異議ございませんか。 
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【宅島委員長】 ご異議なしと認めます。 
 よって、「相模原障害者施設殺傷事件に関す

る意見書」については、提出することに決定さ

れました。 
 なお、体裁の修正等については、いかがいた

しましょうか。 
〔「正副委員長に一任」と呼ぶ者あり〕 

【宅島委員長】 それでは、正副委員長にご一任
願います。 
 暫時休憩いたします。 
 

― 午前１１時 １分 休憩 ― 

― 午前１１時 １分 再開 ― 
 
【宅島委員長】 委員会を再開いたします。 
 なお、今、外間委員から提出されました案件

につきましては、長崎県民にとりましても非常

に関心の高い問題であり、全会派一致のもとに

県議会を挙げて決議する方が適当かと存じます

ので、この際、本委員会の意見を議会運営委員

会に伝え、議会運営委員会より提案するという

方法をとりたいと存じますが、ご異議ございま

せんか。 
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【宅島委員長】 ご異議がないようですので、そ
のように進めることとさせていただきます。よ

ろしくお願いします。 
 暫時休憩いたします。 
 

― 午前１１時 ２分 休憩 ― 

― 午前１１時 ２分 再開 ― 
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【宅島委員長】 委員会を再開いたします。 
 これをもちまして、福祉保健部・こども政策

局関係の審査を終了いたします。 
 この後、委員長報告等の委員間協議を行いま

すが、理事者退室のため、しばらく休憩いたし

ます。 
 お疲れさまでした。 
 

― 午前１１時 ３分 休憩 ― 

― 午前１１時 ４分 再開 ― 
 
【宅島委員長】 委員会を再開いたします。 
 今定例会で審査いたしました内容につきまし

て、10月6日、木曜日の本会議における文教厚
生委員会委員長報告の内容について協議を行い

ます。 
 それでは、審査の方法につきましてお諮りい

たします。 
 この件につきましては、本委員会を協議会に

切り替えて行うこととしたいと存じますが、ご

異議ございませんか。 
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【宅島委員長】 それでは、協議会に切り替えま
す。 

〔協 議 会〕 
【宅島委員長】 委員会を再開いたします。 
 文教厚生委員長報告につきましては、協議会

における委員の皆様のご意見を踏まえ、報告を

させていただきます。 
 次に、閉会中の委員会活動につきまして協議

したいので、しばらく休憩いたします。 
 

― 午前１１時１１分 休憩 ― 

― 午前１１時１４分 再開 ― 
 
【宅島委員長】 委員会を再開いたします。 
 閉会中の委員会活動につきまして、何かご意

見はございませんか。 
〔「正副委員長に一任」と呼ぶ者あり〕 

【宅島委員長】 それでは、正副委員長にご一任
願いたいと存じます。 
 以上をもちまして、文教厚生委員会を閉会い

たします。 
 大変お疲れさまでした。 
 

― 午前１１時１５分 閉会 ― 
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 総務部関係の議案外の主な所管事項についてご説明いたします。 

 

（長崎県公立大学法人の業務実績評価について） 

 長崎県公立大学法人の第２期中期目標期間の５年目に当たる平成２７事業年度に

係る業務実績について、地方独立行政法人法の規定に基づき、長崎県公立大学法人評

価委員会により評価が行われ、去る８月２９日に、その結果が法人に対して通知され

るとともに、知事に対して報告がありました。 

 評価の内容については、語学運用能力の養成が達成水準を下回っていることや、大

学院の定員が未充足となっていることなど計画を十分に達成できていない事項がある

一方、学部学科再編について、文部科学省へ申請を行い、開設が認められるとともに、

シラバス（授業計画）の作成、海外ビジネス研修及び長期インターンシップの試行な

ど新たなカリキュラムに対応した準備を着実に進めたこと、『長崎県立大学が変わる』

という情報を積極的に発信した結果、平成２８年度一般入試の志願者が前年度より大

幅に伸びたこと、「しまのフィールドワーク」が必修化され、６０２名の学生が参加

して現地調査や報告会を実施したこと、公開講座・学術講演会の参加者数、外部資金

が増加したことなど、教育・研究の充実に成果を上げているとされております。 

 県としましては、長崎県立大学の教育・研究の質の着実な向上や地域貢献のより一

層の充実が図られるよう、今後とも大学法人と一体となって取り組んでまいります。 

また、大学法人が業務運営に関し平成２９年度からの６年間で達成すべき目標を、

第３期中期目標として今年度中に定める必要があることから、第２期中期目標期間に

おける評価結果や大学を取り巻く社会・経済情勢などを踏まえるとともに、県議会や

評価委員会のご意見をお伺いしながら、策定を進めてまいります。 

 

（総合教育会議について） 

 知事と教育委員会が地域の教育の課題等を共有し、相互の連携を図りながら教育行
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政を推進していくため、総合教育会議を去る８月８日に開催いたしました。 

 会議では、「県内就職、県内定着の向上」及び「貧困の連鎖を断ち切るための教育支

援」の二つのテーマについて意見交換を行い、「県内就職、県内定着の向上」について

は、「Ｎなび」の活用や県内企業等の情報発信、保護者の意識改革の必要性など、「貧

困の連鎖を断ち切るための教育支援」については、スクールソーシャルワーカーの活

用や進路実現に向けた学習支援、関係機関との横断的な連携の必要性などの意見が出

されました。 

本県教育の課題やあるべき姿を共有しながら、本県の教育行政を推進していくため、

今後とも、知事と教育委員会のより一層の意思疎通を図ってまいります。 

 

以上をもちまして、総務部関係の説明を終わります。 

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教 育 委 員 会 
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はじめに、教育委員会関係の議案外の報告事項について、ご説明いたします。 

 

（損害賠償の額の決定について） 

 県教育委員会が、元公立中学校教諭に対して、平成２８年７月１５日付けで退職手

当支給制限処分を行いましたが、当該退職手当の支給については、職員の退職手当に

関する条例に規定する期限内に支払わなかった事案であったことから、その遅延損害

金を支払うため、７月１９日付けで専決処分したものであります。 

 

続きまして、議案外の主な所管事項について、ご説明いたします。 

 

（教科書発行者による補助教材の無償提供事案について） 

先の６月定例県議会文教厚生委員会で報告いたしました教科書発行者による補助教

材の無償提供事案については、その後、文部科学省が高等学校用の教科書を発行して

いる全ての教科書発行者に類似の事案がなかったのか調査を行っております。その結

果を受けまして、文部科学省は各都道府県に事実確認の調査依頼を行いました。 

本県におきましては、先に報告いたしました事案以外で、別の高校１校が教科書採

択後に採択した発行者から補助教材の無償提供を受けていたという事実が確認されま

した。この学校は、教科書採択の翌年に、業者から「古い在庫があるので生徒のため

に活用して欲しい」と補助教材が送られてきたため、学校は生徒に配布し、授業で使

用しております。補助教材の受領は教科書採択後であったため、採択への影響は認め

られないものの、補助教材を受領し使用したことは、学校の認識の甘さがあったと考

えております。なお、当該校の管理職員及び関係職員に対しては、今後このようなこ

とがないよう厳重に指導したところです。 

教科書採択の公平性・透明性の確保については、日頃から説明会や文書等で指導し

ておりますが、採択事務のみならず、業者から補助教材等の物品を受領することも問
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題があることを、改めて全ての県立学校長に指導いたしました。 

今後も引き続き厳正な教科書採択に努めてまいります。 

 

（総合教育会議について） 

 去る８月８日の総合教育会議において、知事と教育委員会が本県の教育課題等を共

有し、一致して教育行政を進めていくための協議を行いました。 

 会議では、「県内就職、県内定着の向上」と「貧困の連鎖を断ち切るための教育支

援」の二つをテーマとして取り上げ、県内企業等の情報発信についてや児童生徒の進

路実現に向けた学習支援、関係機関との横断的な連携など、活発な意見交換が行われ

ました。 

 今後とも、本県の教育行政を推進していくため、知事と教育委員会のより一層の連

携を図ってまいります。 

 

（ＩＣＴを活用した教育の推進について） 

 去る８月２５日に、本県公立小・中学校におけるＩＣＴを活用した教育の推進を図

るために、学校長や市町教育委員会の担当者等を対象とした「長崎県ＩＣＴフォーラ

ム」を開催しました。フォーラムでは、ＩＣＴを活用した教育にかかる本県の方針や

課題、また県内の先進校の取組や成果を共有するとともに、我が国の第一人者として

活躍しておられる東北大学大学院の堀田龍也先生の講演を通して、これからのＩＣＴ

を活用した教育について研修を深めました。子どもたちがこれからの社会で生きてい

くための資質・能力を育むため、日常的かつ効果的にＩＣＴを活用していくことがで

きるよう、今後もＩＣＴを活用した教育の推進に努めてまいります。 

 

（新県立図書館の整備について） 

 大村市に整備する県立・大村市立一体型図書館（仮称）については、昨年７月から
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行っておりました設計業務が先般完了し、現在、土木部建築課において来年度からの

建設工事着手に向けて、発注手続きの諸準備を進めているところです。 

 今後とも、県・市一体となって、平成３０年度の完成を目指して取り組んでまいり

ます。 

 なお、設計の詳細につきましては、この後、担当室長がご説明申し上げます。 

 

（外国語教育の充実について） 

 小・中学校における英語教育の早期化、高度化に対応するため、昨年度に引き続き

小学校の英語指導中核教員と中学校の英語科教員を対象とした「長崎県英語指導力向

上地区別研修会」を７月から８月にかけて実施いたしました。本年度は、中学校にお

いて、ＴＯＥＩＣの検定を受講できるコースを加え、英語指導力の向上をさらに図っ

たところです。本研修会は、平成３０年度の新学習指導要領の先行実施に向け、県内

全市町を対象に平成２９年度までの３年間で実施する計画であり、次年度も本研修を

通じてより高度な指導技術の伝達等を行い、教員の英語指導力の向上を図ってまいり

ます。 

また、平成２８年度から３０年度までの３年間で県内の全公立中学１年生を対象に

実施するイングリッシュ・キャンプを９月７日から開始しました。参加した生徒たち

が、外国人指導者との直接的な英会話体験を通して、英語習得の必要性を実感すると

ともに、英語に対する学習意欲を高めることができるものと考えております。今後と

も、グローバル化に対応できる人材の育成に向け、本県の子どもたちの英語コミュニ

ケーション能力の向上に努めていります。 

高校生を対象とした取組として、外国語によるコミュニケーション能力の向上を図

り、異なる文化や伝統を学び、国際的な視野を持たせるために、語学の海外研修を実

施しました。 

 英語については、７月２７日から８月１０日までの１５日間、２０名の高校生を対



 - 4 -

象に、シンガポールとオーストラリアにおいて研修を行いました。研修では、シンガ

ポールでの語学研修に加え、現地の日系企業の訪問や、オーストラリアでのホームス

テイを実施し、将来のグローバルリーダーの育成を図りました。 

 中国語については、７月２２日から８月５日までの１５日間、２１名の高校生を対

象に、中国の上海において研修を行いました。上海外国語大学における中国語の授業

のほか、大学生との交流、上海市内での企業研修等を実施いたしました。 

また、韓国語については、７月２５日から８月６日までの１３日間、３０名の高校

生を対象に、韓国の釜山において韓国語研修を実施しました。釜山外国語大学での韓

国語の授業のほか、大学生との交流、釜山市近郊での企業研修等を行いました。 

研修の参加生徒は、帰国後、各学校において、研修報告等を行い、その成果を他の

生徒に広げていくこととしております。 

 

（高校生の活躍について） 

 ８月５日から８日まで、栃木県と沖縄県を会場として開催された「第１１回若年者

ものづくり競技大会」において、島原工業高校の生徒が「フライス盤」職種で、また、

長崎工業高校の生徒が「木材加工」職種、「自動車整備」職種で金賞となり、厚生労働

大臣賞を受賞しました。この競技大会は、２０歳以下の専門学校生及び工業高校生等

を対象にした大会で、本県工業高校生は過去においても、１１名の生徒が全国第１位

を獲得しています。 

 また、「都道府県別乳牛体型審査の審査頭数１０～２９頭」のクラスで島原農業高校

の乳牛が４年ぶり２度目の第１位を獲得しました。 

 乳牛体型審査は、乳牛の体つきを１００点満点で審査するもので、９０点以上が「エ

クセレント」と認定されますが、今回、島原農業高校の乳牛は本県１６頭目となる「エ

クセレント」の評価を獲得しました。 

 今後とも、専門性をより一層高める学習や研究に積極的に取り組ませ、産業教育の
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充実に努めてまいります。 

 

（長崎県社会教育委員会からの答申について） 

 県教育委員会では、平成２６年１０月に「活力ある地域社会づくりに貢献する実践

的人材の育成方策」について県社会教育委員会に諮問し、去る７月２１日に答申を受

けました。 

 答申では、２０年、３０年後の長崎県の姿を見据え、目指す地域像を「住みたい、

住み続けたい、訪れてみたい、もどってきたい」とし、学校支援会議や公民館など、

現存する組織を生かした多世代交流・多機能型の協働拠点づくりを進めることや協働

活動を通じて人材を発掘、育成することなど、具体的な方策を示していただいており

ます。 

 今後、県教育委員会としましては、答申内容の具現化に向けた施策を講じるととも

に、その趣旨を踏まえ、市町の社会教育関係者の研修会など、様々な機会において、

具体的な取組が広がるよう、県内各地域で周知・啓発を行なってまいります。 

 

（「しま」における体験活動について） 

 県内の子どもや親子を対象に、本県の特色である「しま」の魅力を活かした体験活

動を行い、ふるさと長崎県を再認識してもらうため、７月２２日から３１日の期間に

３～４日間の日程で対馬市、壱岐市、五島市において、しまの魅力に出会う日本の宝

「しま」交流支援事業を実施いたしました。 

 五島市、壱岐市で実施した子どもコースでは、１６４名の小・中学生が、また、五

島市、対馬市で実施した親子コースでは、３６組８５名の親子が参加しました。 

 各コースとも、海浜活動やシーカヤック体験、魚釣り体験、史跡の見学など「しま」

の持つ豊かな自然や歴史などを直に体感するとともに、民泊などを通じて「しま」の

方々との交流を深めることができ、事後のアンケートでは「しまの人々との触れ合い
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など、個人の旅行では体験できない貴重な体験ができた。」「同じ県内にこのような自

然や環境があることを新たに発見できた。」「日常から離れた新たな環境や出会いの中

で、楽しいこと、我慢すること、自分の思いを人に伝えることなど、たくさんの学び

があった。」などの感想が寄せられました。 

 なお、昨年度から就学援助及び生活保護受給世帯の子どもたちにも参加の機会を増

やすため、県が参加費を全額補助する枠を設けており、今年度は子どもコース参加者

１６４名のうち１８名が適用を受けております。 

 今後も、「しま」での体験・交流活動を通した子どもたちの健全育成やふるさと長崎

県の再認識を図る事業の充実に一層努力してまいります。 

 

（文化財の指定について） 

 去る６月１７日に、国の文化審議会は、長崎市の「長崎原爆遺跡」を国史跡として

指定するよう、文部科学大臣へ答申を行いました。 

 「長崎原爆遺跡」は、爆心地と４つの被爆遺構（旧城山国民学校校舎、浦上天主堂

旧鐘楼、旧長崎医科大学門柱、山王神社二の鳥居）により構成され、原子爆弾投下の

歴史的事実や核兵器の被害、戦争の悲惨さを如実に伝える遺跡であると評価されまし

た。 

 今回の答申を受けて指定されると、本県の国指定史跡は３２件となります。 

 

（子どもたちの文化活動について） 

 去る７月３０日から８月３日にかけて、「第４０回全国高等学校総合文化祭」が広

島県において開催され、本県から２８２名の高校生が合唱や吹奏楽など１９部門に参

加し、日頃の練習の成果を発表しました。 

大会では、囲碁部門において、島原高等学校２年の松本直太さんが男子個人戦で優

勝したのをはじめ、放送部門や弁論部門など５部門において上位入賞を果たすなど優
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秀な成績を収めました。 

 また、８月１８日及び１９日には、「第１６回全国中学校総合文化祭」が大分県に

おいて開催され、本県からは書道や美術の展示部門の他、長崎市立山里中学校の吹奏

楽部が舞台部門で参加し、見事な演奏を披露しました。 

 この他、８月５日及び６日には、学校文化活動のリーダー育成と中高生の文化活動

のレベルアップを目的とした「文化力ステージアップセミナー」を長崎県勤労福祉会

館において実施し、文化活動に取り組む中高生が互いに交流を深めながら、ワークシ

ョップなどのプログラムを通した実践的な研修に参加しました。 

 今後とも、平成３０年度に本県で開催予定の「全国中学校総合文化祭」を念頭に置

きながら、子どもたちの文化活動を一層推進してまいります。 

 

（スポーツにおける活躍について） 

 去る７月２４日から 7月３０日まで、アメリカミシガン州ミッドランドで開催され

た世界男子ジュニアソフトボール選手権大会において、佐世保西高校の小山選手、調
しらべ

選手、真﨑選手、大村工業高校のメーンズ・ジェーラン選手の計４名の高校生が日本

代表として出場し、３５年ぶりとなる金メダルを獲得しました。 

 また、７月２８日から８月２０日まで、中国地方５県を主会場として「全国高等学

校総合体育大会～２０１６ 情熱疾走 中国総体」が開催されました。 

県勢の競技結果については、団体では、柔道競技で長崎明誠高校女子柔道部が準優

勝を果たしたほか、佐世保西高校男子ソフトボール部、九州文化学園高校女子ソフト

ボール部、松浦高校なぎなた部、瓊浦高校男子バドミントン部がそれぞれ３位入賞を

果たしております。 

個人では、自転車競技女子ケイリンで鹿町工業高校の山口選手が準優勝を果たした

ほか、柔道競技女子７８ｋｇ超級で長崎明誠高校の西村選手、レスリング競技男子  

５５ｋｇ級で島原高校の金子選手、レスリング競技男子８４ｋｇ級で島原高校の大津
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選手、ウエイトリフティング競技男子７７ｋｇ級のトータル、スナッチ、ジャークの

３種目で諫早農業高校の山口選手、アーチェリー競技女子で佐世保商業高校の相川選

手がそれぞれ３位入賞を果たすなど、全２８競技のうち１５競技で団体１１、個人  

１９、合わせて３０の入賞を果たしました。 

 このほか、全国高等学校ライフル射撃競技選手権大会において、女子ビームライフ

ル団体で長崎南高校が準優勝、女子ビームライフル立射個人でも長崎南高校の村井選

手が準優勝しました。また、全国高等学校定時制・通信制体育大会において、団体で

は、バレーボール競技女子で佐世保中央高校定時制昼間部が２年連続、バドミントン

競技男子で佐世保中央高校通信制が３年連続で優勝を果たしております。個人では、

バドミントン競技男子シングルスで佐世保中央高校通信制の住徳選手が優勝を果たし

ております。 

 さらに、中学生では、全国中学校体育大会が８月１７日から２５日まで北信越地方

５県で開催され、団体では、バレーボール競技女子で諫早市立諫早中学校が準優勝、

個人では、大村市立桜が原中学校の林田選手が陸上競技男子 3000mで優勝、同 1500

ｍでも３位入賞するなど、団体３、個人６、合わせて９の入賞を果たしました。 

 選手･監督の皆様の健闘を心から讃えるとともに、今後とも競技力向上とスポーツの

振興を推進してまいります。 

 一方、リオデジャネイロオリンピックにおきましても、本県出身の選手たちから大

きな感動をいただきました。体操競技の内村選手が、個人総合で４４年ぶり４人目と

なる２連覇を達成、団体総合との２冠に輝きました。また、柔道男子８１ｋｇ級の永

瀬選手も本県出身の男子柔道選手として初となる銅メダルを獲得されました。 

 このほか、競泳女子４００ｍリレーの山口選手が８位入賞を果たしたほか、アーチ

ェリー女子の永峰選手、陸上男子５０ｋｍ競歩の森岡選手の健闘も光りました。 

 このようなオリンピックという夢の舞台で、本県出身の選手の皆さんが輝かしい活

躍をされたことは、私たち県民の誇りであり、大きな夢と希望を与えていただいたこ
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とに、改めて感謝いたしますとともに、皆様が残されたすばらしい足跡に心からお祝

いを申し上げ、今後、更なるご活躍を祈念いたします。 

 

以上をもちまして、教育委員会関係の説明を終わります。 

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福 祉 保 健 部 
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 福祉保健部関係における議案外の主な所管事項についてご説明いたします。 

  

（ねんりんピック長崎２０１６の開催） 

「ねんりんピック長崎２０１６」の開催が迫る中、参加選手団約１万人の登録も終

了し、開催に向けた準備も大詰めとなってまいりました。 

大会を円滑に運営するため、７月に県庁内に７部２３班体制からなる「実施本部」

を設置するとともに、大会運営をお手伝いいただくボランティアの皆様に対する業務

説明会も開催しているところです。 

また、宿泊施設や飲食店などを対象とした衛生講習会を県内８カ所で開催し、全国

から来県される方々に、安全に過ごしていただく準備も進めてまいりました。 

さらに、９月１２日には県内３カ所で採火した炬火を一つにする集火式を長崎市内

で実施するほか、例年の４倍となる長崎県選手団の結団壮行式も９月３０日に開催予

定であり、大会に向けた機運も大きく高まってきております。 

総合開会式につきましても、９月１９日に出演者の演技等を確認する１ヶ月前リハ

ーサルを実施し、１０月１日には本番同様の総合リハーサルを行うこととしておりま

す。 

県としては、多くの県民の皆様に来場いただき、大会の魅力に触れ盛り上げていた

だくよう、テレビＣＭによる告知など広報活動に尚一層努めながら、参加される皆様

に世代を超え楽しんでいただき、心に残る、魅力あふれる大会となるよう準備に万全

を期してまいります。 

 

（障害者のスポーツ振興について） 

 ９月７日から１８日までの１２日間、ブラジル・リオデジャネイロでパラリンピ

ックが開催されます。本県ゆかりの選手３名も出場予定であり、その活躍で、県民

の皆様に大きな夢と感動を与えていただくことを期待しているところであります。 
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また、本年１０月２２日から２４日までを会期として、岩手県で第１６回全国障

害者スポーツ大会が開催されます。陸上等個人競技及び車椅子バスケットボールを

はじめとする４種の団体競技に、１１９名の本県代表選手団を派遣することといた

しております。引き続き、選手の育成・強化を図るとともに、障害のある方々のス

ポーツ交流と社会参加の促進に努めてまいります。 

 

（地域医療構想の策定について） 

地域医療構想は、団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年（平成３７年）を見

据え、地域における効率的で質の高い医療提供体制の確保を図るため、将来必要と

なる病床数や在宅医療等の需要などを推計したうえ、目指すべき医療提供体制とそ

れを実現するための施策等を定めたものであります。 

これまで、二次医療圏毎及び県全体で医療、介護関係者による会議を開催し、病

床機能の分化・連携、在宅医療・介護などに関する地域の課題や必要な施策につい

てご意見を伺いながら構想素案として取りまとめ、同素案への先の６月定例県議会

並びに関係団体、パブリックコメント等のご意見を反映したものを今議会に報告さ

せていただいております。 

今後、１０月に開催予定の医療審議会で審議が行われ、１１月頃の策定を目指し

ております。策定後は、構想の実現に向けて、幅広い機会をとらえて県民への周知

を図るとともに、引き続き関係者による会議を定期的に開催し、ご意見を伺いなが

ら、地域の実情に応じた医療提供体制の構築を図ることとしております。 

 

（国民健康保険事業の都道府県化について） 

国民健康保険事業については、平成３０年度からの県と市町による共同運営に向け

て、現在、各種ガイドラインの作成や説明会の開催、関係政省令の改正準備等が国に

おいて進められているところであり、県においても国の動きを踏まえ、市町連携会議
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等を通して市町との意見調整等を行っているところです。 

新制度の開始までに、制度運営の基本となる、国保運営方針の作成、国保運営協議

会の設置、国保事業費納付金の算定方法の決定、新たな制度に対応する電算システム

の構築などを完了する必要があることから、今後も市町との協議を十分行うとともに、

県議会のご意見もお伺いしながら、平成３０年度に向け準備を着実に進めてまいりま

す。 

 

（社会福祉入所施設における防犯対策について） 

 去る７月２６日に相模原市の障害者支援施設「津久井やまゆり園」で発生した殺傷

事件において犠牲になられた１９名の方々に深く哀悼の意を表しますとともに、被害

に遭われた皆様の１日も早い回復を心からお祈り申し上げます。 

 本県におきましては、事件の報を受け、直ちに県内４５箇所の障害者入所施設に対

して、防犯対策の現状を確認し、万全を期すようお願いをいたしました。 

翌日には、入所者等の安全確保に関する国からの通知を県内全ての障害福祉サービ

ス事業者、訪問系事業所などを除く介護サービス事業所に送付して注意喚起を図ると

ともに、県内８７９箇所の高齢者入所施設に対する防犯対策の状況把握などにも着手

したところであります。 

また、９月７日には、県内の障害者入所施設を対象として連絡会議を開催し、防犯

対策に関する国の動向や施設毎の防犯マニュアル策定に向けた県の取組について情報

を共有するとともに、県警による防犯講習等を実施することとしております。 

 今後は、防犯対策に関する関係団体のご意見や、現在国において検討されている、

事件の検証結果を踏まえた再発防止策などを踏まえながら、県としての対応を検討す

るとともに、引き続き、誰もが相互に人格と個性を尊重し支え合い、多様なあり方を

相互に認め合う共生社会の実現に向けた取組を進めてまいります。 
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以上をもちまして、福祉保健部関係の説明を終わります。 

よろしくご審議を賜りますようお願いいたします。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こ ど も 政 策 局 
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こども政策局関係の議案についてご説明いたします。 

 

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、 

第１２６号議案 「長崎県子育て条例行動計画の変更について」 

の１件であります。 

 

 議案の内容についてご説明いたします。 

 

第１２６号議案「長崎県子育て条例行動計画の変更について」につきましては、平

成２６年７月に佐世保市内で発生した女子高校生殺害事件を契機に設置された「長崎

県子ども育成総合検討会議」で取りまとめられた再発防止策等を第７章として新設す

るとともに、今年度からスタートした「長崎県総合計画チャレンジ２０２０」との整

合性を図るなど、所要の改正をしようとするものであります。 

 

 次に、議案外の主な所管事項についてご説明いたします。 

 

（長崎県婚活サポートセンターの移転について） 

結婚を望む独身男女の婚活を応援するため、昨年７月、長崎市内に「長崎県婚活サ

ポートセンター」を設置しておりましたが、現在開発中のデータマッチングシステム

の運用に対応するため、閲覧ブースや面会室のスペースを確保するとともに、利用者

の利便性を考慮し、去る６月２８日、江戸町公園横の新江戸町ビルの３階に移転いた

しました。 

また、今年度、設置を予定しております婚活サポートセンター支所３ヶ所につきま

しては、来年１月開所を目指して、設置場所について関係市町と協議を続けていると

ころです。 
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今後とも、結婚を望む独身男女の求める婚活支援を提供するとともに、婚活講座や

結婚支援フォーラムを通して結婚への意識を高め、明るいイメージの普及にも取り組

んでまいります。 

 

（児童福祉施設等における安全確保対策について） 

去る７月２日夜、県民センターに届いた県内保育施設に対する爆破予告メールへの

対応につきましては、施設管理者、市町、県警と連携して、施設の安全点検や警戒を

強化し、児童の安全の確保を図りました。結果として、県内保育施設において不審物

等は発見されませんでしたが、爆破予告期間の初日の７月４日には、県内保育施設の

うち５園が休園したほか、予告期間を通じて１００程度の施設が自主登園等の措置を

取りました。今後とも、市町及び各保育施設に対して迅速かつ確実な情報の提供や収

集ができるよう、休日・夜間においても連絡可能な緊急連絡先の確認など、連絡体制

の整備に努めてまいります。 

また、去る７月２６日未明に発生した相模原市の障害者支援施設入所者殺傷事件を

受け、所管する児童福祉施設等に対し、児童の安全確保について注意喚起を図るとと

もに、不審者対策等の再確認をお願いしたところであります。県といたしましては、

今後の国の動向も踏まえ、施設における必要な防犯設備や不審者対応マニュアルの整

備など施設における防犯対策の強化に努めてまいります。 

 

（保育の仕事合同面談会の開催について） 

全国的に保育士不足が問題となる中、去る７月３日に長崎市、２３日には佐世保市

において、保育士養成校の学生を対象とした「保育の仕事合同就職面談会」を開催い

たしました。この事業は学生と県内保育施設との面談の機会を設け、保育士の仕事や

県内各保育施設の魅力を PR することにより学生の選択肢を広げ、県内保育施設への

就職を促進するために初めて開催したものであり、参加した学生、保育施設双方から
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好評価を得ました。 

今後とも、新規卒業生に対し、県内保育施設への就職を促進するとともに、潜在保

育士の活用も図りながら保育人材の確保に努めてまいります。 

 

（児童福祉施設球技大会について） 

 去る７月２６日、「第７０回長崎県児童福祉施設球技大会」が長崎県児童養護施設

協議会及び西日本新聞民生事業団の主催により、県内の児童養護施設及び情緒障害児

短期治療施設の約３００名の児童、関係者が参加して、長崎県立総合運動公園、諫早

市中央体育館を会場として開催されました。 

開催にあたっては、文教厚生委員会の宅島委員長をはじめ県議会議員の皆様にも開

会式へご出席をいただくとともに、関係者からのご支援をいただき、男子は軟式野球、

女子はバレーボールに熱戦を繰り広げました。 

この大会は、スポーツを通じて社会的養護が必要な児童が、仲間との協調性や努力

することの大切さなど社会で生きていくために必要な力を育むために大変有意義であ

ると考えておりますので、県といたしましては引き続き支援してまいります。 

 

（長崎県子育て条例推進協議会の開催について） 

去る８月８日に今年度第１回目の「長崎県子育て条例推進協議会」を開催いたしま

した。会議においては、長崎県子育て条例行動計画の平成２７年度実施状況や、今回

議案として提出しております「長崎県子育て条例行動計画」の変更案についてご意見

をいただきました。 

今後とも、県議会や協議会委員の皆様のご意見を行動計画に反映させるとともに、

計画に掲げた施策の着実な推進に努めてまいります。 

 

 以上をもちまして、こども政策局関係の説明を終わります。 
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 よろしくご審議を賜りますようお願いいたします。 



 

 

 

平成２８年９月定例県議会 

 

 

 

 

文教厚生委員会関係議案説明資料 

（追加１） 
 

 

 

 

 

 

 

 

教 育 委 員 会 

福 祉 保 健 部 

こ ど も 政 策 局 
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【文教厚生委員会関係議案説明資料 福祉保健部２頁１９行目の次に、次のとおり挿入

する。】 

 

（長崎大学における感染症研究拠点の整備について） 

高度安全実験施設（ＢＳＬ－４）を中核とした感染症研究拠点の整備につきまして

は、地域住民への情報の提供並びに安全・安心の確保等について協議するため、地域

の自治会の代表者や公募委員が加わった「地域連絡協議会」が本年５月に設置され、

８月まで６回の会合が開催されました。これまでの地域連絡協議会において、安全性

の確保等に関する国の関与が明示されたことや長崎大学の丁寧な説明により、議論は

深まってきているものと認識しております。 

また、長崎大学は、地域連絡協議会と並行して、地元自治会等に対し順次行ってい

る説明会に加え、９月９日には協議会委員、自治会役員参加の国立感染症研究所村山

庁舎のＢＳＬ－４施設への視察を行うとともに、市民参加のシンポジウムを計画する

など、地域住民の更なる理解促進に向けた取組を進めております。 

一方、国においては、引き続き地域住民の理解促進のための取組を進める必要があ

ると判断され、平成２９年度概算要求では、ＢＳＬ－４施設の整備に係る費用の計上

は見合わせられたものの、今後、関係者間で調整が進めば早期に着手できるよう文部

科学省と財務省との間で協議をしたいとの考えが示されております。 

県といたしましても、感染症に係る研究体制の強化は、本県に留まらず、広く国民

の生命・健康の維持のため、また、我が国の国際貢献などの観点からも、極めて重要

な国策であることから、引き続き、国の動向や地域連絡協議会での議論などを踏まえ、

課題解決に向け、長崎市及び長崎大学と連携協力して取り組んでまいります。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

こ ど も 政 策 局 
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【文教厚生委員会関係議案説明資料 こども政策局３頁２１行目の次に、次のとおり

挿入する。】 

 

（待機児童の解消について） 

去る９月２日、厚生労働省から平成２８年４月１日現在の保育所等の待機児童数が

公表されました。全国の待機児童数は２３，５５３人で、前年比３８６人の増加でし

た。本県は７０人で、前年比２８人の増加となっており、市町別の内訳は長崎市６６

人、壱岐市４人となっております。 

保育所の整備や保育士の確保など、今後も待機児童の解消に向けた施策を進めてま

いります。 

 

（長崎県発達障害児・者総合支援推進会議の開催について）  

県内の発達障害に関係する各機関が支援に関する情報を共有し、連携した支援体制

の構築等を図るために「長崎県発達障害児・者総合支援推進会議」を新たに設置し、

９月７日に第１回の会議を開催いたしました。 

会議においては、医療・福祉・教育・労働等の分野の他、家族会の方にも委員に就

任していただき、県や関係団体から発達障害児・者の方々への支援の現状や取組み及

び課題等について説明を行い、委員からは発達障害者支援センターの機能強化、成年

期の発達障害者に対する支援の充実の必要性などのご意見をいただいたところです。 

引き続き、本推進会議において、連携の緊密化や支援体制等についてご議論いただ

き、今後の発達障害児・者の方々への支援の充実に向けた取組みに反映させてまいり

ます。 

 

（婚活サポーター「縁結び隊」の養成について） 

結婚を希望する独身男女の１対１の引き合わせを行う、ボランティアの婚活サポー
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ター「縁結び隊」の養成につきましては、去る９月８日に１８名の認定証授与式を行

い、昨年度から活動いただいている４４名と併せて６２名となりました。 

今後も、随時養成講座を開催し、「縁結び隊」の増員を図ってまいります。 



 

 

 

平成２８年９月定例県議会 

 

 

 

 

文教厚生委員会関係議案説明資料 
 

( 追 加 ２ ) 
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【文教厚生委員会関係議案説明資料 教育委員会８頁１７行目の次に、次のとおり挿

入する。】 

 

次に、今年５月から８月にかけて、宮崎県を主会場として開催された国民体育大会

第３６回九州ブロック大会では、本県選手団は２１競技５３種目において代表権を獲

得いたしました。 

１０月１日から岩手県で開催される第７１回国民体育大会では、競技団体と一体と

なって、昨年に引き続き１０位台の成績を目指してまいります。 

 

 

【文教厚生委員会関係議案説明資料 教育委員会９頁２行目の次に、次のとおり挿入

する。】 

 

（長崎県立高等学校教育改革第８次実施計画について） 

 平成２１年３月に策定した「第二期長崎県立高等学校改革基本方針」に基づき、平

成２９年度から３１年度に実施する施策をまとめた「長崎県立高等学校教育改革第８

次実施計画」を策定いたしました。 

 主な内容として、１点目は、小規模化が進むしまの高校において実施しているアイ

ランドチャレンジ事業の先行モデルとして、五島南高校と奈留高校に離島留学制度を

平成３０年度から拡充しようとするものです。五島南高校においては、全日制普通科

単位制高校に改編して、不登校生徒を受け入れ、しまの豊かな自然と温かい地域住民

の方々とのふれあいを通じて、生きる力の更なる伸長を目指した「夢トライコース（仮

称）」（定員２０名程度）を設置します。 

また、奈留高校では、小中学校段階から「しま留学」してきた児童生徒を小中高一

貫教育の強みを生かして教育することや、これまでの英語に重点をおいた教育を軸に、
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主として大学への進学を目指している生徒を定員の枠内で受け入れていきたいと考えて

おります。 

２点目は、時代が求める人材の育成に向けた学科改編として、口加高校において、

グローバルな視点から地域の課題について考察できる人材の育成を目指して「グロー

カルコース」を平成２９年度に設置するとともに、老年人口の割合が高く、介護、福

祉人材の育成が求められていることから、口加高校に福祉科（仮称）を平成３１年度

に設置しようとするものであります。 

３点目は、発達障害などの多様な教育的支援を要する生徒や、学習ニーズを有する

生徒に対し、柔軟な対応ができるよう、午後からの学習にも対応できる「エンカレッ

ジコース（仮称）」を平成３０年度から佐世保中央高等学校定時制夜間部へ設置いた

します。「エンカレッジ」とは、「励ます」や「勇気付ける」という意味で、多様な

学習環境等を要する生徒に対して、個に応じたきめ細かな教育を実践してまいります。
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【文教厚生委員会関係議案説明資料 福祉保健部３頁６行目の次に、次のとおり挿入す

る。】 

 

（長寿者慶祝事業について） 

 広く国民が高齢者の福祉について関心と理解を深め、かつ、高齢者が自らの生活の

向上に努める意欲を高めることを目的として、９月１５日を「老人の日」、同日から

２１日までを「老人週間」と定められております。 

 県においては、敬老の意を表し長寿を祝福するため、「老人週間」を中心に１００歳

長寿者に祝状及び祝品を贈呈いたします。 

 今年度、県内で１００歳を迎えられる長寿者は４９７名で、昨年度より３４名増加

しており、１００歳以上の長寿者は１，３３５名で、昨年度より３９名増加しており

ます。 

 

【文教厚生委員会関係議案説明資料 福祉保健部３頁１７行目から２３行目を削除し、

次のとおり挿入する。】 

 

また、９月７日には、県内の障害者入所施設を対象として連絡会議を開催し、防犯

対策に関する国の動向や施設毎の防犯マニュアル策定に向けた県の取組について情報

を共有するとともに、県警による防犯講習や各施設の課題等について意見交換を行い

ました。 

 今後は、防犯対策に関する関係施設のご意見や、現在国において検討されている事

件の検証結果を踏まえた再発防止策などを踏まえながら、県としての対応を検討する

とともに、引き続き、誰もが相互に人格と個性を尊重し支え合い、多様なあり方を相

互に認め合う共生社会の実現に向けた取組を進めてまいります。 

 



 

 

 

平成２８年９月定例県議会 

 

 

 

 

文教厚生委員会関係議案説明資料 
 

( 追 加 ３ ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

福 祉 保 健 部 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

福 祉 保 健 部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 1 - 

【文教厚生委員会関係議案説明資料 福祉保健部３頁１７行目から２３行目を削除し、

次のとおり挿入する。】 

 

（障害者のスポーツ振興について） 

９月７日から１８日までの１２日間、ブラジル・リオデジャネイロでパラリンピック

が開催されました。本県ゆかりの選手３名が出場し、ボッチャ競技団体の木谷選手が、

日本勢初となる銀メダルを獲得されました。また、車椅子マラソンの副島選手、車椅

子バスケットボール男子の鳥海選手の健闘も光りました。 

障害者スポーツ最高峰の大会であるパラリンピックにおいて、県民に大きな感動を与

えていただいたことに改めて感謝いたしますとともに、今後のさらなるご活躍を祈念

いたします。 

また、本年１０月２２日から２４日まで、岩手県で第１６回全国障害者スポーツ大会

が開催されます。陸上等個人競技及び車椅子バスケットボールをはじめとする４種の

団体競技に、１１８名の本県代表選手団を派遣することといたしております。引き続

き、選手の育成・強化を図るとともに、障害のある方々のスポーツ交流と社会参加の

促進に努めてまいります。 


